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21世紀に向けた
新賃金体系の導入を

脇雑面課譲、影堀　憲明

　全日本海員組合との間で新しい賃金体系、

労働協約の整備を目指す労使協議が始まった。

　現行の賃金体系、協約は多年にわたる労使

交渉の成果とはいえ、外航海運を取り巻く内

外の事業環境の激変に伴い、現実の就労体制、

勤務態様との間にそこを生じ、機能不全、制

度疲労を来たしている。

　同乗化の進展、船舶管理の専業化、海外シ

フトに伴い、日本人船員の機能、役割も今や

海上勤務主体の海技専門職から陸上関連部門

も含めた巾広い職域での海技管理職に変化し

つつある。給与処遇面でも年功序列型の賃金

タリフに基づく現在の給与評価では、陸上管

理業務にまで拡大した担当職務、職責にマッ

チせず、水準としても不十分との指摘を受け

ている。

　また経営サイドからみると、総体としての

人件費負担の問題がある。現行の賃金体系は、

学卒新人の初任給を起点とし、これに習熟度

アップ、職能の向上、ライフサイクルに見合

った生計費増等の要因を折り込んだ右肩上り

の年功序列型である。しかし、厳しい国際競

争に直面している外航海運が、すでに世界の

トップレベルにある賃金水準を維持し、更に

年々定昇、ベアの形で追加負担を吸収する収

益力を有しないことは、ここ数年来の各社の

業績推移からしても明らかといえよう。

　今回の労使協議に当っては、検討事項が多

岐にわたるのはやむをえないが、取り組むべ

き中心課題はあくまでも賃金体系の改革であ

ろう。21世紀に向けて労働市場の流動化、国

際化の一層の進展が見込まれ、外航海運にお

いても、日本人船員の中途採用、外国人船員

の日本籍船への直接配乗、海陸人事の一元化

等の実現は時間の問題とみられる。こうした

展望に立てば、賃金体系の見直しの方向は、

生活給の発想、先進他産業水準へのキャッチ

アップといった旧来の枠組みから離れ、グロ

ーバル化時代の海運技術者の職能、職務にマ

ッチした職能給体系の導入と思われる。

　協約の改革は労使関係の基本に係わる問題

であり、内航、陸上等他部門にも影響を及ぼ

すものである。それだけに当協会においても

十分な検討を行い、外航海運百年の大計に誤

りなきを期したいものである。また、今次協

議の重要性にかんがみ、これを労使間の年中

行事の中に埋没させず、密度濃く集中的に取

り組まれるよう関係の方々にもお願いしてお

きたい。
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1．海運関係分野の規制緩和の一層の推進

　　　について

　政府は、規制緩和問題について平成7年3月

31日、5年間中長期ビジョンである「規制緩和

推進計画」を策定し、同年4月には、平成9年

度までの3年計画に前倒し実施することが閣議

決定された。同計画は、行政改革委員会の意見

等を踏まえ、毎年未までに計画を見直し、毎年

度末までに改定することされており、平成8年

3月29日に同計画の初の改定が行われている。

（本誌平成8年4月号参照）

　当’協会は、平成7年3月27日に運輸大臣宛に

提出した海運関係分野に係わる規制緩和要望の

うちの、未実現事項と新たに会員会社より寄せ

られた要望を加え、同年11月30日付で運輸大臣

宛に提出し、また特に重要と考えられる要望事

項については、「規制緩和に関する緊急要望」

として3項目を同年9月29日付で同じく運輸大

臣宛に要望している。（平成7年3月27日付要

望については本誌平成7年4月号、平成7年11

月30日付要望については平成7年12月号参照）

　今般、平成8年度末の2度目の計画改定にあ

たり、これまでの当協会要望事項のうちの未実

現事項と、新たに会員会社より寄せられた要望

を整理・集約し、あわせて36項目に取りまとめ、

資料のとおり提出した。

　当協会は、今後も企業の自由な事業活動を阻

害する規制の撤廃・緩和について、関係方面に

強力に働きかけを行うこととしている。

【資料】

　　海運関係分野の規制緩和の一層の推進

　　　についてのお願い

　　　（平8．11．ll運輸大臣宛　日本船主．協会）

　平成7年3月に閣議決定された「規制緩和推進計

画」の初の改定が本年3月に行われ、当協会からの

要望項目の一部に関しましても措置あるいは措置予

定としていただきましたことに対し、お礼申し上げ

ます。

　現在わが国外航海運企業は、国際競争力を回復す

るためにあらゆるコストの削減や経営機能の合理化

など最大限の自助努力を行っており、一方海運造船

合理化審議会においては、日本籍船に対する配乗要

件の緩和などによる政策手段のあり方について議論

をお願いしているところであります。
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　　　　しかしながら、こうした努力や議論の前提には、

　　　わが国外航海運企業が諸外国海運企業と同等の条件

　　　で競争し得る環境の整備が必要であり、そのために

　　　は企業の自由な事業活動を阻害している規制の撤廃

　　　や時代にそぐわなくなった制度の改善が急務である

　　　と考えます。

　　　　当協会ではこのような観点から、規制緩和が実現

　　　していない事項やさらなる緩和が必要と考えられる

　　　事項、および新たに当協会会員より寄せられた要望

　　　事項について別添の通り取りまとめましたので、平

　　　成8年度末の同計画改定においてご勘案の上、一層

　　　の規制緩和を推進下さるようお願い申し上げます。

　　　　なお、他省庁に対する要望事項にっきましても添
）
　　　付いたしますので、これら事項の実現についてもお

　　　力添えいただきますよう、併せてお願い申し上げま

　　　す。

　　　　　　　規制緩和要望事項

1　日本船の国際競争力関係事項

1　検査関係

〔1）　日本国籍船における外国製品導入に関する検

　査の緩和

　　市場原理に基いて自由な競争により選択され

　た外国製品が容易に導入できるよう、現行制度

　　を根本的に見直し、検査制度の簡素化を図って

　頂きたい。

　具体的には

　①それぞれの許可、認定作業の中で、他国政

　　府、船級協会等の許可証、認定証を有効活用

　　　する等、検査の簡略化を図って頂きたい。

　②必要以上に繁雑な申請手続き等により、国

　　　内メーカーが有利になることのないよう、広

　　　く外国製品導入を視野に入れた検査制度シス

　　　テムへの根本的見直しを図っていただきたい。

②　船舶無線局の定期検査の改善（船舶安全法、

　　電波法）

　　①運輸省・郵政省が各々実施している検査を

　　　一本化し、安全面、技術面を同時に検査可能

　　　ならしめるよう、更なる改善を願う。現在ま

　　　でに、検査前の事前データ取得時に必要なフ

　　　ォーマットが両省において合意され統一フォ
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　　一ムが完成し、運用面において一部改善が見

　　られたが、更なる検査の一本化の推進を願い

　　たい。

　②船舶局検査準備、機器の整備、検査前の事

　　前データ等の取得は、各々の省の指定業者に

　　より実施させ、資料を提出させているが両省

　　は指定業者の取得したデータを相互認知可能

　　とした上で一本化し共有化して頂きたい。

　③GMDSS船の陸上点検のインターバルを6

　　か月から一年間へ延長して頂きたい。

（3）GMDSS機器検査・整備の改善（船舶安全法

　施行規則第60条一5－1、電波法第35条一2、

　電波法施行規則第28条の5－4）

　　条約証書の書替えに伴う救命設備（EPIRB、

　SART、双方向無線電話）の検査・整備につい

　ては本船のタイトなスケジュール、経済的負担

　の軽減および陸揚中の事故等を考慮の上、本船

　上で検査可能な機種については検査を認めるよ

　う改善を図って頂きたい。

㈲　船舶検査についての船級協会の活用（船舶安

　全法施行規則第47条の2、電波法）

　　船級を有する外航船舶、内航船舶の検査及び

　諸証書発行に関し、船級協会の更なる活用等、

　検査能力を有する民間の機関の活用を願いたい。

　これは船舶検査、無線検査ともに平日・昼間だ

　けしか検査が行われない現状では、停泊が短く

　なっているコンテナ船等の検査日を取るのが難

　しくなっていることもあって、土・日・祝祭日

　も検査する方向で改善願いたい。この際、外地

　における検査も含め、口脇海事協会（NK）等

　の検査機関に委任できる制度を確立願いたい。

（5）Multiple　Load　Line証書の発行

　　一部外国では、Multiple　Load　Line証書と

　呼ばれる複数のLL証書を持つ船舶が出現して

　きており、証書発行手続き上簡便な方法となつ

　ている。当該制度の導入を願いたい。

2．船員関係

ω　改正STCW条約に定める、他の締約国の海

　技資格証明書の承認制度の早期実現

　　改正STCW条約1／10規則に従い、他の締
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　約国が発給する海技資格証明書をわが国が承認

　する制度を早急に実現する。

②　外国語による船員の資格試験の実施および資

　格取得のための研修や講習システムの導入（船

　舶職員法等）

　　船員の各種資格試験の実施に際し、外国語に

　よる受験を可能にすると同時に、その内容を船

　舶の安全運航上必要なものに絞り込むなど、試

　験内容の見直しを行う．。また、外国入による資

　格取得を容易にするための研修や講習システム

　を設ける。

（3）船員保険の被保険者の資格の見直し（船員法

　第1条、船員保険法第17条）

　　日本人船員をとりまく雇用環境、就労実態に

　あった取扱いとするため、事業主が所有または

　裸用船する日本籍船がなくなった場合でも、雇

　用されている船員は、船員保険の被保険者とす

　るよう見直しを図る。

（4）失業給付に関する船員保険および雇用保険の

　被保険者期間の通算

　　船員の海陸交互勤務に伴い、船員保険と雇用

　保険の両制度の被保険者となる者は、常時いず

　れかの制度の被保険者であるにも拘らず、失業

　直前に加入していた制度の被保険期間に基づく

　給付しか受けられないという矛盾を改善し、両

　制度の被保険期間を通算した期間に基づく給付

　を受けられるようにする。

⑤　外国泊船に乗り組む日本人船員の船員保険被

　保険者資格継続のための「派遣認定」手続きの

　簡素化（昭51年4月1日船員局長通達員基第121

　号）

　　都度の申請／認定から、一括の申請／認定手

　続きに簡素化する。船社は、派遣就労する可能

　性のある自社船員と派遣対象船のリストを運輸

　局に提出、一括認定を受けるようにする。

⑥　船員保険被保険者証等の有効期限の延長等、

　事務手続きの簡素化（船員保険法施行規則第17

　条6）

　　被保険者証・被扶養者証の現行隔年9月1日

　付更新期限の義務付けを、例えば5年ごとに1

　回とする等期限の延長等を図る。

（7）船員職業紹介事業等の許可（船員職業安定法

　第33、34および53、54条）

　　船舶所有者等による船員職業紹介事業等が行

　えるよう見直しを図る。

⑧　マルシップ乗船者に対する船員個票提出の廃

　止若しくは手続きの簡素化

　　継続して雇用されている船員については、乗

　差押の個票の提出を廃止もしくは、一括提出等

　手続きを簡素化する。

⑨　新マルシップ混乗船に係る諸制度の見直し

　　特例による職員数を見直し、外国との競争力

　を確保できるよう弾力化を図る。手続きの一層

　の簡素化を図る。

（ゆ　主任無線従事者制度受講義務の簡索化

　　船舶局での就労体制は、陸上無線局とは異な

　り、短期間のインターバルで乗下船を繰り返し

　ているのが実態である。船舶においては主任制

　度を導入している船だけとは限らず、多様化し

　ており、常に同一制度下での乗下船は有り得な

　い。また、乗船期間のインターバルにおいては

　定められた講習期日に合わせることの難しさも

　ある。船舶局に従事している限り、一度制度に

　よる講習を受講したら、船舶に主任制度導入の

　有無を問わず、引き続き再講習を免除すべきで

　ある。

⑪　海技免状の受験資格としての乗船履歴σ）見直

　し（船舶職員法施行規則第25条）

　　船舶職員になるために必要な乗船履歴、およ　　＿

　び上級免状受験に必要な乗船履歴の見直しを図

　る。

（12）雇入契約公認の簡素化（船員法施行規則第22

　条）

　　一括公認制度の適用を継続雇用されている船

　員にも拡大する等事務の一層の簡素化を図る。

α3）船舶料理士に関する省令の見直し（船舶料理

　士に関する省令第2条）

　　業務経験の見直しおよび外国人船員に対して

　も資格が取得できるよう図る。

㈲　船舶衛生管理者教育等の見直し（員基第68号

　S．58，3，31）

　　最近の医療無線制度の発達および医療設備の
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　充実を考慮し、船舶衛生管理者教育等を見直す。

⑮　有能部員規定の撤廃（船員法施行規則第77条）

　　総トン数700トン以上の船舶の航海当直部員

　の過半数に対する要件の撤廃。

⑯　船員法第80条第2項の食料表を定める告示の

　見直し

　　前回の改正（昭和44年）から20年以上経過し

　ており、船内の労務環境および国民の栄養摂取

　状況等に著しい変化が認められるので撤廃・見

　直しを図る。

3　船舶登録制度の一本化（商法第6B6条、鉛舶法

第5条）

船舶の登録と登記の二重制度の一本化。

4．船舶の建造許可にあたっての手続きの簡素化

　（臨時船舶建造調整法）

　国内の造船所が船舶を建造する際には建造許可が

必要である。特に邦船社が建造する場合には、使用

計画について説明をし、承認を受ける必要がある。

その際、特にVLCCの場合には提出が義務付けら

れていない長期契約等の提出が要求されることもあ

り、手続きの簡素化を図る。

II　日本港湾の国際競争力関係事項

1　水先関係

　（1）水先制度の緩和

　　①利用者からみて合理的で弾力的な料金設定

　　　ができるよう、水先料の料金体系、料金決定

　　　の仕組みを見直す。

　　②同一湾内に複数ある水先人会の運営を見直

　　　し、水先業務を効率化する。

　②　航海実歴認定制度に関する申請手続の簡素化

　　①水先法第13条第1項ただし書に規定する航

　　　海実歴認定の地方運輸局への申請を、郵送に

　　　よっても受け付けることとする。

　　②申請には航海実歴認定申請書のほか多くの

　　　書類の提出を求められており、また、各運輸

　　　局において求める書類が異なることから手続

　　　が繁雑となっている。提出書類の簡素化およ

　　　び運輸局間での統一を図る。
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2　港湾関係

ω　外貿埠頭公社の埠頭等貸し付け料の適正化

　　（外貿埠頭公団の解散及び業務の承継に関する

　法律、昭和57年3月31日付通達港痔持1075号）

　　借入期間中であっても見直しを行い料金の軽

　減を図る。

②　港湾運送事業法の見直し

　　　事業の免許制の自由化及び認可料金制の自由

　　化。

（3）液化ガスタンカー（LPG船・LNG船）に対

　　する「海上防災マニュアル」の保持義務の廃止

　　　大型タンカーおよび大型タンカーバースの安

　　全防災対策については、「大型タンカーおよび

　　大型タンカーバースの安全防災対策について」

　　（保警防第53号の2昭和60年8月2日、保警防

　　第100号の2平成7年12月18日）で指導されて

　　おり、液化ガスタンカーについては「海上防災

　　マニュアル」の保持が義務付けられている。し

　　かしながら、油タンカーについては「油濁防止

　　緊急措置手引書」の備え付けの義務化に伴い、

　　平成7年12月目り同マニュアルの備え付けが免

　　除されており、液化ガスタンカーについても、

　　同マニュアルの備え付けを免除していただきた

　　い。液化ガスタンカーの爆発、火災等に対する

　　安全防災対策については油タンカーのそれと基

　　本的には変わらないことから、通達で定める「荷

　　役作業に関するマニュアル」、「油断防止規程」

　　および「油濁防止緊急措置手引書」の備え付け

　　があれば十分であると考えられる。

　（4）本邦に初めて入港するタンカーの「安全対策

　　確約書」の提出義務の廃止

　　　安全確約書には事故時の連絡通報体制が含ま

　　れているが、これは「油濁防止緊急措置手引書」

　　と重複している。また、本確約書の骨子となる

　　各安全対策については、各社で策定している安

　　全管理システム（SMS）で対応可能であり安

　　全確約書の提出義務は廃止していただきたい。

　　　確約書に記載要求のある事項は、①法律に定

　　められた事項、②法律で定められてはいない事

　　項、の2種類あるが①はことさら記述する必要

　　はなく、その違法性はPSCで検査されるべき



固

事項である。②については官側の安全確約書は

　船主・運航者の自主的提出書類であるという位

　置付けにもかかわらず、加筆・修正の指示がな

　されることがあり、ここに属人的要素が入らな

　いとは言えない。指導基準が属人的に変化する

　のは、その基準が明確にされていないことに起

　下すると考えられ、これを避けるためにも、官

　の安全対策上の指導基準を明確に周知すべきで

　あり、これが行われれば、船主・運航者が個々

　に確約書を提出する必要が無いと思われる。

（5＞原油タンカーにおける「原油洗浄申請書」の

　提出義務の撤廃

　　内地港において原油タンカーが貨物艦の原油

　洗浄を行う場合には、「原油洗浄申請書」によ

　る事前の申請と許可が必要である。申請内容は

　原油洗浄の計画書、貨物積付図に加え、船舶検

　査証書や条約証書の有効期限、並びに作業監督

　者の原油洗浄経験回数などである。しかしなが

　ら、原油洗浄が初めて実施されて以来十数年が

　経過し、この間軽度の漏油事故を別にして、原

　油洗浄に起因する火災、爆発などの重大事故は

　発生していない。

　　一方、「MARPOL条約」、「海洋汚染および

　海上災害の防止に関する法律」では、海洋環境

　保護の見地から一定の原油タンカーに原油洗浄

　を義務付けていることから見ても、原油洗浄は

　すでに荷役作業の一つの段階にすぎないことは

　明白であり、現行の「危険物荷役許可申請」に

　包含されるべき事項であると考えられるところ

　から、「原油洗浄申請」による事前申請および

　許可制度は撒廃されるべきである。

㈲　危険物積載船の入港および荷役に際する危険

　物貨物の数量制限について、入港許容量および

　荷役許容量の昼夜の一本化、および夜間荷役禁

　止貨物の撤廃（港則法）

　　危険物積載船は危険物の積載量により、入港

　する場合の積載許容量および荷役する場合の許

　容量が、昼夜により区別されている。しかしな

　がら各地港湾の安全性には昼夜において格段の

　相違がないことから、夜間においても昼間と同

　様の許容量として頂きたい。

（7）危険物を積載したコンテナ船に関する夜間入

　港制限の緩和（港則法）

　　コンテナ船であってもIMO　CLASS　l，7およ

　び他の高度危険物を積載している船舶は夜間入

　港が禁止されているが、コンテナ船については

　その貨物の収納実態から見て、届出により24時

　間入出港を認めて頂きたい。

（8）火薬類等を積載したコンテナ船の夜間荷役制

　限の緩和（港則法）

　　コンテナ船では火薬類等（IMO　CLASS　1，7）

　の夜間荷役が原則禁止されている。しかしなが

　らこれら危険物を積載している船舶の接岸後の

　速やかな陸揚げ、積込み後の速やかな離岸が規

　定されていることから明らかなように、これら

　危険物に関しては速やかに流通させることが原

　則である。現状の港湾の安全性に鑑み夜間の荷

　役がより危険であるとする特段の理由がないこ

　とから、届出によりこれら夜間荷役が可能とな

　るようにして頂きたい。

HIその他事項

　（1）船舶所有者の制限の緩和（船舶法第2条）

　　　日本籍船を保有するための企業の取締役の国

　　籍制限の緩和、取締役の全員が日本人である要

　　件を改める。

　②　定期航路関係届け出の廃止（海上運送法第19

　　条の5、施行規則第21条の13、14、15）

　　　届け出の廃止もしくは届け出書式の簡素化。

　③　沿岸輸送特別許可手続きの簡素化（船舶法第

　　3条）

　　　年一回の包括申請の実現（新規投入船舶は個

　　別に申請）、および3か月に一度の実績報告を

　　廃止する。

別添

　　　　海運関係分野の規制緩和について

　　　　（運輸省以外の省庁に係わるもの）

［郵政省関係］

（D　船舶無線局の定期検査の改善（船舶安全法、電

　波法）

　①運輸省・郵政省が各々実施している検査を一
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　　本化し、安全面、技術面を同時に検査可能なら

　　しめるよう、更なる改善を願う。現在までに、

　　検査前の事前データ取得時に必要なフォーマッ

　　トが両省において合意され統一フォームが完成

　　し、運用面において一部改善が見られたが、更

　　なる検査の一本化の推進を願いたい。

　②船舶局検査準備、機器の整備、検査前の事前

　　データ等の取得は、各々の省の指定業者により

　　実施させ、資料を提出させているが両省は指定

　　業者の取得したデータを相互認知可能とした上

　　で一本化し共有化して頂きたい。

　③GMDSS船の陸上点検のインターバルを6か

　　月から一年間へ延長して頂きたい。

（2）GMDSS機器検査・整備の改善（船舶安全法施

　行規則第60条一5－1、電波法第35条一2、電波

　法施行規則第28条の5－4）

　　条約証書の書替えに伴う救命設備（EPIRB、

　SART、双方向無線電話）の検査・整備について

　は本船のタイトなスケジュール、経済的負担の軽

　減および陸揚中の事故等を．考慮の上、本船上で検

　査可能な機種については検査を認めるよう改善を

　図って頂きたい。

③　船舶検査についての船級協会の活用（船舶安全

　法施行規則第47条の2、電波法）

　　船級を有する外航船舶、内航船舶の検査及び諸

　証書発行に関し、船級協会の更なる活用等、検査

　能力を有する民間の機関の活用を願いたい。これ

　は、船舶検査、無線検査ともに平日・昼間だけし

　か検査が行われない現状では、停泊が短くなって

　いるコンテナ船等の検査日を取るのが難しくなつ

　ていることもあって、土・日・祝祭日も検査する

　方向で改善願いたい。この際、外地における検査

　も含め、日本海事協会（NK＞等の検査機関に委

　任できる制度を確立願いたい。

（の　主任無線従事者制度受講義務の簡素化

　　船舶局での就労体制は、陸上無線局とは異なり、

　短期間のインターバルで乗下船を繰り返している

　のが実態である。船舶においては主任制度を導入

　している船だけとは限らず、多様化しており、常

　に同一制度下での乗下船は有り得ない。また、乗

　船期間のインターバルにおいては定められた講習
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期日に合わせることの難しさもある。船舶局に従

事している限り、一度制度による講習を受講した

ら、船舶に主任制度導入の有無を問わず、引き続

き再講習を免除すべきである。

［厚生省関係］

（D　船員保険被保険者証等の有効期隈の延長等、事

　務手続きの簡素化（船員保険法施行規則第17条6）

　　被保険者証・被扶養者証の現行隔年9月1日付

　更新期限の義務付けを、例えば5年ごとに1回と

　する等期限の延長等を図る。

②　船員保険の被保険者の資格の見直し（船員法第

　1条、船員保険法第17条）

　　日本人船員をとりまく雇用環境、就労実態にあ

　つた取扱いとするため、事業主が所有または裸用

　船する日本稲船がなくなった場合でも、雇用され

　ている船員は、船員保険の被保険者とするよう見

　直しを図る。

（3＞失業給付に関する船員保険および雇用保険の被

　保険者期間の通算

　　船員の海陸交互勤務に伴い、船員保険と雇用保

　険の両制度の被保険者となる者は、常時いずれか

　の制度の被保険者であるにも拘らず、失業直前に

　加入していた制度の被保険期間に基づく給付しか

　受けられないという矛盾を改善し、両制度の被保

　険期間を通算した期間に基づく給付を受けられる

　ようにする。

翰　姫路、東播磨、菊間港を非検疫港とする規制の

　緩和

　　姫路港、東播磨港および菊問港は外航船の入出

　港が日常化しているが、依然として非検疫港とな

　っている。これら3港については昭和55年より全

　ての外航船に無線検疫が実施されているが、当時

　から非検疫港であるために港の衛生状態を他の検

　疫港と同様良好に保持する必要があり、これに要

　する経費は受益者負担によらざるをえないとして、

　入港船は一回の入港にっき22，000円を負担してき

　た。しかしながら16年を経た今日も未だに非検疫

　港であり、入港船は同様の負担を強いられている。

　これら3港については早急に検疫港として頂きた

　いo



［通産省関係コ

（D　石油備蓄法により日本領海に入域するタンカー

　に課せられる位置通報に使用する衛星航法システ

　ムの検査義務の廃止

　　石油備蓄法では輸入原油運搬船が日本の領海に

　到達した時点から、運搬している原油を備蓄量に

　算入できることとしており、算入するためには輸

　入原油運搬船に対して日本領海に入域した時点か

　ら入港するまでの船位を、衛星航法システム

　（NNSSまたはGPS、但し平成9年1月1日か

　らはNNSSの運用が停止されるためGPSのみ

　の使用となる）の記録により明註することを義務

　付けている。

　さらに、資源エネルギー庁通達によれば当該衛

星航法システム受信機器の胎位測定精度を0．1海

里（185m）以下とし、2年に1回の割合で船級

協会による検査を義務付けている。しかしながら

旧位測定機器は船舶の安全航行にとって重要な航

海計器であり、そのために精度は型式承認により

担保されている（GPSについては平成9年1月

以降型式承認機器を搭載予定）だけでなく、船舶

では他の船位測定システムとの相互チェックによ

りその信頼性を常に検定している。このため原油

備蓄量の算定を目的とした船位測定精度は十分に

担保されていると考えられることから、船級協会　　＿．

による検査義務を緩和して頂きたい。

2．米国第田4議会、閉会

一1984年海運法改定法案は廃案一

　1995年1月に開会した第104議会は、11月5

日に大統領選挙が予定されていたことから、

1996年10月4日過閉会した。

　わが国海運業界にとって特に関心の高かった

3法案の審議状況および概要は以下のとおりで

ある。

1．米国1984年海運法改定法案lH．Rユ1嶋、

　S．1355

　米国1984年海運法改定問題は、1995年1月の

第104議会（会期：1995年～96年）の開会と同

時に、同国の有力荷主団体である全米産業運輸

連盟（NatiQnal　Industrial　Transport　League

；NITL）が改定案を発表して立法化の動きが

表面化し、1995年後半には米国連邦議会上下両

院それぞれに正式な法案が提出された。その内

容は、北米航路での船社間競争を一層激化させ

るものであり、航路秩序を大きく乱すだけでな

く、外国船社の自由な活動を制限する可能性が

あるものとなっていたため、米国内の港湾関係

者をはじめ日本を含む各国海運業界からの強い

反対を受け、同法案の立法化は実現しなかった。

　しかし翌1996年に入り、議会における法案審

議はNITLや米船社の意向もあり再び具体化

し、下院における法案（H，R．2149）は5月に

本会議で可決された。

　一方上院では、下院案に．対する修正法案

（S．1356）が7月に提出され、9月には公聴

会やマークアップ審議が予定されていたが、11

月の大統領選挙のため、これらは未開催のまま

議会は10月4日に閉会した。

　従って上記両法案は今議会では廃案となった

が、1997年1月から開催される予定の第105議

会で同様の法案が再び提出されるのは避けられ

ないものと考えられる。

　当協会は、これら法案については、海運同盟

を含む船社問協定に対する独占禁止法適用除外

制度は維持されていたものの、非公開Service

Contractの考え方や外国船社に対する規制措

置の強化など、安定的な輸送サービスの提供を

妨げる恐れのある条文が依然として盛り込まれ

ていたため、重大な懸念を持って事態の推移に
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注目してきたが、今後も民間船社の自由な意志

による商業活動が規制されることがないよう引

き続き注視していくこととしている。

〈法案の主要点〉

①連邦海事委員会（FMC）の廃止・権限の

　移管

　　H，R．2149＝DOT（運輸省）へ移管

　　S．1356二Intermodal　Transportatlon

　Board（ITB）へ移管

②運賃タリフ（賃率表）の届け出義務の廃止

③禁止事項の変更

　　S．1356：“市場運賃を下回る不公正または

　不当な運賃設定”を禁止事項に追加

④インディペンデントアクション（1／A）

　の事前通告期間の短縮

　　（10日→H．R．2149：3日、　S．1356＝5日）

⑤　サービスコントラクト（S／C）の非公開化

　　HR．2149；同盟・個別船社ベースともに

　非公開可能（S／Cをオーシャン・トランス

　ポーテーション・コントラクトに名称変更）

　　S．1356＝同盟および複数船社ベースは公示

　義務あり、個別官社ベースは非公開可能

⑥　コントロールド・キャリア規制条項の適用

　対象の拡大

　　H．R．2／49＝「運輸関連業以外の企業や法

　人と構造的または財政的に関係のある船社が

　不公正な収奪的運賃設定等の行為」を行った

　場合にも適用可能

⑦運輸長官およびITBの権限拡大（1920年

　商船法）

　　S．1356＝「外国船社による価格慣行」に対

　する規制権の追加

2．新規運航補助法案：H．R。1350、　S，1139

　ig97年に期限切れとなる現行の運航差額補助

（ODS）に代わる新規運航補助法案が、第104

議会会期中に成立した。

　1995年3月、米国政府により、船舶の運航補
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助に関する行政府法案（Maritime　Security

Act　of　1995＞が米国議会に提出され、その後、

上院・下院それぞれで検討が行われた。下院法

案Maritime　Security　Act　of　1995（H．Rユ350）

は、同年12月6日に下院本会議において採択さ

れた。一方、上院においては通商・科学・運輸

委員会が8月10日に下院案とほぼ同一のMari－

time　Reform　and　Security　Act　of　I995（S．

1139）に対するマークアップを行い、上院本会

議に上程した。

　その後、上院本会議は、第104議会会期中の

成立を目指し、1996年9月24日に急きょ下院法

案（H．R1350）を無修正で可決し、さらに10

月8日には大統領が同法案に署名を行い、

Maritime　Security　Act　of　1996が成立した。

　同制度（Maritime　Security　Program）の

骨子は以下のとおりである。

　運輸長官は、国防等の理由から、“Maritime

Security　Fleet”を設立する。同船隊は、民間

に所有され、原則として米国籍の船舶により編

成される。

①対象期間：1996会計年度（1995．10～）から

　　　　　　　10年間

②予算額：各年度1億ドル計10億ドル
　　　　　　　　（予定）

③支給額；初年度：一隻当たり年額230万

　　　　　　　ドル

　　　　　　　第2年度以降ニー隻当たり年額

　　　　　　　210万ドル

④対象隻数1最大47隻

⑤　受給資格：・オーシャンコモンキャリアに

　　　　　　　　よって運航される船舶

　　　　　　　・80，000平方フィートまたは

　　　　　　　　500TEU以上のRORQ船

　　　　　　　・75barge以上のLASH船（船

　　　　　　　　齢25年以下）

　　　　　　　＊LASH船以外は船齢15年以下



3，0E：CD造船協定国内実施法案：HR2754、

　S．1354

　造船業における正常な競争条件の実現を図る

ため、公的助成措置の廃止と不当廉売の防止を

内容とするOECD（経済協力開発機構）造船

協定については、米国における国内実施法案が

第104議会において廃案となったことにより、

同協定自体の発効の見通しは不透明となった。

　同協定の発効は、全加盟国が批准した1カ月

後と定められており、当初は1996年1月が予定

されていたが、わが国および米国の批准の遅れ

により改めて同年7月15日の発効を目途に両国

が手続きを進めていた。その後、日本は6月14

日に閣議決定を行い、同日批准書を寄託した。

　（日本国内実施法の内容については、本誌1996

年3月号参照）これにより、米国を除く全ての

参加国（EU、ノルウェー、韓国、目本）がOECD

造船部会の定めた批准目標日を達成した。

　一方、米国は3月2／日、下院歳入委員会がほ

ほ修正なしの実施法案を可決し、その後5月8

日の上院財政委員会でも原案が採択されたもの

の、5月29日、下院国家安全保障委員会が造船

協定の主旨に反する債務保証制度タイトルXI

（現行償還期間：最長25年、保証限度＝最大船

価の87．5％）の1999年1月1日までの3年間の

延長（引き渡し期限2002年1月1日）等の修正

を施した法案を可決し、さらに6月13日、下院

本会議において、同修正案が成立したことによ

り、7月15日発効は先送りとなった。その後、

上院における動きが注目されたが、審議が停滞

し、最終的には米国104議会の閉会による時間

切れから同法案は廃案となった。

　1996年10月17、18日パリのOECD本部で開

催された関係国による会合において、同協定へ

の支持を確認すると共に、米国より引き続き協

定の批准に向けた努力を行っていく旨説明があ

り、1997年3月開催予定の次回会合において、

同国から協定批准の見通しについて報告を求め

ることとなった。

　なお、本会合において、協定の発効前に助成

措置の契約が行われた船舶に許容される引き渡

し期限が、当該契約発効後3年とすることとさ

れたほか、EUより、EC第7次造船助成指令

が協定の発効日または1997年末のいずれか早い

日まで延長されることが決定された旨の説明が

あった。

3．第7回日韓船主協会会談、開催される

　日韓両国海運界の一層の友好関係構築を目指

し、1988年より開始された題記会談は、1994年

10月の第6回会談に引き続き、10月28日・29コ

組両日、韓国・釜山で開催された。会談には当

協会から新谷会長をはじめ8名、韓国船主協会

からは朴会長以下10名が出席した。（資料1参

照）

　会談では、両国の現状と展望、アジア船主フ

ォーラム（ASF）での検討事項（トレード安

定化、船員、船舶解撤、航行安全、船舶保険）、

EU・米国の海運政策など共通の海運問題につ

いて、率直かっ建設的な意見交換が行われた。

両協会は今後もこの会談を継続していくことと

し、次回会談を1998年に日本で開催することが

合意された。会談で採択された共同声明は資料

2のとおりである。

【資料1】

　　第7回日韓船主協会会談出席者

日本　新谷　　功　川崎汽船社長

　　　　　　　　（当協会会長）
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　　　河村健太郎　日本郵船社長

　　　　　　　　　（当協会副会長）

　　　生田　正治　大阪商船三井船舶社長

　　　　　　　　　（当協会副会長）

　　　堀　　憲明　ナビックスライン社長

　　　　　　　　　（当協会副会長）

　　　伏見　清喜　昭和海運社長

　　　　　　　　　（当協会副会長）

　　　増田　信雄　当協会理事長

　　　前川　弘幸　川崎汽船経営企画部副部長

　　　　　　　　　（当協会会長秘書）

　　　園田　裕一　当協会企画調整部国際渉外

　　　　　　　　　チームリーダー

韓国　朴　載益　朝陽海運社長

　　　　　　　　（韓国船主協会会長）

　　　文　無学　現代商船副社長

　　　　　　　　（韓国船主協会副会長）

　　　韓　基宣　幽幽商船会長

　　　　　　　　（韓国船主協会副会長）

元基宋

載潤李

讃斗張

勲権

弘
石
根

昌
回
天

朴
金
金

大韓海運社長

（韓国船主協会副会長）

興亜海運社長

（韓国船主協会副会長）

韓国特殊船社長

（韓国船主協会副会長）

韓進海運副社長

（韓国船主協会副会長）

韓国船主協会事務局長

韓国船主’協会常務理事

韓国船主協会国際部長

【資料2】

　　第7回日韓船主協会会談共同声明

1　日本船主協会（新谷功会長）と韓国船主協

会（朴載益会長）は、1996年10月28日と29日

の両日、韓国の釜山で第7回日韓船主協会会

談を開催した。これは、1994年の第6回会談

　（於：北海道・大沼）に続くもので、友好的

第7回日韓船主協会会談
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な雰囲気の下、率直かつ建設的な意見交換が

行われた。会談出席者は添付の通り（資料1

参照）であった。
　　　　　　　　　　、

2．両協会の会長は、両国海運の現状と展望に

ついて見解を述べ、過当競争やトレード安定

化に関し、双方が緊密に協力して共通の対策

　を模索．していく上でより一層の努力をしてい

　くことに合意した。

3．双方は、世界海運市場においてアジア船社

がますます重要な役割を果たしつつあること

　を認識するとともに、海運産業全般の堅実か

つ健全な発展を目指したアジア船主フォーラ

ム（ASF）におけるアジア船社間の対話が

進展していることに満足の意を表した，

4．ASF本会議および各“6－S”委員会の

活動とその方向性に対し、双方が今後も全面

的支持と協調を与える意向を表明した。さら

に、ア． Wア船社の共通問題．を解決する上で、

ASFが一貫かつ調和の取れた進展を果たす

　よう、同フォーラムに対する双方の貢献を維

持していくことに合意した。

　　また、効果的かつ一貫したポート・ステー

　ト・コントロール（PSC）が奨励される一方、

基準を満たした船舶に対する過剰かつ不必要

　な臨検を防止するため、検査基準の統一に向

　け、さらなる努力が必要であることが合意さ

　れた。

　　さらに双方は、海洋環境を保全するための

　サブスタンダード船排除のため、PSCや船

舶解撤業の振興を含む諸施策に対し、引き続

　き支持していくことを再確認した。

5　韓国のOECD加盟が確定したことに対す

る温かい祝辞が述べられるとともに、世界海

運産業の健全な発展に向けた世界レベルでの

海運政策の整合に互いに協力していくことが

合意された。

6　双方は、これまで定期船同盟や小社間協定

　に長年与えられてきた独占禁止法適用除外に

対する欧州委員会の動向に対し重大な遺憾の

意を表明し、船社グループが一丸となってト

　レードの安定化を達成するためには、独禁法

　適用除外が必要不可欠であることを再確認し

　た。

　　また、欧州委員会が1996年3月に発表した

　“EU新海運政策”に関連し、双方は将来の

　EU海運政策が、域外国船社の商業的活動に

影響を与えないことを確実にするため、今後

　の動向を注視していくこととした。

7　1995年の日本船主協会の提案を受け、韓国

船主協会は、同年ll月に米上院（通商・科学

　・運輸小委員会〉宛に「1995年オーシャン・

　シッビング・リフォーム・アクト」に対する

意見書を提出し、ホワイトハウス、運輸省、

NITL等を含む関係機関から前向きな回答を

得た。

8　1996年8月にパナマ運河庁（PCC）が発

表したパナマ運河通行料値上げ案（今後2年

間に亘りパナマ運河の通行料を値上げするも

　の）に対し、双方は重大な懸念と強い反対を

表明した。その値上げ率は現在船社が直面し

　ている経営難をさらに悪化させ得るものであ

　り、双方は協力して本件に対応していくこと

　とした。

9．双方は、両事務局職員の人材交流や日韓船

員問題共同研究会を通じ、両協会間の緊密な

　関係を維持・強化していくことを再確i認した。

10．次回会談は、1998年に日本で開催される。

せんぎょう．平成8年ll月号
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中国長江流域の経済開発

日中投資促進機構
事　　務　　局　　長 米山恭雄

　長江は中華人民の母と呼ばれ、全長6．300km

余りで、中国の10の省市を流れています。中国

での上流、中流、下流の区分けに．ついては、湖

北省の宜昌以西を上流とし、宜昌から江西省波

陽湖までを中流、それ以東を下流としています。

四川省、湖北省は長江の流れる距離が上中流域

において最も長い省で、それぞれ1，000km余り

の距離となっています。中国はこの2つの省を

ひとつの重点開発地区としており、今後の外国

からの投資には大きな期待を寄せています。

　本稿では、中国の長江上中流域の経済開発に

ついて考察し、日中投資促進機構内の専門委員

会である長江上中流域開発協力委員会の活動と

の関わりについて述べていきたいと思います。

1．内陸部と沿海部の経済格差

　1978年12月の中国共産党中央委員会総会（第

工1期3中全会）における経済改革、対外開放宣

言以来18年間、中国経済は大発展を遂げました。

開放後、中国は外資に対する優遇政策をとり、

投資環境の整備を進めてきましたが、外資に特

別な優遇を与える地域は1990年目初頭までは沿

海部に限定されており、国家の資金投入、生産

力の向上、外資導入といった面においても沿海

部地域に集中していました。このため、内陸部

との間に経済格差が生じました。こうした経済

格差は既に1980年代初頭から現れていましたが、

中国政府は、1990年代初頭よりこの問題を重要

視し始めました。1992年3月以降、国務院は相

次いで国境開放都市、長江沿岸開放都市、内陸

開放省都の40の内陸都市を「内陸開放都市」と

して指定しました。これらの都市に対しては、

国境貿易・委託加工・労務輸出等に関する自主

決定権の付与、内外企業の誘致を狙う辺境経済

開発区の設置、特別融資の提供の他、沿海開放

都市並みの税制上の優遇措置の適用などの育成

策をとっています。これにより、中国の対外開

放は沿海開放奢重点とするものから「長江沿い」

と「国境沿い」を含む全面的開放へと発展しま

した。

　さらに、1995年6月公布の「外国企業投資方

向指導暫定規定」や1996年3月全国人民代表大

会承認の第9次5力年計画および2010年長期目

標要綱においても、中西部の経済開発重視の方

針が明確化されました。この方針の貫徹と中西

部地域の経済発展の進展のために、以下の政策

措置が採択されています。

（1）中西部地区の資源開発、インフラ整備プロ

　ジェクトの優先。

②　資源、エネルギーの価格調整。

せんきょう　平成8年11月号 阿



囮

（3）財政支出の中西部地区への重点的投入。

㈹　中西部地区の改革開放の大幅な拡大、

⑤　貧困地域への支援の注力。

⑥　東部沿海地区と中西部地区の経済、技術面

　での相互協力。

等となっています。

2．中国の長江上中流域開発の可能性

　長江上中流域地区の特徴としては、気候が穏

やかで降雨量も多く、霜のない期聞が長いため、

農業生産に対して有利であるということがあげ

られます。古くから四川省は「天府之国」（注：

肥沃で物産豊かな所という意味で四川省の美

称）と呼ばれ、また湖南省、湖北省を称して、

「この2つの省が豊作になると全国が食糧に困

らない」（注＝この両省は中国でも有数な米ど

ころのため）といわれるように、この地域一帯

の農業の発展は褒めたたえられています。成都

平原、江漢平原は現在でも中国の穀物類、綿花、

油等農業副産物の重要な生産拠点となっていま

す。

　長江上中流域の交通整備は既にある程度のネ

ットワークが形成され、長江の航路の整備もな

されています。重慶より下流では1，500％以下

の船が航行することができますが、今後三峡ダ

ムが完成すれば3，000％以上の船も航行するこ

とができると期待されています。中国において　　〔

南北を縦断する主な鉄道である京広線（北京一

広州）、焦柳線（裏奨一柳州）、そして最近開通

した京九線（北京一九龍）はすべて湖北省を縦

断しており、中国南北の各省をつないでいます。

宝成鉄道は四川省と挾西省、甘粛省を通過して

おり、成都から昆明までの川石鉄道は四川省と

雲南省、貴州省を結んでいます。成都、重慶、

長江流域

四川省

雲南省

甘出陣

。成都市

陳西省

貴州省

長三工
湖北省

湖南省

河南省

武漢市

江西省

安徽省

自町

　　　　　＼＼

ぐ濃＼

　　　　　＼
南京市

　　　　碁

輪巡
　　　　心

橘　1
　　　　ナ
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武漢には空港もあり、大中型の旅客機の発着が

可能です。宜昌市では1996年10月に空港工事を

開始し、来年には開港する予定です。

　長江上中流域の2つの省を含む地域は全国的

にも人口が多く、労働力が豊富です。四川省の

人口は1億1，300万人、湖北省の人口は5，700万

人です。人口が多いということは、経済発展の

ための労働力の提供が可能であり、またひとつ

の巨大なマーケットが潜在しているといえるの

です。

　長江上中流域の豊富な資源のうち、水力エネ

ルギーに関しては突出しており、埋蔵量が2億

Kw以上で、開発可能な量は1億5，000万Kw以

上あるといわれています。現在の開発はまだ10

％にも満たないので、開発の潜在能力はとても

大きいといえるでしょう。今現在建設中の三峡

ダム工事は、長江の水力エネルギー資源開発の

中で最大のプロジェクトといえます。この他、

長江上中流域では天然ガス、燐鉱、鉄鉱、非鉄

金属等の資源も豊富にあります。

　四川省は長江の上流に位置し、1995年のGDP

は3，560億元（約4兆9，0DO億円）で、全国4位

です。農業は発展しており、穀物類、菜種、豚

肉、養蚕の生産量は全国で1位です。工業もあ

る程度の基盤ができています。天然ガス、農業

用化学肥料、オートバイ、カラーテレビの生産

量と水力発電量は全国でも上位です。その他に

も発電所設備、大型機械、建設機械の分野も比

較的発展しており、既に機械、化学工業、エレ

クトロニクス等の分野での大型企業が建設され

ています。

　湖北省の1995年のGDPは2，400億元（約3
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兆3，000億円）で、全国10位です。農業生産量

も比較的多く、綿花、豚肉、淡水水産品の生産

量は全国でも上位に位置しています。省内では、

武漢製鉄所を龍の頭とし、那州製鉄所、大冶製

鉄所、大冶非鉄金属公司を中心とした冶金工業

地帯が形成されており、鉄鋼と鋼材の生産量は

全国4位です。また、十堰の東風自動車公司を

龍の頭とし、裏焚自動車エンジン工場、武漢の

沌口乗用車組立工場を主骨とした自動車工業生

産地帯も形成されており、自動車生産量は全国

で2位となっております。

　この2つの省の近年の開発は目覚ましいもの

がありますが、抱えている問題もたくさんあり

ます。まず第一にインフラ設備がまだまだ不十

分であるということです。また、工場の設備が

老朽化しており、技術も遅れて．います。製品の

品質には問題もあり、品．質向上が急がれていま

す。さらに、長江流域には非常に優れた水運が

あるのにもかかわらず、有効活用されていませ

ん。都市の開発の速度に比べて環境保護が遅れ

ており、水質汚染が長江流域に対しても影響を

及ぼしています。

3．長江上中流域開発協力委員会の

設立

　1995年5月、日中投資促進機構の池浦会長（日

本興業銀行相談役〉の呼びかけにより、当時四

川省の省長であった薫秩氏と日本の経済界の有

志との間で、長江上中流域開発について意見交

換を行う「四川省薫秩省長を囲む会」が開催さ

れました。席上、薫秩省長（当時〉より長江上

中流域を中心とする内陸部開発に対する日本の

岡
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官民をあげた支援要請が表明されました。1996

年2月、同氏は細長を退任し、現在は「国務院

長江三峡工程建設委員会」の常務副主任として

従来に増して三峡地域の開発プロジェクトに注

力される地位にあります。

　また、1995年9月には、国家計画委員会常務

副主任で国務院長江三峡工程建設委員会副主任

でもる郭樹脂氏（前湖北省省長）が来日し、同

氏からも同様の趣旨の協力要請がなされました。

　こうした中国側の要請に対し何らかの形で応

えていくことは、一層の日中関係強化に資する

とともに、日本企業にとっても多くのビジネス

・チャンスが期待できるとの認識に基づき、日

中投資促進機構の池浦会長の提案で、日本の経

済界としての組織的な経済協力の可能性につい

て検討を重ねました。この間、通商産業省、運

輸省、農林水産省、外務省、海外経済協力基金、

日本輸出入銀行等関連諸官庁とも相談した結果、

日中投資促進機構の中に長江上中流域開発協力

委員会を設立することとなり、1996年4月に正

式に発足しました。本委員会の目的は「中国側

トップとの意志疎通を通じ、長江上中流域に対

する日本企業の投資を促進すること」にありま

す。なお、委員会の委員長には日中投資促進機

構の池浦会長が就任しています。

　具体的事業活動は、委員会の下に物流部会、

農業部会、通信機器部会、環境部会を設置した

上で各々の分野での対中経済協力のあり方を検

討し、日本企業の投資促進のための基盤整備を

中国側ヒともに研究していくことであります。

特に、長江の物流整備は今後、経済発展が望め

る内陸部へ日本企業が進出する際の重要かつ不

可欠な要件と考えられるため、すへての経済活

動に関わる前提条件といえると思っております。

4、長江上中流域開発協力委員会設立

後の活動

　1996年4月の発足後、物流部会、通信機器部

会は各1回、農業部会は2回の会合を開催しま

した。ここでは、物流部会での検討テーマにつ

いて以下に若干ご紹介します。

　長江上中流域の物流整備の問題はいろいろあ

りますが、既に経済発展が先行している東部沿

海部と内陸部とのリンケージを考えますと、東

西の物流の鍵は長江の水運の活用にあります。

長江水運の有効活用には解決すべき問題が多く

ありますが、具体的にはEi本から出た船が重慶

辺りまで、今より短い時間で定時に大量の荷物

を一貫輸送（コンテナ輸送）できればと考えて

おります。そのための海洋河川両用新型船舶の

建造や関連港湾インフラの整備等について検討

していく予定です。現在建設中の三峡ダム工事

に関連して、長江の水位の変化等を考慮する必

要があり、長江水運の検討は、ダムの完成前と

完成後の2段階に分けて考えるのが現実的と思

います。さらに、港からの陸上輸送への対応や

倉庫建設等の問題もとりあげていきたいと考え

ております。物流問題については、政策面を含

め中国側と十分意志疎通を図り、進めていく予

定です。

　また、長江上中流域開発協力委員会の発足後、

中国側もカウンター・パートの設立について検

討を進めていましたが、その結果、国家計画委

員会が中心となり、長江上中流域対外協力開発

せんきょう　平成8年11月号



委員会（会長：郭捌口副主任）が発足しました。

なお、中国側委員会の副会長には、四川省副省

長、湖北省副医長、重慶市副市長が就任し、そ

の他委員にも交通部他、関係各部署の幹部が就

任しています。中国側委員会は国務院での正式

批准を経て組織化され、北京中央と地方政府か

ら成り立つ横断的組織となっています。中国側

カウンター・パートの設立により日中双方の協

力体制が整ったため、1996年9月、目本側委員

会代表者により構成された訪中団を北京に派遣

し、日中両委員会の初会議を開催致しました。

会議では、中国側より内陸部地域開発の現状と

政策についての説明を受け、今後の協力活動の

方向について討議を行いました。会議の席上、

中国側より日本の経済界に望んでいることとし

て、特に長江流域における港湾インフラの整備、

高速道路網の整備、農業分野での協力があげら

れました。また、持続的発展戦略を実現するた

めには環境保全、生態系の保持も重要であると

の発言もありました。こうした中国側からの要

望を受け、日本側から提起したことのひとつに

優遇政策の必要性があります。外国企業が中国

内陸部で事業展開を行う際には政策面でのイン

センティブが必要であると思われるからです。

　今回の第！回合同会議の討議を踏まえ、今後

は専門部会活動を通じ、検討テーマの絞り込み

を行い、具体的プロジェクトを推進していく予

定です。

5．日本企業の協力の必要性

　これまで述べてきましたように、中国の内陸

部経済開発は、中国が経済発展を引き続き安定

せんきょう　平成8年11月号

▲第1回日中合同会議

　　　　（1996年9月21日（土）北京・釣魚台にて）

的に実現していくために、最も重視している政

策のひとつといえます。一方、日本の経済界に

とりましても資源、労働力が豊富で、市場とし

ての潜在力の大きい内陸部はその投資環境の整

備に伴い、魅力的な地域になるものと思われま

す。

　このような状況下、経済先進国である日本が

中国の国策である内陸部経済開発に手を差しの

べていくことは有意義なことと考えています。

長江上中流域開発協力委員会は中国側トップと

の緊密な関係を築く中で、日本企業の中国内陸

部での新たな事業活動の展開を支援していく組

織として大きな役割を担っています。中国側も

両委員会の意志疎通を通じ、日本企業等の外国

投資家の意見を十分に吸収した上で、法令や各

種制度の整備に着手することが望まれます。

　私どもの事業が21世紀に向けた新たな日中関

係強化に少しでもお役に立つことを願っており

ます。

而
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船酔いにうらみなし

」∴1霊盤製1鑑，慧1

　広島市に生れ育った私にとって、海は常に穏

やかな楽しい遊び場の一つであった。生家から

2km位の処に“深ん淵”と称する小さな入江が

あり、夏は毎日のように貝堀りに水遊びにと夕

方まで遊びほうけ、薄暗くなった砂埃りの道を

ぽこぽこと家に向って歩いた。

　父の勤めの関係で宇品湾では度々小舟で雑魚

釣りに興じ、又金輪島の海水浴場では毎夏幾度

となく家族連れで海水浴を楽しんだ。

　昭和16年春、商船学校に入り寮生活となった

が海に出るのは学校付近を短艇で漕ぎ廻るか東

京港内外を帆走する程度で、日曜日にはお台場

に上陸して握り飯をバクついたり、川を漕いで

築地から数寄屋橋辺りまで銀座の裏側をどぶ川

から眺めたり、今では嘘のような楽しい事もあ

った。

　私の最初に受けた海の洗礼が強烈な船酔いで

あるとは予想外であった。当時学校にあった“や

よひ丸”という50屯ばかりの機艇で東京湾に実

習に出た。当日の天候が悪かったという記憶も

ないが、私は船酔いで正体を失い実習の始めか

ら終りまで何一つ覚えていない。級友の言によ

れば、甲板上に釣り上げられたマグロのように

寝ころがったまま動かなかったそうである。お

かげで級友に頭を下げてデータを貰い、レポー

トをデッチ上げるやら、多くの級友からは侮蔑

の眼で見られるやらで散々な屈辱を味わったが、

まさか自分が先天的に船に弱い体質であるとは

夢にも気付かなかった。

　戦時中の事とて帆船実習も汽船実習も省略し

て昭和19年秋、学校を卒業すると直ぐ海軍に召

集され護衛空母“海鷹”（大阪商船“あるぜんち

な丸”の改装）に航海士として乗り組み、11月

末十数隻からなる船団を護衛してシンガポール

向け門司を出港した。出港直後、おりからの北

西季節風のため艦は大ゆれにゆれ、私は忽ち船

酔いの虜ヒなった。数日前に出港した前の船団

を護衛していた僚艦の“隼鷹”が済州島沖で魚

雷を受け轟沈したとの報せが入り、艦内は異常

な緊張に包まれていたが、私はそれどころでは

せんきょう　平成8年11月号

（



なかった。食事は全々喉を通らず嘔吐は激しく、

3日もすると吐く物もなくなり血の混つた胃液

を吐く始末で務めだけは何とか果したが、気息

えんえん生きた心地がしなかった。職務柄、や

せ我慢を押し通し時々海図室で仮眠をとる以外

は艦橋に立ち通した。その時の辛さ苦しさは今

でも忘れることが出来ない。これはえらい職業

についたと思ったが、当時は戦争第一、吾が身

はなるようにしかならないと余り深くも考えな

かった。その航海は無事シンガポールに着いて、

又別の船団を組んで日本に帰ったが往復共無疵

の船団は当時としては大変珍しかった。

　翌年3月海防艦“大東”に転勤となり矢張り

船団の護衛に当ったが、航海中は相変らず船酔

いに悩まされ、しかもそれを押入に悟られまい

として突っ張り通し、一層苦痛を倍加すること

となった。その頃から学生時代は一滴も口にし

たことのない酒を飲むようになり、碇泊中は航

海中の苦しさを忘れるという理屈にもならない

口実をつけて良く飲んだ。

　後になって、幕末の偉人勝海舟は威臨丸で太

平洋を渡った際、矢張り船酔いのため航海中は

殆んど寝てばかり居たと何かの本で読んだが、

早くこの事を知っていれば私もずっと気楽に過

ごせたかも知れないが。

　戦争が終り船舶運営会の所属となり、復員輸

送や小さな貨物船による内航貨物の輸送に従事
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したが、航海中は天候の如何にかかわらず船が

走り始めると直ぐ気持が悪くなり、戦争中のよ

うな緊張感がないだけ余計に酔いも激しく、全

く我ながら情けなかった。一方酒の方は次第に

腕が上がり、一端の上戸となっていったのはお

粗末の限りであった。

　このように誠に苦しい船乗り生活であったが、

船乗りを辞めようと考えた事は一度もない。こ

れが若さというものか、或は乞食は3日したら

止められないと言うが……。何れにしても今だ

に不思議に思っている。

　ところが、昭和26年頃であったと思うが、日

本船にも外航が解禁になり、私は“吾妻山丸”

で比島から粗糖を満載してパナマ経由直行で北

米バルチモアまで45日間のNON－STOP航海

をした。この航海を境に私の船酔いはピタリと

止まり、何時の間にか船酔いと縁が切れていた。

何故だか分からないが理由などどうでも良かっ

た。とにかく船に酔わなくなったのである。そ

の頃から私は船乗りとして悔いのない入生を夢

に見はじめた。

　その後も途中3年間の本社勤務を除き、ずう

っと船に乗り続けたが一度も船酔いは顔を出さ

ず、船酔いのない航海を私はどれ程有難く思い

感謝したか。更にそのことが後々様々の苦難に

耐えるにどれ程大きな支えとなったか計り知れ

ない。敢て船酔いもうらみとしない所以である。
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墲ｪ国鉄鋼業の現状と展望’1

日　本　鉄　鋼　連　盟

調　査　統　計　部　長 高子泰彦

1．鉄鋼需給をめぐる経済環境

　日本経済は1980年代後半からの異常なまでの

バブル経済が崩壊、その後は1992～94年度の3

力年連続してのゼロ成長を余儀なくされたこと

は記憶に新しい。そうした中で政府は1992年8

月の10．7兆円もの総合経済対策以来1995年9月

【図1】

　（万t）

1aOOO

laOOO

lLOOQ

101000

9、000

8，000

7，000

6ρ00

　5，000

4ρ00

　aOOO

わが国の粗鋼需給推移

12，002
11β01

の14兆円にのぼる経済対策まで合わせて6回、

総額63兆円（真水部分26兆円）におよぶ景気対

策を打ち、懸命な景気浮揚策を講じた。一方、

外国為替市場では1993年以降円の対ドルレート

が急騰、1993年平均で110円台に突入、さらに

1995年には80円を切る円の急激かっ大幅な上昇
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ち、回復に向かうこととなったが、そのテンポ

は極めて緩やかであり、経済界での認識は、実

感の無い景気回復であった。しかも円高局面下

で、輸入製品の急増とそれに伴う急激な価格破

壊、さらには製造業の海外現地生産指向の強ま

りと空洞化現象への懸念が深まった。1995年8

月にはそれまでの円高方向が是正されたが、わ

が国産業界は、円レートが90～100円の水準に

耐える国際競争力をつけることなくして、経済

の本格回復、活性化を図ることはできないとの

認識であり、そのための行財政改革、規制緩和

といった構造改革が最優先課題としている。

　今年度の経済成長率は1995年度（2．3％）と同

程度の水準に落ちつくことになると思われるが、

構造改革の確実な進行がない限り、景気は小幅

なサイクルを繰り返すだけにとどまり、民間需

要主導の本格回復には繋がらないことになろう。

【図2】　普通鋼鋼材の主要部門別需要量推移
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　近年の鉄鋼生産は、バブル経済最盛期の1990

年度が粗鋼生産1億1，171万トンを記録したが、

これは例外としてみておく必要があろう。その

後は1億トン前後で推移してきており、今年度

も当初鉄鋼連盟の見通し通り9，800万トンの水

準に落ち着くものとみられる。かっては、こう

した生産を支えたものは、1970年代央から1980

年代馬にかけての輸出比率30％以上という数値

（最高は1976年の39％）でも分かるように、か

なりの部分を輸出に依存するところが大きかっ

た。しかし、1980年代後半に入っての生産は内

需に支えられてのものであり、近年の内需の量

はバブル期からは下っているといっても、1970

年代、1980年代の内需に比べむしろ量は増えて

いるといってよく、内需主導型経済の姿を表わ
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したものといえよう。（図1参照）

　この内需についてその中味をみてみると（図

2参照）、1987年からバブル経済最盛期に向け

て建設、中でも住宅、非住宅の建築の伸びが著

しかったことが分かる。この顕著な増加も、バ

ブル期を過ぎると、ストック調整期に入ってい

る。加えて、製造業部門については、円高局面

下で製品輸出の減少、さらには海外現地生産化

の進展が加わって、それまでわが国の内需に大

きなウエイトを占めてきた間接輸出に減少傾向

がみられるようになった。それを普通鋼鋼材の

間接輸出でみると1990年度の1，523万トンから

1995年度には1，324万トンに減ってきている（図

3参照〉。代表的な間接輸出である自曲馬をみ

ると、1995年現在の四輪車の海外生産台数は590

万台に達し、海外生産比率は37％となっている。

このことは自動車の間接輸出の減少を示すもの

であり、その量は1990年の729万トンから529万

トンと、200万トンの減少となっている、また、

電気機械の間接輸出についても減少がめだって

いる。（図4参照）

　一方、近年の需要構造の特徴として鉄鋼の直

接輸入の国内市場における位置付けが輸入比率

8％台と安定したものになってきていることに

加え、円高局面下において、量的には未だ少な

　【図41

（万t）

800

700

6QO

500

400

300

20σ

100

　0

729

普通鋼鋼材の間接輸出（部門別）の推移

匪
529

【図3】普通鋼鋼材の間接輸出の推移

2、29D

〔万t）

1、600

1、4GO

1．200

1．QQO

8DO

（参考：直掻輸出）

／

　　］．195

1．731
L51B

o 1559
1．523

」

o
］．311

　　　1、3631，318

1．324

0

0 間掻輸出

0

0

（万t）

2，500

2．000

1．500

T，00D

・4

〒う窪一一一一・・．．．．輕、一一．．．．．．．一一．一揖ラ

　　　　　　　　　　　　　薩

　1990　　　199τ　　　］992　　　1993

注疸接輸出は輸出向け出荷である。

旧94　　1995年度
　　　　　〔暫定）

【図5】　普通鋼鋼材の間接輸入の推移

（万t）

200
180
160
140
120
1QO
80
60
40
20

　0

287

（疹考：直接輸出）

　　　＼
709 　　　（万t）

］97

｝58

130

52

90

［
間
接
輸
入

198586

　【図6】

（万t》

5
0
5
0
5
0
5
0
5
0

6
6
5
5
4
4
3
3
2

87　88　89　90　91　92　93　94　95年度
　　　　　　　　　　　　　　　（暫定）

普通鋼鋼材の間接輸入（部門別）の推移

、㌃，ノ巳・・駆＿閣

釜

23

匝　　ノ
　，”
，’

唾

　　・64　，’

　グ
ノ　　57

，’

32

1990　　　1991　　　1992　　　1993

出所：日本鉄鋼連盟推計（図3～6）

1994　　1995年度
　　　　　（暫定）

1985　86　　87　　88　　89　　90　　9T　　92　　93　　94　　95年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（暫定）

せんきょう　平成8年11月号



【図7】　粗鋼生産の四半期別推移
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糧鋼生産の1996年10～1．2月は通産省「96年度第3四半期粗鋼生産計画」による。

いものの、間接輸入の伸びが顕著なことがあげ　．

られる。図5、6のとおりその量（普通鋼鋼材

ベース）は1995年度で200万トン弱を示し、無

視し得ないものになりつつある。

　以上総じて近年の内需¢働きは、．建築はもと

より製造業も純内需を中心とした増加であると

ころに特色がうかがえる。

　上記近年の鉄鋼需給の動きの中で、今年度

1996年度）の需給動向の特徴について概観して

みると、1995年1月の阪神淡路大震災の復興需

要への過度の期待から過大な注文に対応、造り

過ぎの状態となったこと、さらに円高下での輸

入が急増したこともあり、在庫が膨らみメーカ

ーは減産措置を講じ在庫調整を強いられるとこ

ろとなった。1996年に入っても在庫調整は完了

せず、減産体制は継続、7－9月期に入って漸

くメーカー・問屋在庫が適正水準ラインとなり、

在庫調整もほぼ終了、市況も上向きになってき

た。こうした減産体制を反映して、前述のよう

に1996年度の粗鋼生産は前年度を2GO万トン下

回る9，80⑪万トン程度になるものと見込まれる。

（四半期別粗鋼生産については図7参照）。内需

については、①1997年4月からの消費税率アッ

プへの駆け込み需要が、住宅建築、自動車、家

電等の耐久消費財に影響を与え、国内販売を好

調にさせているほか、円高是正～円安傾向が続

いている中で、②自動車等の輸出も下げ止まり

から年央以降増加に転じ、③土木関連も1995年

秋の大型補正の1996年度への流れ込みの影響も

あり民間土木の落ちを下支えしている一等総

じて前年度を上回る見込みである。

　鉄鋼輸出については1995年度実績2，264万ト

ンを大きく下回るとみられるが、中でも中国向

け輸出が、1996年上期積みのしC未開設一契約

不履行が表面化する等で大幅減少となり、1996

年4－9月実績では前年同期比3割減となった。

また、在庫調整の続く東南アジア向けも大幅減

少が見込まれている（表1参照）。

　鉄鋼輸入については、円安基調の下で減少傾

向にあり、1996年度上半期実績は普通鋼鋼材で

247万トンと前年同期比2割減となっている（表

2参照）。

せんきょう　平成8年1王月号



【表11鉄鋼輸出の推移 （単位：LOOOトン）

1994年度 1995年度
1996年

S～9月
前年同期比
搆ｸ率（％）

合　　　　　　計 23，623 22，645 10β68 ▲9．3

銑　　　　　　　　　鉄 763 761 498 4．4倍（337．3％）
全
鉄
鋼
輸
出

半　　　　製　　　　品 1β19
619 233

▲35．7

普　通　鋼　鋼　材 16，788 16，771 7，515 ▲12．4

特　殊　鋼　鋼　材 4，100 3，845 1，794 ▲12．4

主
要
仕
向
先

中　　　　　　　　　国
A　　　メ　　　リ　　カ

ﾘ　　　　　　　　国
艨@　　　　　　　　湾
^　　　　　　　　　　イ

4β33
R，514

Qβ00
Q，539

Q，3GO

3，525

Q，158

R，432

Q，447

Q，641

1，329

P，025

P，677

P，131

P，072

▲28．9

｣9．8
@14．8
｣17．3
｣19．4

A　S　E　A　N　（7） 5，750 6，510 2，911 ▲11．4

ド　　　ル（百万ドル） 16，608 18，912 8，239 ▲14．7金
額 円　　（億　　円） 16，582 18，098 8β93 4．0

出所；日本鉄鋼連盟「鉄鋼輸出入実績」

【表2】鉄鋼輸入の推移 （単位：1，000トン）

1994年度 ユ995年度
1996年

S～9月
前年同期比
搆ｸ率（％）

銑　　　　　　　　　鉄 2，198 2，468 415
▲　76．3

フ　ェ　ロ　ア　ロ　イ 1，648 1，788
911

▲　　9．s

鋼　塊　・　半　製　品 373 505 149
▲　44．1

普　通　鋼　鋼　材 5，485 5，720 2，473 ▲　20．8

全
　
鉄
　
鋼
　
輸
　
入

棒　　　　　　　鋼
`　　　　　　　鋼
?@　　　　　　材
冝@　　中　　　板

ﾎ延広幅帯鋼
竕ыL幅帯鋼
汢狽ﾟっき鋼板
|　　　　　　　　管

　11P05
R41

P，19G

Q，237
W41
S18
Q50

　18@85
S08

P，192

Qβ29
X35
S00
Q44

　7@49
P51

R92

P，112
S17
P90

PD1

▲　3L2
@46．7
｣　522
｣　39．8
｣　　7．1

｣　18．5
｣　16．8
｢　13．8

主霊
v
二
陣
鋼
向
鋼
先
琶

韓　　　　　　　国
艨@　　　　　　湾
u　　ラ　　ジ　　ル
?@　　　　　　国
g　　　　ル　　　　コ

A　　メ　　リ　　カ

2，785　．
V47
R69
Q67
P99

@68

2β09
T87
Q48
U98
P14
Q37

1，廷02
R10
Q45
P00

@50
@36

△　　4．5

@5ユ@1王6．9
咊u79．3
｣　44．2
｣　72．1

A　S　E　ANI7）
109 147 23

△　73．2

普通鋼鋼材・輸入比率 （82） （8．5）

出所：目本鉄鋼連盟「鉄鋼輸出入実績」

注＝ASEAN⑦一インドネシア、フィリピン、タイ、マレーシア、シンガポール、ブルネイ、ベトナム。
　　普通鋼鋼材・輸入比率≡輸入／（国内出荷＋輸入）×100％。

3．中期展望

　次に鉄鋼需給を中期展望する上での経済環境

について触れてみる。

　日本経済は、バブル経済時のストック調整、

不良債権問題、財政難の解消等構造改革に向け

てまだ時間を要すると思われ、経済の急激な本

格回復には時間がかかりそうである。このため

先行き2～3年の中期的スパンでの経済成長率

は2％台にとどまらざるを得ないと思われる。

今後わが国産業経済が生き残り、国際競争力を

確保していくためには、目下わが国が抱える高

コスト構造を是正していく必要がある。そのた

めに前述の通り規制緩和・撤廃、税制諸制度の

せんぎょう　平成8年11月号
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【図8】　高炉大手5社の経常損益
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出所：日本鉄鋼連盟調べ
　注；［＝コは、有価証券売却押脚を除いた実質経常損益

改革を柱とする経済構造改革を断行し、自由で

活力ある経済社会を構築していくことが求めら

れている。

　鉄鋼業界としても大競争時代の下で、国際競

争力に打ち勝つための強固な土壌を築くため、

各社は目下懸命なるリストラに取り組んでおり、

高炉5回目ースでは、3年間で2万人強の雇用

削減を含む8千億円にならんとするコスト削減

計画を実施中である。その結果バブル崩壊時の

1993、94両年度赤字決算にみまわれたものが、

1995年度で黒字に転換、1996年度も中間決算で

は価格の落ち込みと在庫調整が影響している．も

のの、通年では黒字決算を確保するものと見込

まれている（図8参照）。今後更に国際競争力

をつけていくために、設備集約、さらには自動

車用鋼板、H形鋼試製品のサイズ。規格の集約

に取り組む姿勢が従来以上に強くなってこよう。

4．鉄鋼メーカーの戦略

　将来に向けての鉄鋼各社のより積極的な戦略

がめだつようになってきている。

　需要開拓面では、まずスチールハウスの普及

に各社とも相当の力を入れていることである。こ

のスチールハウスは木材資源の保護などの地球

環境問題等を背景に米国において普及中であり、

わが国においても耐震性、耐久性、耐食性に優

れる溶融亜鉛めっき鋼板を使用したツーバイフ

ォー・スチールハウスへの期待が高まっている。

　メガフロートも今日の鉄鋼業界の需要開拓の

最大の目玉となっているものである。鉄鋼業界

と造船業界で共同で設立したメガフロート技術

研究組合は、既に本年7月横須賀追浜沖で、浮

体ユニット（100m×20m×2m）を洋上で9

個接合し、長さ3001n×幅60mX深さ2mの大

せんきょう　平成8年11月号 囲



型浮体モデルを完成させ、実証実験を成功させ

ている。大型海洋構造物としてはいくつかの工

法が提唱されているが、鉄鋼業界としては構造

物として種々広範囲な利用可能性をもつメガフ

ロート工法に的を絞った需要開拓PRを展開し

ているσ

　阪神大震災による公共物の甚大な被害はいま

だ記億に新しい。鉄鋼業界としては公共構造物

の耐震補強工事を全国展開させていくことを関

係官庁をはじめあらゆる場を通じPRしている

ところであり、既に首都圏の高速道路の脚部分

の補強工事が進行している。

　鉄鋼業界の戦略の第二はあくなき技術開発へ

の挑戦である。

　まずは1988年度から通産省の支援を受けて開

始した溶融還元製鉄法（DIOS法〉の共同研究

が8年間の歳月をかけて所期の目的を達成、

1995年度に無事終了した。DIO＄法は①従来の

高炉法に不可欠な粘結炭に替わり、一般炭が使

用できるので資源選択の自由度が拡大する。②

焼結炉・コークス炉の省略により設備コスト・

エネルギーコストの削減ができる。③高炉法と

比較して溶銑コストが19％程度削減できる。④

CO2排出量が高炉法と比べ4～5％減少できる

一一剔ｽくの開発効果が得られ、その実用化に

期待がかかっている。

　また、④劣化低級スクラップの再利用拡大、

石油代替エネルギー利用の促進をねらった新製

鋼プロセス、さらには◎エネルギー原単位の

20％低減等を期待できる新しいコークス炉とし

て注目を集めている石炭高度転換コークス製造

技術の開発にも国の予算がつき、ナショナルプ

ロジェクトとして研究が進められている。

　戦略の第三は、複合経営の強化である。半導

体関連事業、情報通信事業、エンジニアリング

事業への強化拡大はもとより、昨年31年ぶりに

電気事業法が改正されたことにより、非電気事

業者が電力事業へ参入できるようになったこと

を背景として、鉄鋼業界も卸発電ビジネスを行

うことが可能となり、複合経営の枠が一つ広が

ったこととなった。鉄鋼メーカーは既に電力会

社に対しての入札に応札しており、1997年早々

には落札者が決定する。鉄鋼業界の本事業が軌

道に乗れば、電力会社はより安い電源が入手可

能となり、製造コスト削減につながることでも

大きな期待が寄せられている。

　次に海外に目を転じてみると、わが国鉄鋼業

の今後のアジア展開が注目されている。高炉各

社は昨年タイに合弁で冷延工場を建設すること

でタイ側と合意、2つの工場が1997～98年にか

けて稼働することになった。今後の世界の成長

センターとしてのアジア、その代表国としての

タイへの進出は、日本がホットコイル等中間製

品の安定供給国としてアジアへ．の鉄源供給拠点

になる可能性を示すものである。アジアは今製

鉄設備能力の拡張に目をみはるものがうかがえ、

韓国では既存製鉄メーカーの能力拡張は勿論、

現代グループでも一貫製鉄所計画がみられる。

台湾ではCSC250万トン第4期計画が今年末完

成予定のほか、新一貫製鉄所建設の話が現実味

をおびてきている。アセアンもタイでの高炉一

貫製鉄所の建設計画が発表される等、製銑から

製鋼、圧延までの能力増強計画に著しいものが

うかがえる。わが国の国内市場およびアジア市

場でのこれらアジア各国の能力増強には大きな

影響がでてくることは当然予想される訳で、ア

ジア各国の成長がみられなければその分日本の

輸出の減少、輸入の増加といったシナリオも十

分考えられることになろう。

　（本稿は個人的見解を記したもので日本鉄鋼

連盟を代表．するものではないことをお断りして

おく〉
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1，ITIGGのホームページが開設されることに
　一ジ≡イントUN／E口1FAOTラポーターズチーム会台

　　（ヘルシンキ）の模様一

2．SMDGアントワープ会合の模様
3．日本籍外航船の現状

」）

1．ITIGGのホームページが開設されることに
　　　一ジョイントUN／E口lFAOTラポーターズチーム会合

　　　　（ヘルシンキ）の模様一

　国連欧州経済委員会（UN／ECE：United　Na－

tlons／Economic　Commission　for　Europe）で

は、1960年代より、EDI＝Electronic　Data　In－

terchange（電子データ交換：企業や行政機関

が、お互いにコンピュータを利用して、広く合

意された規則に基づき、情報交換を行うこと）

のための調査・研究・開発活動を行っている。

　同委員会の貿易手続簡易化作業部会（WP．4

：Worklng　Party　No．4）では、貿易手続簡易

化の一環として、従来書類や電話で行われてい

た貨物・通関情報の交換をコンピュータ間で伝

達処理するため、UN／EDIFACT（United　Na－

tions／Electronic　Data　Interchange　for　Ad－

Ininistration　Commerce　and　Transport＝行

政、商業および運輸のための電子データ交換規

則）と呼ばれる統一規則による書式や記載内容

の標準化作業を進めている。

　WP．4では、これら標準化作業の開発、保守、

普及等を推進するため、世界6地域（西欧、東

欧、汎米、豪州／ニュージーランド、アジア、

アフリカ）にラポーター（Rapporteur）と呼

ばれる専門家を任命しており、それぞれの地域

はラポーターの活動を支援するため、EDI－

FACTボードという組織を設立している。ア

ジア地域ラポーターには伊東健治氏（日本、

JASTPRO理事）が任命されている。

　ジョイントUN／EDIFACTラポーターズチ

ーム〔JRT）会合は、各地域における活動状

況を整合させることや、国連標準メッセージの

内容を検討するための実務者による会合として

毎年2回開催されており、出席者は、それぞれ

関係する輸送、通関、金融、保険などのワーキ

ンググループ（WG）別の会合に参加している。

　今回のJRT会合は、9月9日から9月13日

までヘルシンキ（フィンランド）において開催

された。

　当協会および関係団体から以下2名が輸送

WGに出席した。

當醜繋報シ憲テム喉噸一
子シ貧テ津昏昏奪誓有光孝生

1　輸送WGにおける主な検討内容

せんきょう　平成8年11月号



OITIGG（lnternational　Transport　Impユernen－

tation　Guidellnes　Group：輸送WGの下部

　組織、事務局：Tradegate　Australia）より、

　Principles　and　Rulesや、　Message　Refer－

　ence　Guidesなどの成果物の報告があった。

　また今後、ITIGGのホームページ（http：／／

　www．　tradegate．　org．　au／itig9．　htm）が開

　設されることとなった。

o以下の各メッセージに関するサブグループが

　発足されることとなった。

IFCSUM（FQrwarding　and　consolidatiGn

　　　　　SUmmary　meSSage）

APERAK（Application　error　and　ackrlow－

　　　　　ledgement　message）

DESTIM（Equipment　damage　and　repair　es－

　　　　　timate　meSSage）

IFTSAI（Forwarding　and　trarlsport　schedule

　　　　　or　availability　information　mes－

　　　　　sage）

2．他WGとの合同会議における主な検討内容

。通関WG

貨物通関申告手続きにCUSCAR（Customs

cargo　report　message）が使用され、その

ガイドラインの保守はWCO（World　Cus－

　toms　Organization）が担当することが合意　　．〔

　された。

o保険WG

　IFTMCA（Consignment　advlce　nlessage）

　のガイドラインをITIGGのPrinclples　and

　Rulesに準拠した形で、保険WGが作成す

　ることとなった。

2．SM口Gアントワープ会合の模様

SMDG（User　Group　for　Shipping　Lines　and

Container　Terminals、グループの旧称である

Shipplanning　Message　Development　Group

の略称）は、欧州における船社・ターミナルオ

ペレーターの実務者を中心とした海運・港湾に

関する西欧EDIFACTボード傘下のユーザー

グループであり、日本における物流EDI推進

機構や、アジアEDIFACTボードにおける

TWG（Transport　Working　Group）にほぼ

対応して位置付けられる組織である。

　SMDGはかねてより、．海運・港湾関係のUN

／EDIFACTにおける国連標準メッセージと、

そのユーザーマニュアルの開発普及活動の中心

的役割を果たしており、BAPLIE（Bayplan　Oc－

cupied　and　EInpty　Locations、コンテナ積み

付けプランを通知するためのメッセージ）、

MOVINS（Move　Instruction　Message、船社

からターミナルに対するコンテナのハンドリン

グを指示するメッセージ）などのコンテナ輸送

関連メッセージのユーザーマニュアル等を開発

している。

　今回の会合は、9月16日と17日目両日、アン

トワープ（ベルギー）で開催され、出席者は全

体で約65名となり、わが国からは以下3名が出

席した。
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畢霧職f薄塗更鴇縁孟清水　昇
萬湾物流藤∫報シ喬♂ム協養　鬼頭　吉雄

湯探険嘉一欝チ逡ム鷲．丞ダ塑　有光　孝生

　　　1，BAPLIE（V2．0）、　MOVINS（V2．0）

　　　　．BAPLIEおよびMOVINSのユーザーマニ

　　　ュアルの普及状況について報告があった。それ

　　　によるとBAPLIEについては、普及版として

　　　V1．5が実用段階に達しているが、　V2．0は試行

　　　段階に止まっており、現在、両者が並存してい
」）

　　　る状況にあった。またMOVINSについては、

　　　数ユー．ザー間において試行テストが実施されて

　　　いる状況にあった。

2．ITIGG

　ITIGG（lnternational　T「allsPo「t　ImPlemen－

tation　Guidelines　Group）の事務局である

Tradegate　Australiaの代表者より、IT工GG

の活動状況の報告があり、またITIGGが開設

したホームページ（http＝／／www．　tradegate．

org．　au／itlgg．　htm）の実演があった。

3．TPFREP、　TANSTA

　ユーザーマニュアルが整備されたTPFREP

（Terminal　Performance　Report　message）

およびTANSTA（Tank　Status　Report　mes－

sage）については、まだ実用段階には入って

いないことが報告された。

4．その他

（1）以下標準メッセージに関する討議等が行

　　われた。

　　COPRAR（Container　Pre－Arrival　message）

　　COARRI（Container　Arriva工message）

　　CAHNF（Call　Infomユation　message）

　　VESDEP　（Vessel　Departure　message）

（2）ITIGG作成のPrinciples　and　Rulesに

　　準拠した以下標準メッセージに関する

　　Message　Reference　Guidesについて報告

　　があった。

　　CODECO（Container　Departure　Cofirma－

　　　　　　　tion　message）

　　COPARN（Container　Pre－Arrival　Notice

　　　　　　　message）

）．

3．日本籍外航船の現状

　当協会は1972年以来毎年7月／日現在におけ

る100総トン以上の日本籍商船の現状を調査し、

その集計結果を「日本商船船腹統計」として取

りまとめて公表している。

　同統計の調査対象船腹のうち、2，000総トン

以上の日本籍外航船は、1980年央には1，176隻、

34．240千総トンを擁していたが、日本籍船の国

際争力の喪失などから、船籍の海外への移籍（フ

ラッギングアウト）が行われ、1995年7月1日

現在では218隻、13，849千総トンにまで減少し

ている（表1参照）。

　このために、現在、有効な海運対策の確立に

ついて海運造船合理化審議会等で検討が行われ

ているが、現状を早期に把握して政策に反映さ
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【表1】　日本籍商船船腹量の推移

日本籍商船合計 うち2QQq総トン以上の日本籍外航船

隻　数 千総トン 伸び率㈱ 隻　数 千総トン 伸び率鱒

1975 8，832 38，198 1，317 33，486

工980 9，825 39，Q15 L，176 34，24G

／983 8，666 39，010 L140 34，100

／984 8β49 38，013 △2．6 1，D55 33β49 △2．5
1985 8，225 38，141 0．3 1，028 33，47D 0．7

1986
8，Q24 35，6／9 △6．6 95マ 3G，809 △8．G

1987 8，250 32，831 △7．8
816

28，20D △8．5
1988 7，939 29，193 △11．1

640
24，582 △／2．S

1989
7，777 26，367 △9．7

532 21，691 △11．8
1990

7，668 25，186 △4．5
449 20，406 △5．9

199！ 7，568 24，741 △1．8
419 ／9，815 △2．9

1992
7，411 23，736 △4．1

376
18，669 △5．8

1993
7β23 23，595 △o．6

340
18，420 △1．3

1994 7，165 21，888 △72
280

／6，669 △9．5

1995．7／1 6，950 19，030 △13．1
218

13，849 △16．9

．10／1 212
13，598 △L8

1996，1／1 205
13，283 △2．3

，4／1 200
12，997 △2．2

，7／1 193
12，674 △2．5

（注）　「日本商船船腹統計」各年版より作成

　　ただし、1995．10／1～1996．7／／の2．000G／T以上の外航船については3カ
　　月毎の増減調査結果よワ算出

せる必要があること等を鑑み、当協会は上記の

「日本商船船腹統計」の集計とは別に、同対象

船舶のうち2，000総トン以上の外航船について

は特に3カ月毎にその増減数を調査し、暫定値

ながらも船腹量の早期把握を行うこととし、今

般その最初の集計結果が取りまとめられた。

　また、近代化船ならびに「マルシップ」の船

腹量については、従来は、それぞれ別々にしか

【表2】2，000総トン以上の外航船の増減状況（1995．7．

把握されてこなかったが、上記

調査実施を機に、これらの基デ

ーターを運輸省より入手したの

で、日本籍外航船のデーターと

これらを整合させて集計した。

　以下で、その概要を紹介する。

　　　　　　　1．2，000総トン以上の日本籍

　　　　　　　　外航船

　　　　　　　　前述の調査によると、1995年

　　　　　　　7月／El以降本年6月末までの

　　　　　　　間における船腹量の増減は表2

　　　　　　　のとおりであった。増加船腹は

　　　　　　　6隻・160千総トン、減少船腹は

31隻・1，337千総トンで、差引純減少25隻・1，177

千総トンとなっている。

　この結果、本年7月1日現在の2，000総トン

以上の日本籍外航船の船腹量は193隻・12，672

千総トンになっていると推定される。

　この間の増加船舶は、新造船2隻、輸入船舶

3隻、内航から外航に転換した船舶1隻で、船

種別には、オア。バルクキャリア3隻、カーバ

エ～1996．6．30）

増　加　お　よ　び　減　少
1995．7，1現在 1995．7－1995．6 1996．7．／現在

船　　　　種
増　加　船　腹 減　少　船　腹

隻数 千総トン 千重量トン 構戌比㈱ 隻数 千総トン 干亜量トン 隻数 千総トン 千重量トン 隻数 干総トン 千動いン 構成㎜

乾
貨
物
船

フルコンテナ三一　般　貨　物　船

笂?@・冷蔵船
早[バルクキャリア
Iァ・バルクキャリア
ﾘ　材　専　用　船
ｻ　の他専用船

31

V
／
5
2
5
6
4
2

1，154
@130
@88
@541
S，831@88

1，155
@223
@98
@352
X，064
@106

5．3

P．0

O．5

P．6

S1．8

O．5

1
3

12

P40
11

Q49

3
3
2
4
9
1

57
Q5
H9
T4
V28
S9

　66@36
@21
@39
P，390@59

28

S
1
3
2
2
5
8
1

1，097
@1D5
@69
@499
S，243@39

LO89

@／87@77
@324
V，923
@47

5．5

O．9

O．4

P．6

S0．1

O．2

小　　　　　　計
144
6，833 10，999 50．7

4 153
260　22

932
1，611
126 6，054 9，648 48．9

油／乾貨物兼用船 工 128 248 1．1
1 128 248 1．3

油
送
船

油　　　送　　　船
ｻ　学　薬　品　船
t　化　ガ　ス　船

52

Q1

5，285

k603

9β10

P，226

42．5

T．7
2 8 8 7
2

309

X6

5D1

P00

45

Q1

4，975

P，514

8，709

P，134

44．1

T．7

小　　　　　　計
73
6，888 lO，436 48．1

2 8 8 9 406 601 70
1，514 10，209

5L7

合　　　　　計
218
13，849 21，683 100．0　　6　　160

269 31
1β37 2，212

193
12，672 19，739 100．0
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ルクキャリア1隻、液化ガス船2隻である。

　また、減少船舶31隻の減少事由は全て海外風

船で、その船種別構成は表3のとおりである。

　なお、本調査は増加・減少船腹のみに基づく

簡易な集計で、若干の誤差等が含まれていると

思われるので、厳密な集計結果は「日本商船船

腹統計（1996）」の刊行を待たれたい。

　　　2，日本籍外航船のうち、近代化船および「マ

　　　　ルシップ」

〕
　　　　運輸省より入手した近代化船および「マルシ

　　　ップ」にかかわる資料を前記のデーターと整合

　　　させ、①日本人船員フル配．乗の近代化船、②混

　　　乗近代化船、③「マルシップ」方式の混乗船（混

　　　乗近代化船を除く）、④日本人船員フル配乗の

　　　在来船の区分でその推移をみると表4のとおり

　　　となる。

　　　　近代化船（日本人船員フル配乗）は1986年6

　　　月のA船（乗組定員18名）実用化から1990年6

　　　月のC船（乗組定員14名）実用化に至る時期に

　　　増加したが、その後は減少が続き、1996年央で

　　　は、日本人船員フル配乗の近代化船が41隻・

）　　【表4】

3，201千総トン、混乗近代化船56隻・4，383千総

トンとなっている。

　他方、在来船のうち「マルシップ」方式の混

乗船は従前の近海船「特例マルシップ」に加え、

199Q年2月以降、フラッギングアウト防止策と

して「新たなマルシップ混乗」が実施されたこ

、とから1993年央の12⑪隻にまで増加しているも

のの、1996年央では35隻、2，273千総トンとな

っている。

　また、日本人船員フル配乗の在来船は著しい

減少が続いており、1996年央では61隻、2，815

千総トンと算定される。

【表3】1995，7，1～1996，6．30の間における

　　　　減少船舶の船種別明細

船　　　　　種
減 少　　船 腹

隻　数 千総トン 千重量トン

フルコンテナ船
3 57 66

一　般　貨　物　船
3 25 36

冷凍・冷蔵運撮船 2 19 21

自動車専用船
4 54 39

撒　　　積　　　船
2 170 332

鉱　石　専　用　船 2 211 424

鉱／炭兼用船
2 155 290

鉱／撒兼用船
3 192　． 344

チップ専用船
1 49 59

油　　　送　　　船 7 309 501

L　P　G　船
2 96 ／00

合　　　　計
31

1，337 2，212

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）1995．7．1～／996．5．30における2．000G／T以上外航
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　船の増減調査結果より

日本籍外航船め推移（近代化／在来、目本人船員フル配乗／混乗　区分）

近　　代　　化　　船 在　　　　来　　　　船

年　央
統　　　計

合　　　計 日本人鉛員フル配乗 混乗近代化船 合　　　計 日本人船員フル配乗 マルシップ混乗
隻数 千総トン 隻数 千総トン 隻数 千総トン 隻数 千総トン 隻数 下総トン 隻数 千総トン 隻数 千山トン

1990．7

P991．7

P992．7

P993．7

P994．7

P995．7

449

S19

R76

R4Q

Q8D

Q18

20，406

P9，815

P8，699

P8，420

P6，669

P3，849

169

P48

P16

X3

V8

X8

11，／56

P0，233

W，696

V，284

T，962

V，586

169

P48

P16

X3

V1

T2

11，156

P0，233

W，696

V，284

Tβ94

S，216

7
4
6

　568

R，370

280

Q71

Q60

Q47

Q02

P20

9，250

X，582

P0，OO3

P1、B6

P0，707

U，253

238

Q05

P59

ﾊ27

X5

W1

8，854

V，968

T，928

T，319

S，602

R，882

42

U6

P01

P2G

撃盾V

R9

　396

^，614

S，075

T渇17

U，105

Q，381

1995．10

P996．1

P996．4

P996．7

212

Q06

Q00

P93

13，598

P3288

P2，997

P2，672

96

X4

X6

X7

7，474

V，283

V，533

V，5S4

48

S4

S2

S1

3，985

R，508

R，247

R，201

48

T0

T4

T6

3，489

R，775

S，286

S，383

116

P12

PD4

X5

6，124

U，005

T，464

T，088

75

V3

U7

U1

3，589

Q，961

R，134

Q，S15

41

R9

R7

R5

2，535

R，044

Q，330

Q，273

（注）「日本商船船腹統計」各年版、2，000G／T以上外航船の増減調査、運輸省資料より作成
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業界探訪
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訪問団体　財団法人　新日本検定協会

創立　昭和23年差1948年）2月

沿革　戦後、．それまで1社であった国際検定業

　　　務を独占禁止法が制定されるなかで、競

　　　争が必要という声により、昭和23年1月

　　　26日に海事に関する公益を増進するため、

　　　海事検定業務を行うことを目的として運

　　　輸省より公益法人の設立許可を受けた。

　　　　同年2月から、東京・横浜・神戸にお

　　　いて事業を開始し、その後北海道から沖

　　　縄までに支部・出張所を、昭和52年には、

　　　シンガポール事務所を開設したのをはじ

　　　め、タイ・マレーシア・上海に海外事業

　　　所を開設し、国際的な総合検定機関とし

　　　て海運・貿易関係者の要請に応え、現在

　　　に至っている。

　　　　また、海上保安庁長官の指定する「有

　　　害液体物質の船舶からの排出の事前処理

　　　の確認」、厚生大臣の指定する．「食品衛

　　　生法の指定に基づく分析」、通商産業大

　　　臣の指定する「揮発油等の分析」などの

　　　政府代行業務を行っている。

会長　吉野則忠

所在地　本　部　東京都港区高輪3－25－23

　　　　　　　　　　　　　（京急第2ビル）

　　　支部東京都港区、千葉市．、川崎市、

　　　　　　　横浜市、名古屋市、大阪市、

　　　　　　　神戸市、倉敷市、広島市、北

　　　　　　　九州市

業務内容

　1．検査部門

　　貿易、海運、海上保険などに関連した様々

　なトラブルを円満に解決するため、必要な検

　査を実施。検査対象品目は、国内外の物流貨

　物全般および各種船舶、さらに陸上機械設備

　と多品目にわたっている。事実の認定、損害

　事故の予防、事故原因の調査、損害額の査定

　などを行

い、鑑定

書を発行．

する。こ．

の鑑定書

は、公正

な鑑定・

検査のエ

キスパー

トである

検査員が

作成し、

▲中央研究所が入っている「新検ビル」
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重要な証拠書類として国内はもちろん、国際

間の問題解決に役立てられている。

2．検量吝蔭F『

　輸出入貨物の受渡しが正確・スムーズに行

われるよう、必要な容積や重量を公正な立場

で的確に測定。検量証明書を発行する。

　当協会の発行する証明書は、海上運賃の基

礎資料になると同時に、航海の安全向上にも

役立てられている。また、その他メーカー、

商社、銀行、税関、倉庫、荷役、港湾運送な

ど、各種手続き、取引きの基礎資料としても

幅広く活用され、国内外の海運、貿易業界か

らも大きな信頼が寄せられている。

3．理化学分析部門

　輸出入貨物・国内流通貨物を問わず、その

品質検査や損害貨物の原因調査等を行うため

には、公正・中立な検定機関の理化学分析所

として「中央研究所」を設け、第一線の研究

者と最新機器を導入し、分析・研究開発を行

っている。また、同研究所は、日本化学キュ

ーエイ㈱（JCQA）（協会も出資参画）から

国際品質システム規格「有機・無機化学品、

鉱産物及び燃料の検査、測定及び試験」につ

いて審査を受け適合、同規格（工SO－9⑪02）

を取得している。．

今後の事業に対する取り組み

　低迷するE1本経済の状況下で、物流の合理

化、規制緩和の要請を受けて、状況の変化に

応じた新しい需要に合致した業務の開発、技

術の修得などを行っていきたい。

　具体的な今後の取り組みとしては、今後増

大が予想される食品検査業務、石油の輸入自

由化による揮発油等の分析などの新規業務の

推進、各種損害保険の損害査定・検査、入出

庫管理も含めた国内外物流管理業務の機能拡

大ならびに定着、技術計算・計測関係のシス

テム開発受託、．海外事業の強化などを図るこ

ととしている。

組織図 総　　　務　　．部　総務課　・労務課　・厚生課

評議員会 経　　　理　　　部　財務課・収入管理課・主計課

検　査　第　一　部　運輸保険課・安全環境品質課

検　査　第　二　部　石　　油　　化　　学　　計　　測　　課
理　事　会 監
事

検　　　　量 部鵬紫暴．検水量産㌦読二一

支　出　事

@張　務

煤@所　所
本　　　　　　　　　部会

　
　
　
長

副．
增
@
務
会
　
理
長
　
事

理
事

インスペクション部

イ　ン　ス　ペ　ク　シ　ョ　ン　課
結档C　ンスペク　シ　ョ　ン課
｡浜イ　ンスペク　シ　ョ　ン課
ｼ古屋イ　ンスペクショ　ン課
辮_イ　ンスペク　シ　ョ　ン課
?巣C　ンスペク　シ　ョ　ン課
繽Bイ　ンスペク　シ　ョ　ン課

業　　　　務　　　　部　　業　　　　　　　　　務　　　　　　　　　課

中　央　研　究　所
京　浜　支　所
@　　　食　　　品　　課

海
外
事
務
所

阪　神　支　所

@　　　化　学　品　課
常
務
理
事
会

横浜情報処理センター情報　シ　ス　テ　ム
Z　　　ン　　　タ　　　一 大　　　阪　　　分　　　室
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不幸な運命を背負った巨船
「グレートイースタン」

　1859年9月、全長219メートル、1万8，915総

トンの世界最大の鉄船「グレートイースタン」

が英国で就航した。計画段階では「リバイアサ

ン（旧約聖書の巨大な海獣）」と名付けられた

この船は、最大でも3，000総トン級が常識だっ

た当時としては、まさに破天荒な巨船だった。

　巨大化の最大の狙いは航続距離の延長にあっ

た。当時は石炭の補給地が少なく、外匡港では

価格も高い。出港時に安い国内炭を大量に積め

ば、途中補給を最小限にでき採算が向上する。

そのため船内ズペースの大半は石炭庫が占め、

優に1万トンを超す石炭が積み込まれた。

　しかしこの船が実際に就航したのは、当初の

目的の極東航路ではなく大西洋航路だった。試

運転中の機関の爆発事故などで完成に予想以上

の期間と費用がかかり、その間に最初の船主が

曳

屡
　趣
目

撃
丸

亀’

倒産したためだが、大西洋航路ではその長大な

航続距離は生かせず、さらに南北戦争で旅客や

貨物が減少した時期でもあり、3年半にわずか

10回の大西洋往復で最初の使命を終えた。

　あとは解体しかないとみられていたグレート

イースタンだったが、意外な方面から再び活躍

の機会が訪れる。大西洋での海底電線敷設のた

めのケーブルシップとしての利用である。

　巨大な船体と長い航続距離は、大量の電線を　　（．

積み込んで長期の作業をするのに適していた。

活躍したのは約9年。その後、再び大西洋航路

に復活するが、すでに性能や設備は陳腐化し、

最後は劇場やサーカスなどの設備をもつ公開船

（exhibition　ship）として各一団を巡業する羽目

になる。

　1889年にはついに解体されるが、船体は極め

て頑丈で、その作業は2年以上におよんだ。解

体中に二重底の中から建造中に閉じ込められた

鋲打ち職人の白骨死体が見つかったため、当時

の人々は「グレートイースタンの不幸な生涯の

原因はここにあった」と噂：したという。

知らない間に作られていた

日本周辺の詳細な海図

　正確な測量に基づく日本地図としては、伊能

忠敬の実測をもとに1821年（文政4年〉に完成

された「大日本沿海輿地全図」が有名だが、日

本周辺の海図は、これよりはるか以前にすでに

製作されていた。

　といっても作ったのは日本人ではない。初め

て日本周辺の海図を製作したのはオランダ人の

シェンクとフリース。1650年（慶安3年）に刊

行されたこの海図は、北海道や樺太が大陸と繋

がっているなど怪しい部分もあるが、伊豆諸島

から本州東方を経て北海道・樺太まで約50ヵ所

の実測による水深が記録されている。

（．

無断転載を禁じます。社団法人　日本船主協会◎

せんぎょう　平成8年U月号
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　その後18世紀に入ると、まずフランスやイギ

リスが、さらに19世紀にはアメリカやスペイン

が、海軍に水路部を創設し、国家事業としての

海図作成に乗り出す。イギリスは18世紀末から

日本周辺水域の測量を積極的に行い、1795年か

ら1868年にかけて、日本各地で十数度の測量を

実施した。回数は少ないがフランスやロシアも、

日本近海で測量を行っており、アメリカもペリ

ー来航の前後に、琉球や小笠原諸島、伊豆諸島、

下田などの測量を行った。日本に来航したペリ

ー艦隊も、滞在中に幕府の制．1．トを無視して江戸

湾内の測量を強行している。

　こうした測量活動は、開国以後は事前に申し

入れが行われるようになったが、それ以前はほ

とんどが無断だった。欧米列強は、日本人が気

づかない問に、日本周辺水域について驚くほど

詳細な情報を収集していたわけである。

　こうして測量結果やそれを基に作られた海図

は、のちに幕府海軍の測量隊にも提供された。

日本の海図づくりは、こうした外国の海図や資

料の移植から出発したのである。

実現に一歩近づいた

21世紀の超自動化船

　船が、まるで知能を持った生き物のように、

人間の手を借りずに、外洋の航海から入出港、

離着岸、エンジンプラントのメンテナンスまで

自動的にこなす。そんな夢のような構想が現実

のものに近づきつつある。

　高度自動運航システム、高信頼度プラント、

故障予知診断システムなどの先進技術により、

経済的で安全性にも優れた超自動化船の実現を

目指す「高信頼度知能化船」の構想は、！982年

の運輸技術審議会の答申からスタート。以来、

着実に各要素技術の開発が進められてきた。

　高信頼度プラントの開発では、対摩耗性、耐

せんきょう　平成8年11月号
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熱性に優れたセラミックスをシリンダーやピス

トンリングの材料に使い、6ヵ月間メンテナン

スフリーで、しかも高出力、低燃費、軽量．化と、

画期的な性能を実現した中速ディーゼル機関の

技術がほぼ完成。さらに大型低速ディーゼル機

関への応用が期待されている。

　人工衛星やロラン、デッカなどを利用した高

精度位置情報測定システムに高性能レーダー、

ソナー、電子海図などを組み合わせたコンピュ

ータ集中制御の高度自動運航システムや衝突・

座礁予防システムも、実用の域に達しつつあり、

将来的には、陸一ヒからのサポートと一体化した

出入港自動化システムの実現も可能だ。

　こうしたハイテクシップの出現で、海運の世

界は、今後さらに乗組員の少数精鋭化が進むは

ずだ。しかし頭脳明晰なよき相棒と付き合うに

は、それを管理する乗組員にも、エレクトロニ

クスやコンピュータなどについての広範な知識

や応用能力がこれまで以上に不可欠になる。船

がどんなに賢くなっても、それを操るのはやは

り人間なのである。



4燃便り
無識藩卜．

　10月にスイスのジェネープにあるILO（国際労

働機関）で、久しぶりの海事総会が開催されました。

前回の総会は1987年で船員の医療や福祉、送還、社

会保障等に関する四つの新しい条約を採択しました

が、今回はいずれもすでにある条約の改正で私の担

当は船員の賃金、労働時間および定員に関する第IO9

号条約の改正委員会でした。

　この条約は1958年前採択された条約で船員の労働

時間等を定めたものですが、条約に最低賃金および

賃金設定に係わる条項が含まれているところがら、

批准の大きな障害となっており、条約採択から40年

近く経っているのに発効の目処がたっていません。

また最近は海難事故の原因のほぼ80％が人的要因に

由来するものといわれ、少数定員や船内の長時間労

働に伴う疲労と事故との関連性が研究されている背

景を受けて今回のこの条約の改正作業が行われたわ

けです。採択された新条約では、船内の最大労働時

間については1日につき14時間以内、もしくは1日

に最低10時間以上の休息を与えるといったかたちで

合意されました。これは陸上の勤務体系からみると

長いようですが、船は24時間休みなしに動いている

わけですし、職住一致して通勤の必要がないこと、

また陸上での代償休暇制度等考え合わせると労使共

に受け入れられるレヴェルと考えられたようです。

1995年に改正されたSTCW条約でも船舶の安全の

観点から船橋当直者は日に少なくとも工0時間の休息

が与えられなければならないと決まっていることで

もあり、この条約と整合性を取る必要もありました。

　さて、この労働時間がきちんと守られるか否か関

係官庁が監督するために日々の作業時聞割1｝や労働

時間の記録簿を制定することになりました。ここで

フランス政府やスペイン政府等がポート・ステート

　・コントロールするにあたり、検査官が内容を理解

できなくては意味がない、従って記録簿は工LOの

公用言語で記載すべきであるとの提案を提出しまし

た。この提出の意図は見え見えで海運の世界では言

うまでもなく、英語が事実上の世界共通語ですが、

この即成事実を認めたくないフランス語圏やスペイ

ン語圏があらゆる機会をとらえて抵抗するわけです。

IMOの会議においてもワーキング・ペーパーのフ

ランス語やスペイン語への翻訳が間に合わないと審

議を拒否します。どうしても時間的な余裕がなく、

英語のテキストのみで審議する場合は必ず両国政府

は正式に抗議し、メキシコやパナマがこれに同調し

ます。自国の国語を大事にすることは取りもなおさ

ず自国の文化、アイデンティティを護ることであり

重要なことであるのは言うまでもありませんが、海

運関係の会議でしかも夜遅くなってこうした議論を

聞かされると英語しか理解出来ない我々としてはう

んざりします。この言語問題をめぐって喧々ガクガ

クの議論がありましたが、結論が出ず審議は翌日に

持ち越されました。

　翌日の本会議の前に開かれた船主側の会議におい

て、スペイン代表がこの問題に触れ、「ILOの公

用言語は英仏のみではない、スペイン語でも記載す

べきである、よって船主側はスペイン政府提案を支

持すべきである」と発言するにおよび私も発言を求

め「スペイン語は公用言語ではなく、ILO憲章に

書かれている通り単なる会議言語である。そもそも

船主や乗組員が理解できない言語を使って何の意味

があるのだろうか。全くナンセンスである」と卒業

以来あまり使った覚えのないナンセンスなどと言う

言葉が思わず出てしまいました。少々言い過ぎたか

なと思いましたが、すぐ韓国と中国が支持してくれ、

特に中国は「今や海運はアジアを中心に動いている、

アジアの船主と船員を忘れてはならない」と中華思

想の国らしく相当過激な言葉が飛び出しました、

　結局この問題は議長裁定で起草委員会に一任され、

結果は「会議言語（英、仏、スペイン）もしくは船

内の使用言語と英語で記載する」と言うフランスや

スペインの顔も立てた文言に決まりました。

　こうした問題が方々で繰り返されるわけですから、

国際会議も時間がかかるわけです。

（欧州地区事務局長　赤塚宏一）
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海運 誌日

4日　米国第104議会が閉会した。これに伴い

　　米国／984年海運法改定法案およびOECD

　　造船協定国内実施法案は廃案となった。

　　（P．8シッビングフラッシュ2参照）

◎　IMOの第41回防火小委員会（FP）が9

　　月30日目らロンドンで開催され、SOLAS

　　条約第II－2章を改正し、標準火災試験、

　　火災伝搬性試験などを火災試験方法コード．

　　として強制化する「火災試験方法コード」

　　案を承認した。

8日　米国の新規運航補助法案は、クリントン

　　米大統領の署名を取得し、成立した。

　　（P．8シッビングフラッシュ2参照）

9日　日本好運協会（高嶋四郎雄会長〉は、事

　　前協議制度の改善について制度運用の簡素

　　化をはかることで当協会港湾協議会および

　　外国船舶協会と大筋合意に達し、これを9

　　日の同協会常任理事会で承認した。

11日　政府は閣僚懇談会で、神戸など主要港の

　　入出港時手続き簡素化の方針にっき、閣僚

　　間で合意を得た。

14日　EUの欧州委員会は、日本の早月慣行で

　　ある事前協議制度が外国船社に差別的な扱

　　いをしているとして、日本政府に対し、

　　WTOでの2国間協議を求める意向を表明

　　した。

1B日　IMOの第74回法律委員会が14日からロ

　　ンドンで開催され、船舶の燃料油による海

　　洋汚染に対する賠償のあり方、船骸除去に

　　関する条約案および強制保険などについて

　　審議した。

　◎　初の次官級協議となる第1回日米運輸ハ

　　イレベル協議がワシントンで開催され、日

　　本側は、アラスカ原油輸出法の撤廃と新規

　　運航補助法や米国1984年海運法改定法案に

　　対する懸念を表明した。

蕊10月

　◎　OECD将来の造船協定締約国会合が17

　　日からパリで開催され、造船協定批准状況

　　の報告等が行われた。同協定を唯一批准し

　　ていない米国の協定批准の見通しについて

　　は1997年3月置次回会合で報告を求めるこ

　　ととなった。

22日　ILO海事総会が8日から9年ぶりにジ

　　ュネーブで開催され、4つの新条約と関連

　　する勧告・決議を採択した。

25日　1971年国際油川補償基金　（10PCF1971）

　　第19回総会が22日からロンドンで開催され、

　　理事国の選出、Haven号クレイム処理等

　　にっき検討した。また、1992年国際油濁補

　　償基金（工OPCF1992）の第1回臨時総会が

　　23日から開催され、クレイム処理機関の創

　　設や事務局長の権限など今後の基本的な枠

　　組みについて検討した。

E8日　第7回日韓船主協会会談が28・29日の両

　　日、韓国・釜山で開催され、共通の海運問

　　題につき意見交換が行われ、共同声明が採

　　択された。

　　（P．10シッビングフラッシュ3参照）

36日　日本船員福利雇用促進センター（SE・

　　COJ＞の国際船舶制度推進調査委員会第6

　　回会合が開催され、外航日本人船員の将来

　　一等について議論した。

　◎　フィリピンの労働雇用省長官を代表とし

　　たミッションが28日から来日し、当協会、

　　運輸省、労働省、国際船員協会、全日本海

　　員組合とSTCW条約への対応などにつき

　　意見交換を行った。

B1日　第39回港湾審議会総会が開催され、「港湾

　　の開発、利用および保全ならびに開発保全

　　航路の開発に関する基本方針の変更につい

　　て」と題する基本方針が了承され、運輸大

　　量目答申された。

せんきょう　平成8年11月号 岡



日

■ ●

　　海運関係の公布法令（10月）

⑳　港則法施行令の一部を改正する政令

　　（政令第302号、平成8年10月9日公布、平

　　成8年10月15日施行）

㊨　港則法施行規則及び港湾運送事業法施行規

　　則の一部を改正する省令

　　（運輸省令第54号、平成8年10月9日公布、

　　平成8年10月9日施行）

㊨　海上保安庁組織規程の一部を改正する省令

　　（運輸省令第55号、平成8年10月25日公布、

　　平成9年1月1日施行）

　　　国際会議の開催予定（12月）

アジア船主フォーラム恒久事務局設置検討委員

会第2回中間会合

　12月2日　チェンライ（タイ）

アジア船主フォーラム航行安全委員会第3回中

間会合

　12月2日　チェンライ（タイ）

第9回UNCTAD／IMO専門家会合（アレス

ト条約）

　12月2日～6日　ジュネーブ

IMO第67回海上安全委員会（MSC）

　12月2日～6日　ロンドン

へ

　　　　　　　　　　「日本海運の現状」の刊行
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［

当協会では、毎年「日本海運の現状」を作成しており、今般、その！996年版を刊行いたしまし　1

た。グラフや資料を用いながら、項目ごとに簡単な解説を付し、

日本海運の今の姿を説明したもので、世界海運とわが国海運の輸

送活動、海運経営、外航船員の現状、内航海運の4つの柱で構成

されております。

　若干余部がこぎいますので、入手ご希望の方は下記までお問い

合わせ下さい。

〈問い合わせ先〉

　㈹日本船主協会　調査広報部

　　〒エQ2東京都千代田区平河町2－6－4　海運ビル

　　　　　　　TEL　O3－3264－7181　FAX　O3－3262－4757

臼本海運の現状

宇｝1尉．’．ll率餅1三鷹会

せんきょう　平成8年11月号



1．わが国貿易額の推移

海運統計馨　一　
（単位：／0億円）

鵠顯

2．対米ドル円相場の推移（銀行間直物相場）

輸　出 輸　入
前年比・前年同期比（％｝ 年　月 講平均 最高値 最安値

年　月 入ω出超
（FOB） （CIF）

輸　出 輸　入 1985
238．54 200．50 263．40

1990 工44．81 124．30 160．10
1980 29382　　， 31995　　， ▲2612　　　　， 30．4 32．0 1991

134．55 126．35 14三．8G
1985 41956　　7 31085　　， 10870　　，

4．0 ▲　　3．8 1992
126．62 119．15 134．75

1990 41457　　， 33855　　，

7
6
0
1
　
， 9．6 16．8

／993 111．19 100．50 125．75
1993 40202　　， 26826　　， 13376　　｝

▲　　6．5 ▲　　9．1 1994 102．24 96．45 109．001994 40498　　， 28104　　， 12393　　7

0．7 4．8
工995 94．06 SO，30 1G4．251995 41531　　， 31549　　，

9
9
8
2
　
， 2．6 12．3

1995年10月
@　　　　　11

@　　　　　12

3
5
6
／
　
コ
3
6
0
5
　
，
4
0
0
9
　
，

3
0
2
0
　
，
2
9
3
1
　
，
2
8
9
9
　
9

　　540

@　674
P
i
l
O
　
，

3．9

V．5

U．9

20．2

P6．2

P8．2

1995年11月
@　　　　　12

P996年1月

101．92

P0工．85

PQ5．84

100．70

P01．07

PG4．4G

103．85

P02．85

PG7．4G

1996年1月
3
0
2
8
　
，

2
9
6
7
　
，

61 ll．4 21．4
2

105．73 104．40 107．25

2
3
6
2
5
　
9

2
9
7
7
　
，

648
3．7 25．4

3
105．86 105．25 107．工5

3
4
1
1
1
　
，

2
9
9
1
　
7

1
／
2
0
　
， 2．5 10．1

4
107．46 104．80 108．70

4
3
6
4
5
　
1

3
3
2
8
　
，

317 5．1 31．1
5

lG6．51 1G4．82 ／o8．8G

5
3
4
0
6
　
，

3
1
7
9
　
7

227 14．2 32．8
6

108．86 107．80 109．42

6
3
6
6
4
　
，

2
9
3
4
　
，

730
7．4 21．1

7
109．32 107．30 111．10

7
3
8
2
6
　
7

3
3
2
8
　
7

498 17．5 35．9
8

107．75 106．65 1D8．44
8

3
4
5
5
　
9

3
1
0
4
　
，

350 8．1 工6．7 9 1G9．75 los．88 ／1G．97

9
3
8
7
4
　
，

3
0
9
6
　
，

778 1．5 14．7 10
112．36 111．20 114．45

（注〉　通関統計による。

日．不定期船自由市場の成約状況 （単位：千M／T）

区分 航 海 用 船

定期 用船

シングル
．（品　目 別 内　訳）

年次

合　　計 連続航海
航　　海
穀物 石炭 鉱石 屑鉄 砂糖 肥料 その他

Trip Period

1990
132，265

3
0
9
1
　
， ／29，174 43，613

32043　　， 43626　　， 805
4
7
1
6
　
7

4，173
198 90980　　，

工4，326

1991
127，095

2
4
6
2
　
，

！24633　　　， 35022　　， 34538　　， 44554　　， 761
3，519 5，043

1
1
9
6
　
7

102775　　　， 25131　　，

1992
196β12

16996　　， 179316　　　， 54719　　， 54731　　， 61197　　， 576
3，064

4
0
2
3
　
冒 1，006 87，735 16，530

1993 172768　　　｝

8
4
7
0
　
，

164298　　　，

56，033
42169　　， 59167　　， 4G8

2
3
5
3
　
， 年，357 81王 108，546 26，003

1994 180978　　　， 11264　　， 1697工4　　　， 44993　　， 4425／　　， 68299　　，

2
6
3
4
　
，

3
4
7
7
　
｝ 4，430

1
6
3
0
　
，

176407　　　，

46β76

工995
172642　　　，

4
9
1
1
　
， 167，73工 48775　　， 52371　　， 57261　　，

1
5
2
6
　
， 1，941 5，054

803 154802　　　，

49，061

1996　2
15175　　，

／45 15，030
4
7
5
6
　
，

4
2
6
0
　
，

5
1
3
1
　
， ／17 403 310 53 11194　　，

／
6
9
1
　
脚

3 16n5　　， 280
15β35

4
0
4
4
　
1 6，689

4
5
4
8
　
，

55 305 188 6
15，983

2
5
6
6
　
P

4 15038　　， 0
15，038

3
5
4
3
　
， 5，130

5
9
3
9
　
，

55 224 125 22 12815　　，

1
8
0
7
　
，

5
20，291

254 2DO37　　，

3β66 8，737 6，275
115 295 667 82 12566　　，

2
1
9
8
　
，

6 16774　　， 60 167142　　，

4
3
8
5
5
　
，

6
6
4
4
　
，

4
6
2
6
　
，

88 347 584 40 王0772　　， 647

7 23242　　，

6王8
22624　　，

5
8
3
9
　
7

6，512

9
2
6
9
　
，

38 322 550 94
9，047

1
6
1
2
　
，

8 14566　　， 210 14356　　｝

2
8
3
9
　
， 5，262 5，459

53 304 430 9
9
1
3
8
　
「

1
9
3
4
　
，

9 16595　　， 0
16，595

5
0
9
5
　
，

5
6
7
5
　
コ

4
8
6
1
　
，

35 475 262 192
8β15

1
6
2
7
　
，

／0
19561　　， 199

19β62
6
5
5
2
　
， 4β15 7，146

0 244 716 89 13597　　，

4
4
6
3
　
，

（注〉①マリタイム・リサーチ社資料による。②品目別はシングルものの合計。③年別ぱ暦年。
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穀物｛ガルフ／目本・北米西岸／日本・ガルフ／西欧｝
〔ド局

ガルフ／日本^

／ガルフ廼欧
1　Nノ、
@　　　L
@　　　L

、
、
　
　
　
　
ノ
　
、

r　　ト
@　　＼
@　　　＼

　　／
@　／
A〆

＼
　
　
　
＼

＼
北米西岸／B本

ig9〕膏｝ 1992
＝993

1994 1995 1996

40

甜

25

冊

15

1D

5

o

（
　1

4．原油（ペルシャ湾／日本・ペルシャ湾／欧米）

ペルシャ湾／日本 ペルシヤ湾／欧米

月次 1994 1995 1996 1994 1995 1996

最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低
／ 42．50 32．00 6D．00 54．50 67．50 57．50 37．50 30．00 50．00 47．50 58．00 52．50
2

39．05 31．25 55．50 49．50 75．00 67．50 35．00 30．00 49．00 41．00． 65．00 55．OO
3
46．00 37．50 56．00 51．00 72．50 67．50 46．00 32．50 嘆7．50 42．50 57．50 47．50

4
38．50 3／．80 47．50 44．50 55．00 46．00 41．00 32．00 45．00 40．00 47．50 39．00

5
37．OG 35．00 47．50 42．50 64．75 51．50 34．50 30．00 45．00 40．00 55．00 42．50

6
44．50 32．00 72．50 54．00 79．50 65．00 42．50 30．00 57．50 45．00 62．50 52．50

7
53．50 39．50 73．00 63．50 79．75 69．00 47．50 38．00 67．50 55．00 67．00 57．50

8
60．00 44．00 73．00 63．50 70．00 65．00 開脚50 38．00 59．00 55．00 60．00 55．00

9
51．50 4G．OG 72．50 60．oo 64．5G 56．GG 42．5G 35．GG 58．GO 42．5G 52．50 49．5G

10
55．50 48．00 53．75 50．50 63．00 55．00 47．50 37．50 50．00 42．50 55．OD 43．75

11
55．00 47．50 73．00 52．50 57．50 45．00 62．25 45．00

12
58．00 48．50 68．25 60．00 50．OD 45．00 60．00

（注）①日本郵船調査グループ資料による。　②単位はワールドスケールレート。
　　　るもの。　④グラフの値はいずれも最高値。

③いずれも20万D／W以上の船舶によ

（

5．穀物（ガルフ／日本・北米西岸／日本・ガルフ／西欧） （単位　ドル）

ガルフ／日本 北米西岸／日本 ガルフ／西欧

月次 ／995
1996 1995 1996

／995
1996

最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低
1
33．00　29．00 29．20　24，75 　 王5．35　14．85 17，25　16．00 13．25　王／．50

2
32．5G　31．00 25ユ5　23．00 17．65 14．9G　13，75 15．40　／5．25 10．75　1G．GO

3
37．50　32．00 25．25　23．50 20．50　18．6D 13，50　13．20 19．00　工5、25 13．50　12ユ5

4
37，00　33．00 25．50　22．50 18，60　18，40 13．50　13．20 19．00 13．85

5
38．00　32．00 ．25．35　22．50 19．75 13．25　13．15 18．75　17．50 14，00　11．58

6
34．75　31、00 24．QO　2LOO 18．75　18，50 U．50 15．00　13．60 一

7
32．50　31．50 22，50　19．90 ／8．50　18．00 1L75　10．25 15，50　／3．50 9．25

8
34，50　32．50 22．00　20．00 ／9．50　18．60 一

16．50 一9
33，50　32．00 20．50　18．25 18．65　18．50 10．00 17．50　15．10 10．00　　8．00

10
33．00　25．25 23．00　18，75 18，50　17．75 11．85　11．30 15，00　／1．00 13．25　　8，00

11
33．00　25．40 14．50 13，00　11．50

12
29．00　26．25 16，25　15，00 14．75　／4．00

（注）①日本郵船調査グループ資料による。

　　③グラフの値はいずれも最高値。
②いずれも5万DIW以上8万D∫W未満の船舶によるもの。
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日．石炭（ハンプトンローズ／日本）・鉄鉱石〔ツバロン／日本・ツバロン／西欧） （単位：ドル）

ハンプトンローズ／日本（石炭） ツバロン／日本（鉄鉱石） ッバロン／西欧（鉄鉱石）

月次 1995 1996 1995 ユ996 1995 1996

最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低

1
2
3
4
5
6
　
7
8
9
1
0
1
1
1
2

＝
1
8
．
5
0
＝
一
一
1
8
．
2
5
＝
1
3
．
4
5
一

　　12．50
^3．00　　12．95

@　12．75

@　－@　1125
@　11．25

@　二

@　二

　14．2D
@l3．75
@13．50
@13．90

@　＝

@　＝
@　＝　　一

X．25　　8，10

　　9．20@1LOO
@　9．00

@　－
@10、25
@　8．25

X．90　　8．／0

X、20　　9．OD

@　9．00

@10．10

　　一
@　8．00
P1．25　　9、80

@　8．70
W．25　　7，75
V．45　　7．10

@　7．50
W．50　　7、50

@　＝
@　6．20

@　645

6．25　　6．15
U，50　　5．65

@　－U．80　　6，25
@　5．95

@　－
T．15　　5．10
U．00　　4．75

@　5，00
@　6．75

（注〉①日本郵船調査グループ資料による。　②いずれもlo万D／W以上15万DIW未満の船舶によるもの。
　　③グラフの値はいずれも最高値。

7．タンカー運賃指数

タ ン カ 一　　運 賃 指 数
月次 1994 1995 1996
VLCC 中型 小型 H・D H・C VLCC 中型 小型 H・D H・C VLCC 中型 小型 H・D H・C

1
37．6 90．6 133．7 161．9 21工．7 51．6 1工5．6 176．2 184．3 250．5 60．8 102．8 136．9 162．3 233．62
34．2 88．8 144．2 171．0 221．3 53．窪 105．3 154．9 工69．6 226．4 60．3 120．0 157．8 178．4 228．43
37．1 88．1 130．8 1752 219．2 48．0 98．7 145．6 162．9 215．7 66．6 120．2 153．6 202．1 229．64
37．9 88．2 125．7 171．7 203．5 50．3 101．2 141．6 159．4 214．9 61．4 113．6 178．0 228．1 233．35 36．6 93．6 124．5 169．1 199．4 44．9 94．8 139．9 175．5 187．4 49．1 116．6 160．9 210．工 220．96
34．2 88．6 ／25．9 175．6 183．1 44．9 101．D 144．5 2／7．4 21D．9 57．4 1／3．5 153．3 215．0 211．6

7 37．8 9ユ．．5 129．7 185．4 188．5 56．2 95．1 147．2 242．4 217．6 66．5 106．2 160．2 241．0 203．98
45．7 88．7 123．9 199．1 181．9 63．2 107．8 144．6 214．3 212．8 69．5 100．6 工35．8 217．4 181．09 47．8 93．1 133．8 201．7 ／86．4 63．7 106．5 147．6 191．7 203．7 63．1 10LO 139．2 185．0 180．110
44．6 96．6 142．2 200．2 196．4 53．7 100．0 134．6 166．3 189．111
48．2 102．1 153．4 188．6 199．3 48．9 100．6 142．9 174．7 207．212
47．5 117．6 173．1 209．4 214．9 61．4 96．5 131．8 162．7 214．9

平均 40．8 94．0 136．7 184．1 200．5 53．4 101．9 146．0 1851 212．6
（注）①ロイズ・オブ・ロンドンプレス発行のロイズ・シップマネジャーによる。（シッビング・ニスーズ・インターナショナル
　　はロイズ・オブ・ロンドンプレスと1987年11月に合併）②タンカー運賃はワールドスケールレート。③タンカー運賃
　　指数の発表様式が87年10月より次の5区分に変更された。カッコ内は旧区分　④VLCC＝15万1QQOトンq5万トン）
　　以上◎中型；7万1000～15万トン（6万～15万トン）⑳小型；3万6000～7万トン（3万～6万トン）㊥H・D
　　；ハンディ・ダーティ：3万5000トン（3万トン）未満㊧H・C＝！・ンディ・クリーン＝5万トン（3万トン）未満。

せんきょう　平成8年11月号
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日．貨物船用船料指数

貨物 船航海 用船料 指数 貨物 船定期 用船料 指数
月次 1991 1992 1993 1994 1995 1996

199／ 工992
1993 1994 1995

／996
1
215．0 208．0 194．0 189．0 234．0 207．0 306．4 343．0 323．0 327．0 358．0 380．3

2
198．0 202．0 192．0 185．0 227．0 202．0 318．0 326．0 326．0 320．0 358．0 386．6

3
199．0 195．0 19工．0 ／85．0 229．0 192．0 325．0 320．0 327』 324．0 366．0 339．4

4
207．0 192．0 194．0 198．0 243．0 192．0 335．0 300．0 356．0 310．0 377．0 363．0

5
205．0 191．0 195．0 工91．0 245．0 196．0 344．0 302．0 366．0 318．0 402．0 350．0

6
205．0 195．0 209．0 ／98．0 239．0 195．0 342．0 301．D 319．0 334．0 390．0 339．0

7
208．0 190．0 206．0 198．0 230．0 186．0 349．0 295．0 335つ 320．0 426．0 339．0

8
206．0 191．G 工94．Q 2G2．G 21s．G 189．G 342．Q 288．O 346．Q 360．O 39Lo 289．0

9
206．0 191．0 196．0 208．0 220．0 186．0 318．0 293．0 328．0 349．0 364．0 293．0

1G
205．0 191．0 188．0 212．0 22工．0 325．0 301．0 35LO 333．0 355．0

11
206．0 193．o 工96．0 212．0 198．0 335．0 289．0 372．0 363．0 344．2

工2 208．0 196．0 200．0 219．0 209．0 349．0 300．0 349．0 367．0 374．7

平均 205．7 194．6 196．3 199．8 226．1 332．4 304．8 341．5 335．4 375．5

（注）①ロイズ・オブ・ロンドンプレス発行のロイズ・シップマネジャーによる。（シッビング・ニューズ・インターナショナル
　　　　はロイズ・オブ・ロンドンプレスと1987年11月に合併）②航海用船料指数は1965．7～1966、6＝100定期用船料指数
　　　　｝ま1971＝王000

9．係船船腹量の推移

〔．

1994 1995 1996

月次 貨物 船 タンカー 貨物船 タンカー 貨物 船 タンカー

隻数千G／T 千DIW 隻数 千G〆T千DIW 隻数 千GIT 千DIW 隻数千GIT 千DIW 隻数 千G／T 千DIW 隻数 千GIT 千D〆W
1 3292476　　　　　，

3
2
0
3
　
，

91 29755556　，　　　　　　　　　， 289
2
3
9
9
　
， 3，238 652195　　　　，

4
1
3
4
　
，

272
2
2
1
0
　
，

2
7
7
8
　
，

66
2
0
5
8
　
，

3
7
3
5
　
，

2 3102333　　　　　，

3
0
1
7
　
，

80 2656502／　，　　　　　　　　　　7 288
2
2
9
0
　
， 3，017 682，472

4
7
1
0
　
脚

257
2
⑪
0
5
　
7

2
5
0
6
　
9

60 1536　｝

2
9
8
0
　
，

3
3122，304

3
0
0
0
　
，

84
2，8135，326

284
2
2
8
1
　
， 2，999 672234　　　　脚

4
2
1
9
　
，

245 L911
2
3
9
2
　
，

62
1
8
6
2
　
レ

3
3
0
5
　
，

4 3032198　　　　　，

2
8
0
8
　
，

81 25344749　，　　　　　　　　　，

27／

2
1
5
1
　
， 2，857 662205　　　　7

4
1
2
7
　
，

236 1，856
2
3
2
6
　
7

60
／
6
9
4
　
7

2
9
8
3
　
，

5 2912158　　　　　，

2
8
1
6
　
，

82
2，6014，901

271
2
2
6
7
　
，

3
1
3
6
　
，

611933　　　　，

3
4
5
9
　
7

229
1，854

2
3
3
6
　
，

56
／
7
5
4
　
，

3
1
2
0
　
野

6 2882118　　　　　，

2
8
2
5
　
，

85 2，3004，2／5 272 2，257
3
0
9
3
　
，

662188　　　　，

3
5
6
2
　
1

220
1
8
3
3
　
，

2
3
5
3
　
，

55
／
6
7
9
　
7

2
8
4
1
　
，

7 2932193　　　　　，

2
9
9
9
　
，

86
2，6445，075

269
2
1
2
0
　
， 2，916 661981　　　　，

3
5
1
5
　
，

218
1
8
2
8
　
，

2
4
1
2
　
，

56
1
6
6
5
　
，

2
8
0
0
　
，

8 2822272　　　　　，

3
1
3
6
　
，

88 26885171　，　　　　　　　　　　， 273
2
1
5
4
　
， 2，954 671893　　　　，

3
3
4
1
　
，

223
1
8
5
4
　
7

2
4
2
1
　
，

53
1
5
7
1
　
，

2
7
0
8
　
7

9 278224硅　　　　　， 3，G77
85 233344王2　，　　　　　　　　　　， 265

2
1
1
0
　
， 2，899 681757　　　　，

3
0
8
5
　
7

23嗅

i
g
5
0
　
，

2562　， 55
1
6
5
7
　
，

2800　，

10 2932288　　　　　7

3
1
1
5
　
，

84 2526469／　，　　　　　　　　　　1 274
2
1
7
8
　
7

2
9
2
0
　
，

681870　　　　，

3
／
6
5
　
，

232 1，972
2
6
1
0
　
7

55
1
7
7
6
　
，

2
9
1
9
　
，

11 2972349　　　　　，

3
2
1
0
　
7

73
2，2044，040

265
2
1
5
1
　
1

2
8
5
0
　
7

631671　　　　，

2
7
8
6
　
，

12 2942446　　　　　，

3
3
1
5
　
，

66
1，9703，652

272
2
1
4
2
　
， 2，724 641，627

2
8
6
0
　
，

（注）ロイズ・オブ・ロンドンプレス発行のロイズ・マンスリーリスト・オブ・レイドアップベッセルズによる。

團 せんぎょう　平成8年U月号
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10．スクラップ船腹量の推移

1994 1995 1996

月次 乾貨物船 タンカー 乾貨物船」． @　　タンカー 乾貨物船 タンカー
隻数千G〆T千D〆W 隻数千G〆T千D／W 隻数千GIT千DIW隻数千G／T千DIW 隻数千GIT千DIW 隻数千G／T千DIW

　
　
　
　
　
　
　
　
　
0
1
　
2
1
2
3
4
［
D
6
　
　
　
F
r
8
9
　
　
　
　
　
　
　
　
　
1
　
1
　
1

20　　1呂5　　342
SD　　8131，464
U0　　843　1，552
S9　　715　1．2呂4

R6　　530　　927
S0　　422　　76S

R4　　3S3　　675
T9　　7511，245
Q4　　141　　210
R2　　475　　795
R3　　371　　617
Q5　　2S6　　464

8　　226　　439
P1　　468　　941
Q4　／，0792，122
P8　　469　　912
P4　　534／，057
P2　　6611．351

W　　524　1．O16
V　　339　　702
P0　　5951，166
P0　　413　　798
P4　　7001，418
P5　／，1382β45

28　　　　　329　　　　459　　　／0　　　　　390　　　　769

S0　　　　　594　　　　968　　　　7　　　　　3ε2　　　　798

T1　　　　　426　　　　602　　　11　　　　　643　　1，3工327　　　　　433　　　　751　　　11　　　　　7CO　　l，39242　　　　　458　　　　792　　　18　　　1，232　　2，473

34　　240　　353
Q8　　5641、014
Q3　　241　　368
TD　　577　　94工
S4　　922　1，592
S6　　5861，537

S1　　7221、174

12　　328　　631
P1　　6201、211
X　　329　　619
P5　　477　　903
P8　　6381，207
V　　274　　568

P2　　328　　646

計 452　5、9王510β53 151　7，14614，267 374　　　4，068　　6，179　　工17　　　5，0e5　　9，997

〔注）①ブレーメン海運経済研究所発表による。②3DOG〆T

「海運統計」欄の各種資料の掲載は下記のとおりとなっています。

統 計 資 料 名

1
2
3
4
P
つ

世界船腹量の推移

日本商船船腹量の推移

わが国外航船腹量の推移

世界の商用船建造状況

わが国の建造許可船舶の竣工量と造船所手持

　　工事船舶量推移

　6　世界の主要品目別海上荷勤き量

　7　わが国の主要品目別海上荷動き量

08　わが国貿易額の推移

09　対米ドル円相場の推移
OlO　不定期船自由市場の成約状況

011主要航路の成約運賃（原油）

．012．主要航路の成約運賃（穀物）

O13．主要航路の成約運賃（石炭・鉄鉱石）

014．タンカー運賃指数

O15．貨物船用船料指数

O16．係船船腹量の推移

017．スクラップ船腹量の推移

　18．わが国貿易の主要貨物別輸送状況

　19．日本船の輸出入別・船種別運賃収入

　20．内航船の船腹量

　21．国内輸送機関別輸送状況

　22．内航海運の主要品目別輸送実績

・○印の10項目については毎月掲載、その他の項目は適宜掲載している。

せんきょう　平成8年11月号



　「あけび」という植物をご存知

であろうか。山地に自生する、多

年生のつる植物である。つるは細

くしなやかで、細工ものにも使わ

れる。

　10年ほど前、東北地方の実家の

庭にあった木から2、3本株分け

して貰い、猫の額ほどの拙宅の庭

に植えている。肥料などは施して

いないが、毎年春には葡萄の房を

小さくしたような紫色の花をたく

さん咲かせている。強い植物とみ

え、新芽は切っても切っても次々

と生え、地を這うつるからは根が

出て口る。新芽を食する地方もあ

ると聞くが、私自身はまだ経験し

ていない。ゆでて、おひたしにす

るらしいQ

　さて、秋には薄紫の、大人の握

り巨大の実をつけ、つるから垂れ

さがってくる。ただし、色づくに

はやや寒い気候が必要らしく、拙

宅の物は緑色のままのが多い。実

は熟すと、その頭から尻にかけて

一本筋が入り、それが割れて口を

開ける。

　実の内側は空洞で白く、中には

白い寒天状のものに包まれた小さ

な黒い種が数十粒入っている。寒

天質のところはほんのり甘く、こ

こを食する人は多い。しかし、皮

の部分も、ほろにがい大人の味が

してまことに捨てがたいところな

のである。

　その食べ方であるが、まず、挽

き肉とたまねぎ、しいたけ等で肉

味噌を作る。それを、種を取り除

いた実の中に詰めていく。そして、

中の味噌が外に出ないように回り

を糸で縛り、実全体をたっぷりの

油でじっくり揚げる。これで堅い

皮も柔らかくなり、食べ易くなる。

ちょっと苦味の「秋」を感ずるこ

とのできる一品であると思ってい

る。

　最近はあけびもデパートの食材　　一．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　．、
売り場で手に入るようである。一

度お試しになってはいかがであろ

うか。

新和海運

　総務部次長兼法規保険課長

　　　　平山　泉

へ
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会社名：日正汽船㈱

　　　（英文名）NISSHO　SHIPPING　CO．，　LTD．

代表者（役職・氏名）：取締役社長　宗高秀直
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「蔑r本社所在地：東京都港区虎ノ門3－B－21第33森ビル

資本金：4，ロロ0百万円

灘賎総魁，名計160名　遍羅
…訴有船状況

一．［運航司自状況
愚適！！．！11％．「 52E，Eア5％

審・．㊥．・沿海．1日．隻　ヨ引E昌1％　549・54ノ豹

主たる配船先：ペルシャ湾、東南アジア、中国、北米

事業概要：ジャパンエナジーグループの中核海運会社として、原

　　　　　油、LPO、石油製品等を、貨物船部門では南洋材、

　　　　石盲等の輸送。また、菓南アジアを中心に船舶管理・

　　　　運航のほか、ベトナムでは船舶解撤・伸鉄事業を展開

　　　　　している。

当協会会員は148社。

（平成8年11月現在）

崇

2

し

ダ

D
6
口

会社名：．㈱ニッスイシッピング

　　　（英文名）NISSUI　SHIPPING　CORPORATION

代表者（役職・氏名）：取締役社長　河西邦夫

本社所在地：東京都品川区西五反田1一旧一9五反田NTビル　　’鷹聴

資本金：116ロロ百万円　　　　　　　　　　　　　　　．三ヤ

創立年月日：19B7年9月25日　　　　　　　　　　　　　ご

従業員数：海上39名　陸上アδ名　；冒15名　　　　　　驚騒馨辮

所　　鋼犬況（癖）．・近海　沿

運翁状況…㊥．・鵬

主たる配船先：北米、爾米、欧州、アジア、オセアニア

事業概要：国内外の水産会社、亟際フルーツ企業等を取引先とし、

　　　　　スリ身、サケ・マス、イ力等の冷凍水産物、ならびに

　　　　　フルーツ類、野菜類、畜肉類等の冷凍・保冷貨物の国

　　　　際諭送を行っている。また、業種を異にする汀万DW

　　　　の鉱石兼石炭運搬船1隻を運航している。

近海・沿海 1隻 7．5巳4／ 8．05ヨ％

近海　沿海 40隻 」＝ヨE□，ロロ〔／ 頻4コ，ロ［G％
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平成8年11月20R発行　毎月1回2D日発行　Na4詑　昭和47年3月B日第3種郵便物認可llll薦疇翼！　．’」．／．．i」〆＼．N．．、．．．．　触く」」二rゴド　　　きノ．　　層一［：h�dア．＿．．．〆距．ゾ：・鰭．．＼蛎己．＼、ウ郵駅こ圭A　ロラk’」訂ハ脚柱皇全船協月報／1996年11月号目次◎巻頭言21世紀に向けた新賃金体系の導入を☆早醜磐寿箪条裂轟震。堀憲明◎シッビングフラッシュ1．海運関係分野の規制緩和の一層の推進について2．米国第104議会、閉会　　B　　−19B4年海運法改定法案は廃案一3．第7回日韓船主協会会談、開催される　　　1021◎寄稿中国長江流域の経済開発☆門中黒蓋穫。米］」灘13．↑．◎随想船酔いにうらみなし娼本パイロット面一帳釧潔18◎寄稿わが国鉄鋼業の現状と展望三口礁二二高子泰彦一20◎海運ニュース1．【丁IG〔∋のホームページが開設されることに　　27　　一ジョイントUN／EDIFAOTラポーターズチーム会合（ヘルシンキ〉の模様一2，SMDGアントワープ会合の模様　　283，日本籍外航船の現状　　　29◎業界団体を訪ねて一訪問団体（財）新日本検定協会◎海運雑学ゼミナール☆腰回◎∠輪便り噸海運日誌☆朋・§。船協だより牽海運統計磁編集後記943438363ア3432メタノール船「NAPARIMA」．（、’＼’≡21世紀に向けた新賃金体系の導入を脇雑面課譲、影堀　憲明　全日本海員組合との間で新しい賃金体系、労働協約の整備を目指す労使協議が始まった。　現行の賃金体系、協約は多年にわたる労使交渉の成果とはいえ、外航海運を取り巻く内外の事業環境の激変に伴い、現実の就労体制、勤務態様との間にそこを生じ、機能不全、制度疲労を来たしている。　同乗化の進展、船舶管理の専業化、海外シフトに伴い、日本人船員の機能、役割も今や海上勤務主体の海技専門職から陸上関連部門も含めた巾広い職域での海技管理職に変化しつつある。給与処遇面でも年功序列型の賃金タリフに基づく現在の給与評価では、陸上管理業務にまで拡大した担当職務、職責にマッチせず、水準としても不十分との指摘を受けている。　また経営サイドからみると、総体としての人件費負担の問題がある。現行の賃金体系は、学卒新人の初任給を起点とし、これに習熟度アップ、職能の向上、ライフサイクルに見合った生計費増等の要因を折り込んだ右肩上りの年功序列型である。しかし、厳しい国際競争に直面している外航海運が、すでに世界のトップレベルにある賃金水準を維持し、更に年々定昇、ベアの形で追加負担を吸収する収益力を有しないことは、ここ数年来の各社の業績推移からしても明らかといえよう。　今回の労使協議に当っては、検討事項が多岐にわたるのはやむをえないが、取り組むべき中心課題はあくまでも賃金体系の改革であろう。21世紀に向けて労働市場の流動化、国際化の一層の進展が見込まれ、外航海運においても、日本人船員の中途採用、外国人船員の日本籍船への直接配乗、海陸人事の一元化等の実現は時間の問題とみられる。こうした展望に立てば、賃金体系の見直しの方向は、生活給の発想、先進他産業水準へのキャッチアップといった旧来の枠組みから離れ、グローバル化時代の海運技術者の職能、職務にマッチした職能給体系の導入と思われる。　協約の改革は労使関係の基本に係わる問題であり、内航、陸上等他部門にも影響を及ぼすものである。それだけに当協会においても十分な検討を行い、外航海運百年の大計に誤りなきを期したいものである。また、今次協議の重要性にかんがみ、これを労使間の年中行事の中に埋没させず、密度濃く集中的に取り組まれるよう関係の方々にもお願いしておきたい。せんきょう　平成8年11月号□崔・ゆ　僅一’＿7一棟ｹ集一　　　　　一　，ノt塞　一1．海運関係分野の規制緩和の一層の推進　　　について　政府は、規制緩和問題について平成7年3月31日、5年間中長期ビジョンである「規制緩和推進計画」を策定し、同年4月には、平成9年度までの3年計画に前倒し実施することが閣議決定された。同計画は、行政改革委員会の意見等を踏まえ、毎年未までに計画を見直し、毎年度末までに改定することされており、平成8年3月29日に同計画の初の改定が行われている。（本誌平成8年4月号参照）　当’協会は、平成7年3月27日に運輸大臣宛に提出した海運関係分野に係わる規制緩和要望のうちの、未実現事項と新たに会員会社より寄せられた要望を加え、同年11月30日付で運輸大臣宛に提出し、また特に重要と考えられる要望事項については、「規制緩和に関する緊急要望」として3項目を同年9月29日付で同じく運輸大臣宛に要望している。（平成7年3月27日付要望については本誌平成7年4月号、平成7年11月30日付要望については平成7年12月号参照）　今般、平成8年度末の2度目の計画改定にあたり、これまでの当協会要望事項のうちの未実現事項と、新たに会員会社より寄せられた要望を整理・集約し、あわせて36項目に取りまとめ、資料のとおり提出した。　当協会は、今後も企業の自由な事業活動を阻害する規制の撤廃・緩和について、関係方面に強力に働きかけを行うこととしている。【資料】　　海運関係分野の規制緩和の一層の推進　　　についてのお願い　　　（平8．11．ll運輸大臣宛　日本船主．協会）　平成7年3月に閣議決定された「規制緩和推進計画」の初の改定が本年3月に行われ、当協会からの要望項目の一部に関しましても措置あるいは措置予定としていただきましたことに対し、お礼申し上げます。　現在わが国外航海運企業は、国際競争力を回復するためにあらゆるコストの削減や経営機能の合理化など最大限の自助努力を行っており、一方海運造船合理化審議会においては、日本籍船に対する配乗要件の緩和などによる政策手段のあり方について議論をお願いしているところであります。囮せんきょう　平成8年11月号　　　　しかしながら、こうした努力や議論の前提には、　　　わが国外航海運企業が諸外国海運企業と同等の条件　　　で競争し得る環境の整備が必要であり、そのために　　　は企業の自由な事業活動を阻害している規制の撤廃　　　や時代にそぐわなくなった制度の改善が急務である　　　と考えます。　　　　当協会ではこのような観点から、規制緩和が実現　　　していない事項やさらなる緩和が必要と考えられる　　　事項、および新たに当協会会員より寄せられた要望　　　事項について別添の通り取りまとめましたので、平　　　成8年度末の同計画改定においてご勘案の上、一層　　　の規制緩和を推進下さるようお願い申し上げます。　　　　なお、他省庁に対する要望事項にっきましても添）　　　付いたしますので、これら事項の実現についてもお　　　力添えいただきますよう、併せてお願い申し上げま　　　す。　　　　　　　規制緩和要望事項1　日本船の国際競争力関係事項1　検査関係〔1）　日本国籍船における外国製品導入に関する検　査の緩和　　市場原理に基いて自由な競争により選択され　た外国製品が容易に導入できるよう、現行制度　　を根本的に見直し、検査制度の簡素化を図って　頂きたい。　具体的には　�@それぞれの許可、認定作業の中で、他国政　　府、船級協会等の許可証、認定証を有効活用　　　する等、検査の簡略化を図って頂きたい。　�A必要以上に繁雑な申請手続き等により、国　　　内メーカーが有利になることのないよう、広　　　く外国製品導入を視野に入れた検査制度シス　　　テムへの根本的見直しを図っていただきたい。�A　船舶無線局の定期検査の改善（船舶安全法、　　電波法）　　�@運輸省・郵政省が各々実施している検査を　　　一本化し、安全面、技術面を同時に検査可能　　　ならしめるよう、更なる改善を願う。現在ま　　　でに、検査前の事前データ取得時に必要なフ　　　ォーマットが両省において合意され統一フォせんきょう　平成8年II月号　　一ムが完成し、運用面において一部改善が見　　られたが、更なる検査の一本化の推進を願い　　たい。　�A船舶局検査準備、機器の整備、検査前の事　　前データ等の取得は、各々の省の指定業者に　　より実施させ、資料を提出させているが両省　　は指定業者の取得したデータを相互認知可能　　とした上で一本化し共有化して頂きたい。　�BGMDSS船の陸上点検のインターバルを6　　か月から一年間へ延長して頂きたい。（3）GMDSS機器検査・整備の改善（船舶安全法　施行規則第60条一5−1、電波法第35条一2、　電波法施行規則第28条の5−4）　　条約証書の書替えに伴う救命設備（EPIRB、　SART、双方向無線電話）の検査・整備につい　ては本船のタイトなスケジュール、経済的負担　の軽減および陸揚中の事故等を考慮の上、本船　上で検査可能な機種については検査を認めるよ　う改善を図って頂きたい。�求@船舶検査についての船級協会の活用（船舶安　全法施行規則第47条の2、電波法）　　船級を有する外航船舶、内航船舶の検査及び　諸証書発行に関し、船級協会の更なる活用等、　検査能力を有する民間の機関の活用を願いたい。　これは船舶検査、無線検査ともに平日・昼間だ　けしか検査が行われない現状では、停泊が短く　なっているコンテナ船等の検査日を取るのが難　しくなっていることもあって、土・日・祝祭日　も検査する方向で改善願いたい。この際、外地　における検査も含め、口脇海事協会（NK）等　の検査機関に委任できる制度を確立願いたい。（5）Multiple　Load　Line証書の発行　　一部外国では、Multiple　Load　Line証書と　呼ばれる複数のLL証書を持つ船舶が出現して　きており、証書発行手続き上簡便な方法となつ　ている。当該制度の導入を願いたい。2．船員関係ω　改正STCW条約に定める、他の締約国の海　技資格証明書の承認制度の早期実現　　改正STCW条約1／10規則に従い、他の締囹囚　約国が発給する海技資格証明書をわが国が承認　する制度を早急に実現する。�A　外国語による船員の資格試験の実施および資　格取得のための研修や講習システムの導入（船　舶職員法等）　　船員の各種資格試験の実施に際し、外国語に　よる受験を可能にすると同時に、その内容を船　舶の安全運航上必要なものに絞り込むなど、試　験内容の見直しを行う．。また、外国入による資　格取得を容易にするための研修や講習システム　を設ける。（3）船員保険の被保険者の資格の見直し（船員法　第1条、船員保険法第17条）　　日本人船員をとりまく雇用環境、就労実態に　あった取扱いとするため、事業主が所有または　裸用船する日本籍船がなくなった場合でも、雇　用されている船員は、船員保険の被保険者とす　るよう見直しを図る。（4）失業給付に関する船員保険および雇用保険の　被保険者期間の通算　　船員の海陸交互勤務に伴い、船員保険と雇用　保険の両制度の被保険者となる者は、常時いず　れかの制度の被保険者であるにも拘らず、失業　直前に加入していた制度の被保険期間に基づく　給付しか受けられないという矛盾を改善し、両　制度の被保険期間を通算した期間に基づく給付　を受けられるようにする。�D　外国泊船に乗り組む日本人船員の船員保険被　保険者資格継続のための「派遣認定」手続きの　簡素化（昭51年4月1日船員局長通達員基第121　号）　　都度の申請／認定から、一括の申請／認定手　続きに簡素化する。船社は、派遣就労する可能　性のある自社船員と派遣対象船のリストを運輸　局に提出、一括認定を受けるようにする。�E　船員保険被保険者証等の有効期限の延長等、　事務手続きの簡素化（船員保険法施行規則第17　条6）　　被保険者証・被扶養者証の現行隔年9月1日　付更新期限の義務付けを、例えば5年ごとに1　回とする等期限の延長等を図る。（7）船員職業紹介事業等の許可（船員職業安定法　第33、34および53、54条）　　船舶所有者等による船員職業紹介事業等が行　えるよう見直しを図る。�G　マルシップ乗船者に対する船員個票提出の廃　止若しくは手続きの簡素化　　継続して雇用されている船員については、乗　差押の個票の提出を廃止もしくは、一括提出等　手続きを簡素化する。�H　新マルシップ混乗船に係る諸制度の見直し　　特例による職員数を見直し、外国との競争力　を確保できるよう弾力化を図る。手続きの一層　の簡素化を図る。（ゆ　主任無線従事者制度受講義務の簡索化　　船舶局での就労体制は、陸上無線局とは異な　り、短期間のインターバルで乗下船を繰り返し　ているのが実態である。船舶においては主任制　度を導入している船だけとは限らず、多様化し　ており、常に同一制度下での乗下船は有り得な　い。また、乗船期間のインターバルにおいては　定められた講習期日に合わせることの難しさも　ある。船舶局に従事している限り、一度制度に　よる講習を受講したら、船舶に主任制度導入の　有無を問わず、引き続き再講習を免除すべきで　ある。�J　海技免状の受験資格としての乗船履歴σ）見直　し（船舶職員法施行規則第25条）　　船舶職員になるために必要な乗船履歴、およ　　＿　び上級免状受験に必要な乗船履歴の見直しを図　る。（12）雇入契約公認の簡素化（船員法施行規則第22　条）　　一括公認制度の適用を継続雇用されている船　員にも拡大する等事務の一層の簡素化を図る。α3）船舶料理士に関する省令の見直し（船舶料理　士に関する省令第2条）　　業務経験の見直しおよび外国人船員に対して　も資格が取得できるよう図る。�求@船舶衛生管理者教育等の見直し（員基第68号　S．58，3，31）　　最近の医療無線制度の発達および医療設備のせんきょう　平成8年ll月号　充実を考慮し、船舶衛生管理者教育等を見直す。�N　有能部員規定の撤廃（船員法施行規則第77条）　　総トン数700トン以上の船舶の航海当直部員　の過半数に対する要件の撤廃。�O　船員法第80条第2項の食料表を定める告示の　見直し　　前回の改正（昭和44年）から20年以上経過し　ており、船内の労務環境および国民の栄養摂取　状況等に著しい変化が認められるので撤廃・見　直しを図る。3　船舶登録制度の一本化（商法第6B6条、鉛舶法第5条）船舶の登録と登記の二重制度の一本化。4．船舶の建造許可にあたっての手続きの簡素化　（臨時船舶建造調整法）　国内の造船所が船舶を建造する際には建造許可が必要である。特に邦船社が建造する場合には、使用計画について説明をし、承認を受ける必要がある。その際、特にVLCCの場合には提出が義務付けられていない長期契約等の提出が要求されることもあり、手続きの簡素化を図る。II　日本港湾の国際競争力関係事項1　水先関係　（1）水先制度の緩和　　�@利用者からみて合理的で弾力的な料金設定　　　ができるよう、水先料の料金体系、料金決定　　　の仕組みを見直す。　　�A同一湾内に複数ある水先人会の運営を見直　　　し、水先業務を効率化する。　�A　航海実歴認定制度に関する申請手続の簡素化　　�@水先法第13条第1項ただし書に規定する航　　　海実歴認定の地方運輸局への申請を、郵送に　　　よっても受け付けることとする。　　�A申請には航海実歴認定申請書のほか多くの　　　書類の提出を求められており、また、各運輸　　　局において求める書類が異なることから手続　　　が繁雑となっている。提出書類の簡素化およ　　　び運輸局間での統一を図る。せんきょう平成8年11月号2　港湾関係ω　外貿埠頭公社の埠頭等貸し付け料の適正化　　（外貿埠頭公団の解散及び業務の承継に関する　法律、昭和57年3月31日付通達港痔持1075号）　　借入期間中であっても見直しを行い料金の軽　減を図る。�A　港湾運送事業法の見直し　　　事業の免許制の自由化及び認可料金制の自由　　化。（3）液化ガスタンカー（LPG船・LNG船）に対　　する「海上防災マニュアル」の保持義務の廃止　　　大型タンカーおよび大型タンカーバースの安　　全防災対策については、「大型タンカーおよび　　大型タンカーバースの安全防災対策について」　　（保警防第53号の2昭和60年8月2日、保警防　　第100号の2平成7年12月18日）で指導されて　　おり、液化ガスタンカーについては「海上防災　　マニュアル」の保持が義務付けられている。し　　かしながら、油タンカーについては「油濁防止　　緊急措置手引書」の備え付けの義務化に伴い、　　平成7年12月目り同マニュアルの備え付けが免　　除されており、液化ガスタンカーについても、　　同マニュアルの備え付けを免除していただきた　　い。液化ガスタンカーの爆発、火災等に対する　　安全防災対策については油タンカーのそれと基　　本的には変わらないことから、通達で定める「荷　　役作業に関するマニュアル」、「油断防止規程」　　および「油濁防止緊急措置手引書」の備え付け　　があれば十分であると考えられる。　（4）本邦に初めて入港するタンカーの「安全対策　　確約書」の提出義務の廃止　　　安全確約書には事故時の連絡通報体制が含ま　　れているが、これは「油濁防止緊急措置手引書」　　と重複している。また、本確約書の骨子となる　　各安全対策については、各社で策定している安　　全管理システム（SMS）で対応可能であり安　　全確約書の提出義務は廃止していただきたい。　　　確約書に記載要求のある事項は、�@法律に定　　められた事項、�A法律で定められてはいない事　　項、の2種類あるが�@はことさら記述する必要　　はなく、その違法性はPSCで検査されるべき固事項である。�Aについては官側の安全確約書は　船主・運航者の自主的提出書類であるという位　置付けにもかかわらず、加筆・修正の指示がな　されることがあり、ここに属人的要素が入らな　いとは言えない。指導基準が属人的に変化する　のは、その基準が明確にされていないことに起　下すると考えられ、これを避けるためにも、官　の安全対策上の指導基準を明確に周知すべきで　あり、これが行われれば、船主・運航者が個々　に確約書を提出する必要が無いと思われる。（5＞原油タンカーにおける「原油洗浄申請書」の　提出義務の撤廃　　内地港において原油タンカーが貨物艦の原油　洗浄を行う場合には、「原油洗浄申請書」によ　る事前の申請と許可が必要である。申請内容は　原油洗浄の計画書、貨物積付図に加え、船舶検　査証書や条約証書の有効期限、並びに作業監督　者の原油洗浄経験回数などである。しかしなが　ら、原油洗浄が初めて実施されて以来十数年が　経過し、この間軽度の漏油事故を別にして、原　油洗浄に起因する火災、爆発などの重大事故は　発生していない。　　一方、「MARPOL条約」、「海洋汚染および　海上災害の防止に関する法律」では、海洋環境　保護の見地から一定の原油タンカーに原油洗浄　を義務付けていることから見ても、原油洗浄は　すでに荷役作業の一つの段階にすぎないことは　明白であり、現行の「危険物荷役許可申請」に　包含されるべき事項であると考えられるところ　から、「原油洗浄申請」による事前申請および　許可制度は撒廃されるべきである。�求@危険物積載船の入港および荷役に際する危険　物貨物の数量制限について、入港許容量および　荷役許容量の昼夜の一本化、および夜間荷役禁　止貨物の撤廃（港則法）　　危険物積載船は危険物の積載量により、入港　する場合の積載許容量および荷役する場合の許　容量が、昼夜により区別されている。しかしな　がら各地港湾の安全性には昼夜において格段の　相違がないことから、夜間においても昼間と同　様の許容量として頂きたい。（7）危険物を積載したコンテナ船に関する夜間入　港制限の緩和（港則法）　　コンテナ船であってもIMO　CLASS　l，7およ　び他の高度危険物を積載している船舶は夜間入　港が禁止されているが、コンテナ船については　その貨物の収納実態から見て、届出により24時　間入出港を認めて頂きたい。（8）火薬類等を積載したコンテナ船の夜間荷役制　限の緩和（港則法）　　コンテナ船では火薬類等（IMO　CLASS　1，7）　の夜間荷役が原則禁止されている。しかしなが　らこれら危険物を積載している船舶の接岸後の　速やかな陸揚げ、積込み後の速やかな離岸が規　定されていることから明らかなように、これら　危険物に関しては速やかに流通させることが原　則である。現状の港湾の安全性に鑑み夜間の荷　役がより危険であるとする特段の理由がないこ　とから、届出によりこれら夜間荷役が可能とな　るようにして頂きたい。HIその他事項　（1）船舶所有者の制限の緩和（船舶法第2条）　　　日本籍船を保有するための企業の取締役の国　　籍制限の緩和、取締役の全員が日本人である要　　件を改める。　�A　定期航路関係届け出の廃止（海上運送法第19　　条の5、施行規則第21条の13、14、15）　　　届け出の廃止もしくは届け出書式の簡素化。　�B　沿岸輸送特別許可手続きの簡素化（船舶法第　　3条）　　　年一回の包括申請の実現（新規投入船舶は個　　別に申請）、および3か月に一度の実績報告を　　廃止する。別添　　　　海運関係分野の規制緩和について　　　　（運輸省以外の省庁に係わるもの）［郵政省関係］（D　船舶無線局の定期検査の改善（船舶安全法、電　波法）　�@運輸省・郵政省が各々実施している検査を一せんぎょう　平成8年ll月号　　本化し、安全面、技術面を同時に検査可能なら　　しめるよう、更なる改善を願う。現在までに、　　検査前の事前データ取得時に必要なフォーマッ　　トが両省において合意され統一フォームが完成　　し、運用面において一部改善が見られたが、更　　なる検査の一本化の推進を願いたい。　�A船舶局検査準備、機器の整備、検査前の事前　　データ等の取得は、各々の省の指定業者により　　実施させ、資料を提出させているが両省は指定　　業者の取得したデータを相互認知可能とした上　　で一本化し共有化して頂きたい。　�BGMDSS船の陸上点検のインターバルを6か　　月から一年間へ延長して頂きたい。（2）GMDSS機器検査・整備の改善（船舶安全法施　行規則第60条一5−1、電波法第35条一2、電波　法施行規則第28条の5−4）　　条約証書の書替えに伴う救命設備（EPIRB、　SART、双方向無線電話）の検査・整備について　は本船のタイトなスケジュール、経済的負担の軽　減および陸揚中の事故等を．考慮の上、本船上で検　査可能な機種については検査を認めるよう改善を　図って頂きたい。�B　船舶検査についての船級協会の活用（船舶安全　法施行規則第47条の2、電波法）　　船級を有する外航船舶、内航船舶の検査及び諸　証書発行に関し、船級協会の更なる活用等、検査　能力を有する民間の機関の活用を願いたい。これ　は、船舶検査、無線検査ともに平日・昼間だけし　か検査が行われない現状では、停泊が短くなって　いるコンテナ船等の検査日を取るのが難しくなつ　ていることもあって、土・日・祝祭日も検査する　方向で改善願いたい。この際、外地における検査　も含め、日本海事協会（NK＞等の検査機関に委　任できる制度を確立願いたい。（の　主任無線従事者制度受講義務の簡素化　　船舶局での就労体制は、陸上無線局とは異なり、　短期間のインターバルで乗下船を繰り返している　のが実態である。船舶においては主任制度を導入　している船だけとは限らず、多様化しており、常　に同一制度下での乗下船は有り得ない。また、乗　船期間のインターバルにおいては定められた講習せんきょう　平成8年ll月号期日に合わせることの難しさもある。船舶局に従事している限り、一度制度による講習を受講したら、船舶に主任制度導入の有無を問わず、引き続き再講習を免除すべきである。［厚生省関係］（D　船員保険被保険者証等の有効期隈の延長等、事　務手続きの簡素化（船員保険法施行規則第17条6）　　被保険者証・被扶養者証の現行隔年9月1日付　更新期限の義務付けを、例えば5年ごとに1回と　する等期限の延長等を図る。�A　船員保険の被保険者の資格の見直し（船員法第　1条、船員保険法第17条）　　日本人船員をとりまく雇用環境、就労実態にあ　つた取扱いとするため、事業主が所有または裸用　船する日本稲船がなくなった場合でも、雇用され　ている船員は、船員保険の被保険者とするよう見　直しを図る。（3＞失業給付に関する船員保険および雇用保険の被　保険者期間の通算　　船員の海陸交互勤務に伴い、船員保険と雇用保　険の両制度の被保険者となる者は、常時いずれか　の制度の被保険者であるにも拘らず、失業直前に　加入していた制度の被保険期間に基づく給付しか　受けられないという矛盾を改善し、両制度の被保　険期間を通算した期間に基づく給付を受けられる　ようにする。翰　姫路、東播磨、菊間港を非検疫港とする規制の　緩和　　姫路港、東播磨港および菊問港は外航船の入出　港が日常化しているが、依然として非検疫港とな　っている。これら3港については昭和55年より全　ての外航船に無線検疫が実施されているが、当時　から非検疫港であるために港の衛生状態を他の検　疫港と同様良好に保持する必要があり、これに要　する経費は受益者負担によらざるをえないとして、　入港船は一回の入港にっき22，000円を負担してき　た。しかしながら16年を経た今日も未だに非検疫　港であり、入港船は同様の負担を強いられている。　これら3港については早急に検疫港として頂きた　いo［通産省関係コ（D　石油備蓄法により日本領海に入域するタンカー　に課せられる位置通報に使用する衛星航法システ　ムの検査義務の廃止　　石油備蓄法では輸入原油運搬船が日本の領海に　到達した時点から、運搬している原油を備蓄量に　算入できることとしており、算入するためには輸　入原油運搬船に対して日本領海に入域した時点か　ら入港するまでの船位を、衛星航法システム　（NNSSまたはGPS、但し平成9年1月1日か　らはNNSSの運用が停止されるためGPSのみ　の使用となる）の記録により明註することを義務　付けている。　さらに、資源エネルギー庁通達によれば当該衛星航法システム受信機器の胎位測定精度を0．1海里（185m）以下とし、2年に1回の割合で船級協会による検査を義務付けている。しかしながら旧位測定機器は船舶の安全航行にとって重要な航海計器であり、そのために精度は型式承認により担保されている（GPSについては平成9年1月以降型式承認機器を搭載予定）だけでなく、船舶では他の船位測定システムとの相互チェックによりその信頼性を常に検定している。このため原油備蓄量の算定を目的とした船位測定精度は十分に担保されていると考えられることから、船級協会　　＿．による検査義務を緩和して頂きたい。2．米国第田4議会、閉会一1984年海運法改定法案は廃案一　1995年1月に開会した第104議会は、11月5日に大統領選挙が予定されていたことから、1996年10月4日過閉会した。　わが国海運業界にとって特に関心の高かった3法案の審議状況および概要は以下のとおりである。1．米国1984年海運法改定法案lH．Rユ1嶋、　S．1355　米国1984年海運法改定問題は、1995年1月の第104議会（会期：1995年〜96年）の開会と同時に、同国の有力荷主団体である全米産業運輸連盟（NatiQnal　Industrial　Transport　League；NITL）が改定案を発表して立法化の動きが表面化し、1995年後半には米国連邦議会上下両院それぞれに正式な法案が提出された。その内容は、北米航路での船社間競争を一層激化させるものであり、航路秩序を大きく乱すだけでなく、外国船社の自由な活動を制限する可能性があるものとなっていたため、米国内の港湾関係者をはじめ日本を含む各国海運業界からの強い反対を受け、同法案の立法化は実現しなかった。　しかし翌1996年に入り、議会における法案審議はNITLや米船社の意向もあり再び具体化し、下院における法案（H，R．2149）は5月に本会議で可決された。　一方上院では、下院案に．対する修正法案（S．1356）が7月に提出され、9月には公聴会やマークアップ審議が予定されていたが、11月の大統領選挙のため、これらは未開催のまま議会は10月4日に閉会した。　従って上記両法案は今議会では廃案となったが、1997年1月から開催される予定の第105議会で同様の法案が再び提出されるのは避けられないものと考えられる。　当協会は、これら法案については、海運同盟を含む船社問協定に対する独占禁止法適用除外制度は維持されていたものの、非公開ServiceContractの考え方や外国船社に対する規制措置の強化など、安定的な輸送サービスの提供を妨げる恐れのある条文が依然として盛り込まれていたため、重大な懸念を持って事態の推移に團せんきょう　平成8年11月号注目してきたが、今後も民間船社の自由な意志による商業活動が規制されることがないよう引き続き注視していくこととしている。〈法案の主要点〉�@連邦海事委員会（FMC）の廃止・権限の　移管　　H，R．2149＝DOT（運輸省）へ移管　　S．1356二Intermodal　Transportatlon　Board（ITB）へ移管�A運賃タリフ（賃率表）の届け出義務の廃止�B禁止事項の変更　　S．1356：“市場運賃を下回る不公正または　不当な運賃設定”を禁止事項に追加�Cインディペンデントアクション（1／A）　の事前通告期間の短縮　　（10日→H．R．2149：3日、　S．1356＝5日）�D　サービスコントラクト（S／C）の非公開化　　HR．2149；同盟・個別船社ベースともに　非公開可能（S／Cをオーシャン・トランス　ポーテーション・コントラクトに名称変更）　　S．1356＝同盟および複数船社ベースは公示　義務あり、個別官社ベースは非公開可能�E　コントロールド・キャリア規制条項の適用　対象の拡大　　H．R．2／49＝「運輸関連業以外の企業や法　人と構造的または財政的に関係のある船社が　不公正な収奪的運賃設定等の行為」を行った　場合にも適用可能�F運輸長官およびITBの権限拡大（1920年　商船法）　　S．1356＝「外国船社による価格慣行」に対　する規制権の追加2．新規運航補助法案：H．R。1350、　S，1139　ig97年に期限切れとなる現行の運航差額補助（ODS）に代わる新規運航補助法案が、第104議会会期中に成立した。　1995年3月、米国政府により、船舶の運航補せんきょう　平成8年11月号助に関する行政府法案（Maritime　SecurityAct　of　1995＞が米国議会に提出され、その後、上院・下院それぞれで検討が行われた。下院法案Maritime　Security　Act　of　1995（H．Rユ350）は、同年12月6日に下院本会議において採択された。一方、上院においては通商・科学・運輸委員会が8月10日に下院案とほぼ同一のMari−time　Reform　and　Security　Act　of　I995（S．1139）に対するマークアップを行い、上院本会議に上程した。　その後、上院本会議は、第104議会会期中の成立を目指し、1996年9月24日に急きょ下院法案（H．R1350）を無修正で可決し、さらに10月8日には大統領が同法案に署名を行い、Maritime　Security　Act　of　1996が成立した。　同制度（Maritime　Security　Program）の骨子は以下のとおりである。　運輸長官は、国防等の理由から、“MaritimeSecurity　Fleet”を設立する。同船隊は、民間に所有され、原則として米国籍の船舶により編成される。�@対象期間：1996会計年度（1995．10〜）から　　　　　　　10年間�A予算額：各年度1億ドル計10億ドル　　　　　　　　（予定）�B支給額；初年度：一隻当たり年額230万　　　　　　　ドル　　　　　　　第2年度以降ニー隻当たり年額　　　　　　　210万ドル�C対象隻数1最大47隻�D　受給資格：・オーシャンコモンキャリアに　　　　　　　　よって運航される船舶　　　　　　　・80，000平方フィートまたは　　　　　　　　500TEU以上のRORQ船　　　　　　　・75barge以上のLASH船（船　　　　　　　　齢25年以下）　　　　　　　＊LASH船以外は船齢15年以下3，0E：CD造船協定国内実施法案：HR2754、　S．1354　造船業における正常な競争条件の実現を図るため、公的助成措置の廃止と不当廉売の防止を内容とするOECD（経済協力開発機構）造船協定については、米国における国内実施法案が第104議会において廃案となったことにより、同協定自体の発効の見通しは不透明となった。　同協定の発効は、全加盟国が批准した1カ月後と定められており、当初は1996年1月が予定されていたが、わが国および米国の批准の遅れにより改めて同年7月15日の発効を目途に両国が手続きを進めていた。その後、日本は6月14日に閣議決定を行い、同日批准書を寄託した。　（日本国内実施法の内容については、本誌1996年3月号参照）これにより、米国を除く全ての参加国（EU、ノルウェー、韓国、目本）がOECD造船部会の定めた批准目標日を達成した。　一方、米国は3月2／日、下院歳入委員会がほほ修正なしの実施法案を可決し、その後5月8日の上院財政委員会でも原案が採択されたものの、5月29日、下院国家安全保障委員会が造船協定の主旨に反する債務保証制度タイトルXI（現行償還期間：最長25年、保証限度＝最大船価の87．5％）の1999年1月1日までの3年間の延長（引き渡し期限2002年1月1日）等の修正を施した法案を可決し、さらに6月13日、下院本会議において、同修正案が成立したことにより、7月15日発効は先送りとなった。その後、上院における動きが注目されたが、審議が停滞し、最終的には米国104議会の閉会による時間切れから同法案は廃案となった。　1996年10月17、18日パリのOECD本部で開催された関係国による会合において、同協定への支持を確認すると共に、米国より引き続き協定の批准に向けた努力を行っていく旨説明があり、1997年3月開催予定の次回会合において、同国から協定批准の見通しについて報告を求めることとなった。　なお、本会合において、協定の発効前に助成措置の契約が行われた船舶に許容される引き渡し期限が、当該契約発効後3年とすることとされたほか、EUより、EC第7次造船助成指令が協定の発効日または1997年末のいずれか早い日まで延長されることが決定された旨の説明があった。3．第7回日韓船主協会会談、開催される　日韓両国海運界の一層の友好関係構築を目指し、1988年より開始された題記会談は、1994年10月の第6回会談に引き続き、10月28日・29コ組両日、韓国・釜山で開催された。会談には当協会から新谷会長をはじめ8名、韓国船主協会からは朴会長以下10名が出席した。（資料1参照）　会談では、両国の現状と展望、アジア船主フォーラム（ASF）での検討事項（トレード安定化、船員、船舶解撤、航行安全、船舶保険）、EU・米国の海運政策など共通の海運問題について、率直かっ建設的な意見交換が行われた。両協会は今後もこの会談を継続していくこととし、次回会談を1998年に日本で開催することが合意された。会談で採択された共同声明は資料2のとおりである。【資料1】　　第7回日韓船主協会会談出席者日本　新谷　　功　川崎汽船社長　　　　　　　　（当協会会長）せんぎょう　平成8年11月号　　　河村健太郎　日本郵船社長　　　　　　　　　（当協会副会長）　　　生田　正治　大阪商船三井船舶社長　　　　　　　　　（当協会副会長）　　　堀　　憲明　ナビックスライン社長　　　　　　　　　（当協会副会長）　　　伏見　清喜　昭和海運社長　　　　　　　　　（当協会副会長）　　　増田　信雄　当協会理事長　　　前川　弘幸　川崎汽船経営企画部副部長　　　　　　　　　（当協会会長秘書）　　　園田　裕一　当協会企画調整部国際渉外　　　　　　　　　チームリーダー韓国　朴　載益　朝陽海運社長　　　　　　　　（韓国船主協会会長）　　　文　無学　現代商船副社長　　　　　　　　（韓国船主協会副会長）　　　韓　基宣　幽幽商船会長　　　　　　　　（韓国船主協会副会長）元基宋載潤李讃斗張勲権弘石根昌回天朴金金大韓海運社長（韓国船主協会副会長）興亜海運社長（韓国船主協会副会長）韓国特殊船社長（韓国船主協会副会長）韓進海運副社長（韓国船主協会副会長）韓国船主協会事務局長韓国船主’協会常務理事韓国船主協会国際部長【資料2】　　第7回日韓船主協会会談共同声明1　日本船主協会（新谷功会長）と韓国船主協会（朴載益会長）は、1996年10月28日と29日の両日、韓国の釜山で第7回日韓船主協会会談を開催した。これは、1994年の第6回会談　（於：北海道・大沼）に続くもので、友好的第7回日韓船主協会会談せんきょう　平成8年ll月号囮な雰囲気の下、率直かつ建設的な意見交換が行われた。会談出席者は添付の通り（資料1参照）であった。　　　　　　　　　　、2．両協会の会長は、両国海運の現状と展望について見解を述べ、過当競争やトレード安定化に関し、双方が緊密に協力して共通の対策　を模索．していく上でより一層の努力をしてい　くことに合意した。3．双方は、世界海運市場においてアジア船社がますます重要な役割を果たしつつあること　を認識するとともに、海運産業全般の堅実かつ健全な発展を目指したアジア船主フォーラム（ASF）におけるアジア船社間の対話が進展していることに満足の意を表した，4．ASF本会議および各“6−S”委員会の活動とその方向性に対し、双方が今後も全面的支持と協調を与える意向を表明した。さらに、ア．Wア船社の共通問題．を解決する上で、ASFが一貫かつ調和の取れた進展を果たす　よう、同フォーラムに対する双方の貢献を維持していくことに合意した。　　また、効果的かつ一貫したポート・ステー　ト・コントロール（PSC）が奨励される一方、基準を満たした船舶に対する過剰かつ不必要　な臨検を防止するため、検査基準の統一に向　け、さらなる努力が必要であることが合意さ　れた。　　さらに双方は、海洋環境を保全するための　サブスタンダード船排除のため、PSCや船舶解撤業の振興を含む諸施策に対し、引き続　き支持していくことを再確認した。5　韓国のOECD加盟が確定したことに対する温かい祝辞が述べられるとともに、世界海運産業の健全な発展に向けた世界レベルでの海運政策の整合に互いに協力していくことが合意された。6　双方は、これまで定期船同盟や小社間協定　に長年与えられてきた独占禁止法適用除外に対する欧州委員会の動向に対し重大な遺憾の意を表明し、船社グループが一丸となってト　レードの安定化を達成するためには、独禁法　適用除外が必要不可欠であることを再確認し　た。　　また、欧州委員会が1996年3月に発表した　“EU新海運政策”に関連し、双方は将来の　EU海運政策が、域外国船社の商業的活動に影響を与えないことを確実にするため、今後　の動向を注視していくこととした。7　1995年の日本船主協会の提案を受け、韓国船主協会は、同年ll月に米上院（通商・科学　・運輸小委員会〉宛に「1995年オーシャン・　シッビング・リフォーム・アクト」に対する意見書を提出し、ホワイトハウス、運輸省、NITL等を含む関係機関から前向きな回答を得た。8　1996年8月にパナマ運河庁（PCC）が発表したパナマ運河通行料値上げ案（今後2年間に亘りパナマ運河の通行料を値上げするも　の）に対し、双方は重大な懸念と強い反対を表明した。その値上げ率は現在船社が直面し　ている経営難をさらに悪化させ得るものであ　り、双方は協力して本件に対応していくこと　とした。9．双方は、両事務局職員の人材交流や日韓船員問題共同研究会を通じ、両協会間の緊密な　関係を維持・強化していくことを再確i認した。10．次回会談は、1998年に日本で開催される。せんぎょう．平成8年ll月号�p　一一｡翻壽「’中国長江流域の経済開発日中投資促進機構事　　務　　局　　長米山恭雄　長江は中華人民の母と呼ばれ、全長6．300km余りで、中国の10の省市を流れています。中国での上流、中流、下流の区分けに．ついては、湖北省の宜昌以西を上流とし、宜昌から江西省波陽湖までを中流、それ以東を下流としています。四川省、湖北省は長江の流れる距離が上中流域において最も長い省で、それぞれ1，000km余りの距離となっています。中国はこの2つの省をひとつの重点開発地区としており、今後の外国からの投資には大きな期待を寄せています。　本稿では、中国の長江上中流域の経済開発について考察し、日中投資促進機構内の専門委員会である長江上中流域開発協力委員会の活動との関わりについて述べていきたいと思います。1．内陸部と沿海部の経済格差　1978年12月の中国共産党中央委員会総会（第工1期3中全会）における経済改革、対外開放宣言以来18年間、中国経済は大発展を遂げました。開放後、中国は外資に対する優遇政策をとり、投資環境の整備を進めてきましたが、外資に特別な優遇を与える地域は1990年目初頭までは沿海部に限定されており、国家の資金投入、生産力の向上、外資導入といった面においても沿海部地域に集中していました。このため、内陸部との間に経済格差が生じました。こうした経済格差は既に1980年代初頭から現れていましたが、中国政府は、1990年代初頭よりこの問題を重要視し始めました。1992年3月以降、国務院は相次いで国境開放都市、長江沿岸開放都市、内陸開放省都の40の内陸都市を「内陸開放都市」として指定しました。これらの都市に対しては、国境貿易・委託加工・労務輸出等に関する自主決定権の付与、内外企業の誘致を狙う辺境経済開発区の設置、特別融資の提供の他、沿海開放都市並みの税制上の優遇措置の適用などの育成策をとっています。これにより、中国の対外開放は沿海開放奢重点とするものから「長江沿い」と「国境沿い」を含む全面的開放へと発展しました。　さらに、1995年6月公布の「外国企業投資方向指導暫定規定」や1996年3月全国人民代表大会承認の第9次5力年計画および2010年長期目標要綱においても、中西部の経済開発重視の方針が明確化されました。この方針の貫徹と中西部地域の経済発展の進展のために、以下の政策措置が採択されています。（1）中西部地区の資源開発、インフラ整備プロ　ジェクトの優先。�A　資源、エネルギーの価格調整。せんきょう　平成8年11月号阿囮（3）財政支出の中西部地区への重点的投入。�戟@中西部地区の改革開放の大幅な拡大、�D　貧困地域への支援の注力。�E　東部沿海地区と中西部地区の経済、技術面　での相互協力。等となっています。2．中国の長江上中流域開発の可能性　長江上中流域地区の特徴としては、気候が穏やかで降雨量も多く、霜のない期聞が長いため、農業生産に対して有利であるということがあげられます。古くから四川省は「天府之国」（注：肥沃で物産豊かな所という意味で四川省の美称）と呼ばれ、また湖南省、湖北省を称して、「この2つの省が豊作になると全国が食糧に困らない」（注＝この両省は中国でも有数な米どころのため）といわれるように、この地域一帯の農業の発展は褒めたたえられています。成都平原、江漢平原は現在でも中国の穀物類、綿花、油等農業副産物の重要な生産拠点となっています。　長江上中流域の交通整備は既にある程度のネットワークが形成され、長江の航路の整備もなされています。重慶より下流では1，500％以下の船が航行することができますが、今後三峡ダムが完成すれば3，000％以上の船も航行することができると期待されています。中国において　　〔南北を縦断する主な鉄道である京広線（北京一広州）、焦柳線（裏奨一柳州）、そして最近開通した京九線（北京一九龍）はすべて湖北省を縦断しており、中国南北の各省をつないでいます。宝成鉄道は四川省と挾西省、甘粛省を通過しており、成都から昆明までの川石鉄道は四川省と雲南省、貴州省を結んでいます。成都、重慶、長江流域四川省雲南省甘出陣。成都市陳西省貴州省長三工湖北省湖南省河南省武漢市江西省安徽省自町　　　　　＼＼ぐ濃＼　　　　　＼南京市　　　　碁輪巡　　　　心橘　1　　　　ナせんぎょう　平成8年11月号武漢には空港もあり、大中型の旅客機の発着が可能です。宜昌市では1996年10月に空港工事を開始し、来年には開港する予定です。　長江上中流域の2つの省を含む地域は全国的にも人口が多く、労働力が豊富です。四川省の人口は1億1，300万人、湖北省の人口は5，700万人です。人口が多いということは、経済発展のための労働力の提供が可能であり、またひとつの巨大なマーケットが潜在しているといえるのです。　長江上中流域の豊富な資源のうち、水力エネルギーに関しては突出しており、埋蔵量が2億Kw以上で、開発可能な量は1億5，000万Kw以上あるといわれています。現在の開発はまだ10％にも満たないので、開発の潜在能力はとても大きいといえるでしょう。今現在建設中の三峡ダム工事は、長江の水力エネルギー資源開発の中で最大のプロジェクトといえます。この他、長江上中流域では天然ガス、燐鉱、鉄鉱、非鉄金属等の資源も豊富にあります。　四川省は長江の上流に位置し、1995年のGDPは3，560億元（約4兆9，0DO億円）で、全国4位です。農業は発展しており、穀物類、菜種、豚肉、養蚕の生産量は全国で1位です。工業もある程度の基盤ができています。天然ガス、農業用化学肥料、オートバイ、カラーテレビの生産量と水力発電量は全国でも上位です。その他にも発電所設備、大型機械、建設機械の分野も比較的発展しており、既に機械、化学工業、エレクトロニクス等の分野での大型企業が建設されています。　湖北省の1995年のGDPは2，400億元（約3せんきょう　平成8年11月号兆3，000億円）で、全国10位です。農業生産量も比較的多く、綿花、豚肉、淡水水産品の生産量は全国でも上位に位置しています。省内では、武漢製鉄所を龍の頭とし、那州製鉄所、大冶製鉄所、大冶非鉄金属公司を中心とした冶金工業地帯が形成されており、鉄鋼と鋼材の生産量は全国4位です。また、十堰の東風自動車公司を龍の頭とし、裏焚自動車エンジン工場、武漢の沌口乗用車組立工場を主骨とした自動車工業生産地帯も形成されており、自動車生産量は全国で2位となっております。　この2つの省の近年の開発は目覚ましいものがありますが、抱えている問題もたくさんあります。まず第一にインフラ設備がまだまだ不十分であるということです。また、工場の設備が老朽化しており、技術も遅れて．います。製品の品質には問題もあり、品．質向上が急がれています。さらに、長江流域には非常に優れた水運があるのにもかかわらず、有効活用されていません。都市の開発の速度に比べて環境保護が遅れており、水質汚染が長江流域に対しても影響を及ぼしています。3．長江上中流域開発協力委員会の設立　1995年5月、日中投資促進機構の池浦会長（日本興業銀行相談役〉の呼びかけにより、当時四川省の省長であった薫秩氏と日本の経済界の有志との間で、長江上中流域開発について意見交換を行う「四川省薫秩省長を囲む会」が開催されました。席上、薫秩省長（当時〉より長江上中流域を中心とする内陸部開発に対する日本の岡囮官民をあげた支援要請が表明されました。1996年2月、同氏は細長を退任し、現在は「国務院長江三峡工程建設委員会」の常務副主任として従来に増して三峡地域の開発プロジェクトに注力される地位にあります。　また、1995年9月には、国家計画委員会常務副主任で国務院長江三峡工程建設委員会副主任でもる郭樹脂氏（前湖北省省長）が来日し、同氏からも同様の趣旨の協力要請がなされました。　こうした中国側の要請に対し何らかの形で応えていくことは、一層の日中関係強化に資するとともに、日本企業にとっても多くのビジネス・チャンスが期待できるとの認識に基づき、日中投資促進機構の池浦会長の提案で、日本の経済界としての組織的な経済協力の可能性について検討を重ねました。この間、通商産業省、運輸省、農林水産省、外務省、海外経済協力基金、日本輸出入銀行等関連諸官庁とも相談した結果、日中投資促進機構の中に長江上中流域開発協力委員会を設立することとなり、1996年4月に正式に発足しました。本委員会の目的は「中国側トップとの意志疎通を通じ、長江上中流域に対する日本企業の投資を促進すること」にあります。なお、委員会の委員長には日中投資促進機構の池浦会長が就任しています。　具体的事業活動は、委員会の下に物流部会、農業部会、通信機器部会、環境部会を設置した上で各々の分野での対中経済協力のあり方を検討し、日本企業の投資促進のための基盤整備を中国側ヒともに研究していくことであります。特に、長江の物流整備は今後、経済発展が望める内陸部へ日本企業が進出する際の重要かつ不可欠な要件と考えられるため、すへての経済活動に関わる前提条件といえると思っております。4、長江上中流域開発協力委員会設立後の活動　1996年4月の発足後、物流部会、通信機器部会は各1回、農業部会は2回の会合を開催しました。ここでは、物流部会での検討テーマについて以下に若干ご紹介します。　長江上中流域の物流整備の問題はいろいろありますが、既に経済発展が先行している東部沿海部と内陸部とのリンケージを考えますと、東西の物流の鍵は長江の水運の活用にあります。長江水運の有効活用には解決すべき問題が多くありますが、具体的にはEi本から出た船が重慶辺りまで、今より短い時間で定時に大量の荷物を一貫輸送（コンテナ輸送）できればと考えております。そのための海洋河川両用新型船舶の建造や関連港湾インフラの整備等について検討していく予定です。現在建設中の三峡ダム工事に関連して、長江の水位の変化等を考慮する必要があり、長江水運の検討は、ダムの完成前と完成後の2段階に分けて考えるのが現実的と思います。さらに、港からの陸上輸送への対応や倉庫建設等の問題もとりあげていきたいと考えております。物流問題については、政策面を含め中国側と十分意志疎通を図り、進めていく予定です。　また、長江上中流域開発協力委員会の発足後、中国側もカウンター・パートの設立について検討を進めていましたが、その結果、国家計画委員会が中心となり、長江上中流域対外協力開発せんきょう　平成8年11月号委員会（会長：郭捌口副主任）が発足しました。なお、中国側委員会の副会長には、四川省副省長、湖北省副医長、重慶市副市長が就任し、その他委員にも交通部他、関係各部署の幹部が就任しています。中国側委員会は国務院での正式批准を経て組織化され、北京中央と地方政府から成り立つ横断的組織となっています。中国側カウンター・パートの設立により日中双方の協力体制が整ったため、1996年9月、目本側委員会代表者により構成された訪中団を北京に派遣し、日中両委員会の初会議を開催致しました。会議では、中国側より内陸部地域開発の現状と政策についての説明を受け、今後の協力活動の方向について討議を行いました。会議の席上、中国側より日本の経済界に望んでいることとして、特に長江流域における港湾インフラの整備、高速道路網の整備、農業分野での協力があげられました。また、持続的発展戦略を実現するためには環境保全、生態系の保持も重要であるとの発言もありました。こうした中国側からの要望を受け、日本側から提起したことのひとつに優遇政策の必要性があります。外国企業が中国内陸部で事業展開を行う際には政策面でのインセンティブが必要であると思われるからです。　今回の第！回合同会議の討議を踏まえ、今後は専門部会活動を通じ、検討テーマの絞り込みを行い、具体的プロジェクトを推進していく予定です。5．日本企業の協力の必要性　これまで述べてきましたように、中国の内陸部経済開発は、中国が経済発展を引き続き安定せんきょう　平成8年11月号▲第1回日中合同会議　　　　（1996年9月21日（土）北京・釣魚台にて）的に実現していくために、最も重視している政策のひとつといえます。一方、日本の経済界にとりましても資源、労働力が豊富で、市場としての潜在力の大きい内陸部はその投資環境の整備に伴い、魅力的な地域になるものと思われます。　このような状況下、経済先進国である日本が中国の国策である内陸部経済開発に手を差しのべていくことは有意義なことと考えています。長江上中流域開発協力委員会は中国側トップとの緊密な関係を築く中で、日本企業の中国内陸部での新たな事業活動の展開を支援していく組織として大きな役割を担っています。中国側も両委員会の意志疎通を通じ、日本企業等の外国投資家の意見を十分に吸収した上で、法令や各種制度の整備に着手することが望まれます。　私どもの事業が21世紀に向けた新たな日中関係強化に少しでもお役に立つことを願っております。而繍二．．壷．し曇f室ド「p卜rゼドド」旧ドじ一くヤ　　　悔∵、編ξ船酔いにうらみなし」∴1霊盤製1鑑，慧1　広島市に生れ育った私にとって、海は常に穏やかな楽しい遊び場の一つであった。生家から2km位の処に“深ん淵”と称する小さな入江があり、夏は毎日のように貝堀りに水遊びにと夕方まで遊びほうけ、薄暗くなった砂埃りの道をぽこぽこと家に向って歩いた。　父の勤めの関係で宇品湾では度々小舟で雑魚釣りに興じ、又金輪島の海水浴場では毎夏幾度となく家族連れで海水浴を楽しんだ。　昭和16年春、商船学校に入り寮生活となったが海に出るのは学校付近を短艇で漕ぎ廻るか東京港内外を帆走する程度で、日曜日にはお台場に上陸して握り飯をバクついたり、川を漕いで築地から数寄屋橋辺りまで銀座の裏側をどぶ川から眺めたり、今では嘘のような楽しい事もあった。　私の最初に受けた海の洗礼が強烈な船酔いであるとは予想外であった。当時学校にあった“やよひ丸”という50屯ばかりの機艇で東京湾に実習に出た。当日の天候が悪かったという記憶もないが、私は船酔いで正体を失い実習の始めから終りまで何一つ覚えていない。級友の言によれば、甲板上に釣り上げられたマグロのように寝ころがったまま動かなかったそうである。おかげで級友に頭を下げてデータを貰い、レポートをデッチ上げるやら、多くの級友からは侮蔑の眼で見られるやらで散々な屈辱を味わったが、まさか自分が先天的に船に弱い体質であるとは夢にも気付かなかった。　戦時中の事とて帆船実習も汽船実習も省略して昭和19年秋、学校を卒業すると直ぐ海軍に召集され護衛空母“海鷹”（大阪商船“あるぜんちな丸”の改装）に航海士として乗り組み、11月末十数隻からなる船団を護衛してシンガポール向け門司を出港した。出港直後、おりからの北西季節風のため艦は大ゆれにゆれ、私は忽ち船酔いの虜ヒなった。数日前に出港した前の船団を護衛していた僚艦の“隼鷹”が済州島沖で魚雷を受け轟沈したとの報せが入り、艦内は異常な緊張に包まれていたが、私はそれどころではせんきょう　平成8年11月号（なかった。食事は全々喉を通らず嘔吐は激しく、3日もすると吐く物もなくなり血の混つた胃液を吐く始末で務めだけは何とか果したが、気息えんえん生きた心地がしなかった。職務柄、やせ我慢を押し通し時々海図室で仮眠をとる以外は艦橋に立ち通した。その時の辛さ苦しさは今でも忘れることが出来ない。これはえらい職業についたと思ったが、当時は戦争第一、吾が身はなるようにしかならないと余り深くも考えなかった。その航海は無事シンガポールに着いて、又別の船団を組んで日本に帰ったが往復共無疵の船団は当時としては大変珍しかった。　翌年3月海防艦“大東”に転勤となり矢張り船団の護衛に当ったが、航海中は相変らず船酔いに悩まされ、しかもそれを押入に悟られまいとして突っ張り通し、一層苦痛を倍加することとなった。その頃から学生時代は一滴も口にしたことのない酒を飲むようになり、碇泊中は航海中の苦しさを忘れるという理屈にもならない口実をつけて良く飲んだ。　後になって、幕末の偉人勝海舟は威臨丸で太平洋を渡った際、矢張り船酔いのため航海中は殆んど寝てばかり居たと何かの本で読んだが、早くこの事を知っていれば私もずっと気楽に過ごせたかも知れないが。　戦争が終り船舶運営会の所属となり、復員輸送や小さな貨物船による内航貨物の輸送に従事せんきょう　平成8年11月号したが、航海中は天候の如何にかかわらず船が走り始めると直ぐ気持が悪くなり、戦争中のような緊張感がないだけ余計に酔いも激しく、全く我ながら情けなかった。一方酒の方は次第に腕が上がり、一端の上戸となっていったのはお粗末の限りであった。　このように誠に苦しい船乗り生活であったが、船乗りを辞めようと考えた事は一度もない。これが若さというものか、或は乞食は3日したら止められないと言うが……。何れにしても今だに不思議に思っている。　ところが、昭和26年頃であったと思うが、日本船にも外航が解禁になり、私は“吾妻山丸”で比島から粗糖を満載してパナマ経由直行で北米バルチモアまで45日間のNON−STOP航海をした。この航海を境に私の船酔いはピタリと止まり、何時の間にか船酔いと縁が切れていた。何故だか分からないが理由などどうでも良かった。とにかく船に酔わなくなったのである。その頃から私は船乗りとして悔いのない入生を夢に見はじめた。　その後も途中3年間の本社勤務を除き、ずうっと船に乗り続けたが一度も船酔いは顔を出さず、船酔いのない航海を私はどれ程有難く思い感謝したか。更にそのことが後々様々の苦難に耐えるにどれ程大きな支えとなったか計り知れない。敢て船酔いもうらみとしない所以である。興　翻稿．“�棯国鉄鋼業の現状と展望’1日　本　鉄　鋼　連　盟調　査　統　計　部　長高子泰彦1．鉄鋼需給をめぐる経済環境　日本経済は1980年代後半からの異常なまでのバブル経済が崩壊、その後は1992〜94年度の3力年連続してのゼロ成長を余儀なくされたことは記憶に新しい。そうした中で政府は1992年8月の10．7兆円もの総合経済対策以来1995年9月【図1】　（万t）1aOOOlaOOOlLOOQ1010009、0008，0007，0006ρ00　5，0004ρ00　aOOOわが国の粗鋼需給推移12，00211β01の14兆円にのぼる経済対策まで合わせて6回、総額63兆円（真水部分26兆円）におよぶ景気対策を打ち、懸命な景気浮揚策を講じた。一方、外国為替市場では1993年以降円の対ドルレートが急騰、1993年平均で110円台に突入、さらに1995年には80円を切る円の急激かっ大幅な上昇をみるに至った。1993年10月には景気が底を打11，17110，047　　　　　　粗鋼生産8，935粗鋼内需　　　10ρ029，7098．2957071727374757677787980818283848586878889909192939495年度（（5．0004．0003ρ002，0001，000　　04，178輸出（粗鋼換算）輸入（粗鋼換算）1．917　　　8912，4177097071727374757677787980818283848586878889909192939495年度出所：日本鉄鋼連盟せんきょう　平成8年11月号ち、回復に向かうこととなったが、そのテンポは極めて緩やかであり、経済界での認識は、実感の無い景気回復であった。しかも円高局面下で、輸入製品の急増とそれに伴う急激な価格破壊、さらには製造業の海外現地生産指向の強まりと空洞化現象への懸念が深まった。1995年8月にはそれまでの円高方向が是正されたが、わが国産業界は、円レートが90〜100円の水準に耐える国際競争力をつけることなくして、経済の本格回復、活性化を図ることはできないとの認識であり、そのための行財政改革、規制緩和といった構造改革が最優先課題としている。　今年度の経済成長率は1995年度（2．3％）と同程度の水準に落ちつくことになると思われるが、構造改革の確実な進行がない限り、景気は小幅なサイクルを繰り返すだけにとどまり、民間需要主導の本格回復には繋がらないことになろう。【図2】　普通鋼鋼材の主要部門別需要量推移　（万t）415004，0003，5003ρ002．5002，000L5001ρ00　50002．鉄鋼需給動向　近年の鉄鋼生産は、バブル経済最盛期の1990年度が粗鋼生産1億1，171万トンを記録したが、これは例外としてみておく必要があろう。その後は1億トン前後で推移してきており、今年度も当初鉄鋼連盟の見通し通り9，800万トンの水準に落ち着くものとみられる。かっては、こうした生産を支えたものは、1970年代央から1980年代馬にかけての輸出比率30％以上という数値（最高は1976年の39％）でも分かるように、かなりの部分を輸出に依存するところが大きかった。しかし、1980年代後半に入っての生産は内需に支えられてのものであり、近年の内需の量はバブル期からは下っているといっても、1970年代、1980年代の内需に比べむしろ量は増えているといってよく、内需主導型経済の姿を表わ塵甦奏　　　　’6β46、、も�`△。rぎ，△P（万t）9ρ008．0007，0006ρ005ρ00　　A，　　　　　　　　　　　　　　，　　ジ　　もプ戦汽魎，一二築＼建　　　3，337〔建設計）．△“，　　　3．309〔製造業計）2，266（建築）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　自動車　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Σ詫一捧一輪一・も一弧　　　　　一＿照渕一凶一瞬蔀弥一神　＼　’騨判観呈響）←FX　　x『『@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　土木7374757677787980818283848586878889909192939495年度出所：日本鉄鋼連盟せんきょう　平成8年11月号したものといえよう。（図1参照）　この内需についてその中味をみてみると（図2参照）、1987年からバブル経済最盛期に向けて建設、中でも住宅、非住宅の建築の伸びが著しかったことが分かる。この顕著な増加も、バブル期を過ぎると、ストック調整期に入っている。加えて、製造業部門については、円高局面下で製品輸出の減少、さらには海外現地生産化の進展が加わって、それまでわが国の内需に大きなウエイトを占めてきた間接輸出に減少傾向がみられるようになった。それを普通鋼鋼材の間接輸出でみると1990年度の1，523万トンから1995年度には1，324万トンに減ってきている（図3参照〉。代表的な間接輸出である自曲馬をみると、1995年現在の四輪車の海外生産台数は590万台に達し、海外生産比率は37％となっている。このことは自動車の間接輸出の減少を示すものであり、その量は1990年の729万トンから529万トンと、200万トンの減少となっている、また、電気機械の間接輸出についても減少がめだっている。（図4参照）　一方、近年の需要構造の特徴として鉄鋼の直接輸入の国内市場における位置付けが輸入比率8％台と安定したものになってきていることに加え、円高局面下において、量的には未だ少な　【図41（万t）8007006QO50040030020σ100　0729普通鋼鋼材の間接輸出（部門別）の推移匪529【図3】普通鋼鋼材の間接輸出の推移2、29D〔万t）1、6001、4GO1．2001．QQO8DO（参考：直掻輸出）／　　］．1951．731L51Bo15591．523」o］．311　　　1、3631，3181．32400間掻輸出00（万t）2，5002．0001．500T，00D・4〒う窪一一一一・・．．．．輕、一一．．．．．．．一一．一揖ラ　　　　　　　　　　　　　薩　1990　　　199τ　　　］992　　　1993注疸接輸出は輸出向け出荷である。旧94　　1995年度　　　　　〔暫定）【図5】　普通鋼鋼材の間接輸入の推移（万t）2001801601401201QO80604020　0287（疹考：直接輸出）　　　＼709　　　（万t）］97｝581305290［間接輸入198586　【図6】（万t》505050505066554433287　88　89　90　91　92　93　94　95年度　　　　　　　　　　　　　　　（暫定）普通鋼鋼材の間接輸入（部門別）の推移、�e，ノ巳・・駆＿閣釜23匝　　ノ　，”，’唾　　・64　，’　グノ　　57，’321990　　　1991　　　1992　　　1993出所：日本鉄鋼連盟推計（図3〜6）1994　　1995年度　　　　　（暫定）1985　86　　87　　88　　89　　90　　9T　　92　　93　　94　　95年度　　　　　　　　　　　　　　　　　　（暫定）せんきょう　平成8年11月号【図7】　粗鋼生産の四半期別推移00伍301002．626玉91粗鋼生産22472，648　　2，644　　　　　　　　　　　　　　　　　（万t）一100一300571　4　　7　101　1　1　13　6　　9　12Lg3＿＿」　注＝出所：日本鉄鋼連盟（前年同期比増減量）352一川旧∵　　　94図■ﾍ」一162−158一68〈見通〉鎚■　　@釘隠」π■　　　　95図■糧鋼生産の1996年10〜1．2月は通産省「96年度第3四半期粗鋼生産計画」による。いものの、間接輸入の伸びが顕著なことがあげ　．られる。図5、6のとおりその量（普通鋼鋼材ベース）は1995年度で200万トン弱を示し、無視し得ないものになりつつある。　以上総じて近年の内需¢働きは、．建築はもとより製造業も純内需を中心とした増加であるところに特色がうかがえる。　上記近年の鉄鋼需給の動きの中で、今年度1996年度）の需給動向の特徴について概観してみると、1995年1月の阪神淡路大震災の復興需要への過度の期待から過大な注文に対応、造り過ぎの状態となったこと、さらに円高下での輸入が急増したこともあり、在庫が膨らみメーカーは減産措置を講じ在庫調整を強いられるところとなった。1996年に入っても在庫調整は完了せず、減産体制は継続、7−9月期に入って漸くメーカー・問屋在庫が適正水準ラインとなり、在庫調整もほぼ終了、市況も上向きになってきた。こうした減産体制を反映して、前述のように1996年度の粗鋼生産は前年度を2GO万トン下回る9，80�J万トン程度になるものと見込まれる。（四半期別粗鋼生産については図7参照）。内需については、�@1997年4月からの消費税率アップへの駆け込み需要が、住宅建築、自動車、家電等の耐久消費財に影響を与え、国内販売を好調にさせているほか、円高是正〜円安傾向が続いている中で、�A自動車等の輸出も下げ止まりから年央以降増加に転じ、�B土木関連も1995年秋の大型補正の1996年度への流れ込みの影響もあり民間土木の落ちを下支えしている一等総じて前年度を上回る見込みである。　鉄鋼輸出については1995年度実績2，264万トンを大きく下回るとみられるが、中でも中国向け輸出が、1996年上期積みのしC未開設一契約不履行が表面化する等で大幅減少となり、1996年4−9月実績では前年同期比3割減となった。また、在庫調整の続く東南アジア向けも大幅減少が見込まれている（表1参照）。　鉄鋼輸入については、円安基調の下で減少傾向にあり、1996年度上半期実績は普通鋼鋼材で247万トンと前年同期比2割減となっている（表2参照）。せんきょう　平成8年1王月号【表11鉄鋼輸出の推移（単位：LOOOトン）1994年度1995年度1996年S〜9月前年同期比搆ｸ率（％）合　　　　　　計23，62322，64510β68▲9．3銑　　　　　　　　　鉄7637614984．4倍（337．3％）全鉄鋼輸出半　　　　製　　　　品1β19619233▲35．7普　通　鋼　鋼　材16，78816，7717，515▲12．4特　殊　鋼　鋼　材4，1003，8451，794▲12．4主要仕向先中　　　　　　　　　国A　　　メ　　　リ　　カﾘ　　　　　　　　国艨@　　　　　　　　湾^　　　　　　　　　　イ4β33R，514Qβ00Q，539Q，3GO3，525Q，158R，432Q，447Q，6411，329P，025P，677P，131P，072▲28．9｣9．8@14．8｣17．3｣19．4A　S　E　A　N　（7）5，7506，5102，911▲11．4ド　　　ル（百万ドル）16，60818，9128，239▲14．7金額円　　（億　　円）16，58218，0988β934．0出所；日本鉄鋼連盟「鉄鋼輸出入実績」【表2】鉄鋼輸入の推移（単位：1，000トン）1994年度ユ995年度1996年S〜9月前年同期比搆ｸ率（％）銑　　　　　　　　　鉄2，1982，468415▲　76．3フ　ェ　ロ　ア　ロ　イ1，6481，788911▲　　9．s鋼　塊　・　半　製　品373505149▲　44．1普　通　鋼　鋼　材5，4855，7202，473▲　20．8全　鉄　鋼　輸　入棒　　　　　　　鋼`　　　　　　　鋼?@　　　　　　材�　　　中　　　板ﾎ延広幅帯鋼竕ыL幅帯鋼汢狽ﾟっき鋼板|　　　　　　　　管　11P05R41P，19GQ，237W41S18Q50　18@85S08P，192Qβ29X35S00Q44　7@49P51R92P，112S17P90PD1▲　3L2@46．7｣　522｣　39．8｣　　7．1｣　18．5｣　16．8｢　13．8主霊v二陣鋼向鋼先琶韓　　　　　　　国艨@　　　　　　湾u　　ラ　　ジ　　ル?@　　　　　　国g　　　　ル　　　　コA　　メ　　リ　　カ2，785　．V47R69Q67P99@682β09T87Q48U98P14Q371，廷02R10Q45P00@50@36△　　4．5@5ユ@1王6．9�置79．3｣　44．2｣　72．1A　S　E　ANI7）10914723△　73．2普通鋼鋼材・輸入比率（82）（8．5）出所：目本鉄鋼連盟「鉄鋼輸出入実績」注＝ASEAN�F一インドネシア、フィリピン、タイ、マレーシア、シンガポール、ブルネイ、ベトナム。　　普通鋼鋼材・輸入比率≡輸入／（国内出荷＋輸入）×100％。3．中期展望　次に鉄鋼需給を中期展望する上での経済環境について触れてみる。　日本経済は、バブル経済時のストック調整、不良債権問題、財政難の解消等構造改革に向けてまだ時間を要すると思われ、経済の急激な本格回復には時間がかかりそうである。このため先行き2〜3年の中期的スパンでの経済成長率は2％台にとどまらざるを得ないと思われる。今後わが国産業経済が生き残り、国際競争力を確保していくためには、目下わが国が抱える高コスト構造を是正していく必要がある。そのために前述の通り規制緩和・撤廃、税制諸制度のせんぎょう　平成8年11月号）【図8】　高炉大手5社の経常損益　（億円）6，0005，0004、000　3，000　2，000　1，000　　　Q▲1，000▲2，000△31000▲4ρ00　　　売上高経常利益率　　　　　7．4。9　　＼　　　56　　　　　一・．9　4，9。55・397　　　　　　　　　　　　　　　　42192β33　　1．063経常利益一一→576115451、0103．5　　　0．9　　　　　−17　−1．52，690604即⇒　�_望L679649殉−o（50一584▲555▲1，胴3▲968▲a985　▲3，87385　　86　　87　　88　　89　　90　　91　92　　93　　94　　95　　96年度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（上期）出所：日本鉄鋼連盟調べ　注；［＝コは、有価証券売却押脚を除いた実質経常損益改革を柱とする経済構造改革を断行し、自由で活力ある経済社会を構築していくことが求められている。　鉄鋼業界としても大競争時代の下で、国際競争力に打ち勝つための強固な土壌を築くため、各社は目下懸命なるリストラに取り組んでおり、高炉5回目ースでは、3年間で2万人強の雇用削減を含む8千億円にならんとするコスト削減計画を実施中である。その結果バブル崩壊時の1993、94両年度赤字決算にみまわれたものが、1995年度で黒字に転換、1996年度も中間決算では価格の落ち込みと在庫調整が影響している．ものの、通年では黒字決算を確保するものと見込まれている（図8参照）。今後更に国際競争力をつけていくために、設備集約、さらには自動車用鋼板、H形鋼試製品のサイズ。規格の集約に取り組む姿勢が従来以上に強くなってこよう。4．鉄鋼メーカーの戦略　将来に向けての鉄鋼各社のより積極的な戦略がめだつようになってきている。　需要開拓面では、まずスチールハウスの普及に各社とも相当の力を入れていることである。このスチールハウスは木材資源の保護などの地球環境問題等を背景に米国において普及中であり、わが国においても耐震性、耐久性、耐食性に優れる溶融亜鉛めっき鋼板を使用したツーバイフォー・スチールハウスへの期待が高まっている。　メガフロートも今日の鉄鋼業界の需要開拓の最大の目玉となっているものである。鉄鋼業界と造船業界で共同で設立したメガフロート技術研究組合は、既に本年7月横須賀追浜沖で、浮体ユニット（100m×20m×2m）を洋上で9個接合し、長さ3001n×幅60mX深さ2mの大せんきょう　平成8年11月号囲型浮体モデルを完成させ、実証実験を成功させている。大型海洋構造物としてはいくつかの工法が提唱されているが、鉄鋼業界としては構造物として種々広範囲な利用可能性をもつメガフロート工法に的を絞った需要開拓PRを展開しているσ　阪神大震災による公共物の甚大な被害はいまだ記億に新しい。鉄鋼業界としては公共構造物の耐震補強工事を全国展開させていくことを関係官庁をはじめあらゆる場を通じPRしているところであり、既に首都圏の高速道路の脚部分の補強工事が進行している。　鉄鋼業界の戦略の第二はあくなき技術開発への挑戦である。　まずは1988年度から通産省の支援を受けて開始した溶融還元製鉄法（DIOS法〉の共同研究が8年間の歳月をかけて所期の目的を達成、1995年度に無事終了した。DIO＄法は�@従来の高炉法に不可欠な粘結炭に替わり、一般炭が使用できるので資源選択の自由度が拡大する。�A焼結炉・コークス炉の省略により設備コスト・エネルギーコストの削減ができる。�B高炉法と比較して溶銑コストが19％程度削減できる。�CCO2排出量が高炉法と比べ4〜5％減少できる一一剔ｽくの開発効果が得られ、その実用化に期待がかかっている。　また、�C劣化低級スクラップの再利用拡大、石油代替エネルギー利用の促進をねらった新製鋼プロセス、さらには◎エネルギー原単位の20％低減等を期待できる新しいコークス炉として注目を集めている石炭高度転換コークス製造技術の開発にも国の予算がつき、ナショナルプロジェクトとして研究が進められている。　戦略の第三は、複合経営の強化である。半導体関連事業、情報通信事業、エンジニアリング事業への強化拡大はもとより、昨年31年ぶりに電気事業法が改正されたことにより、非電気事業者が電力事業へ参入できるようになったことを背景として、鉄鋼業界も卸発電ビジネスを行うことが可能となり、複合経営の枠が一つ広がったこととなった。鉄鋼メーカーは既に電力会社に対しての入札に応札しており、1997年早々には落札者が決定する。鉄鋼業界の本事業が軌道に乗れば、電力会社はより安い電源が入手可能となり、製造コスト削減につながることでも大きな期待が寄せられている。　次に海外に目を転じてみると、わが国鉄鋼業の今後のアジア展開が注目されている。高炉各社は昨年タイに合弁で冷延工場を建設することでタイ側と合意、2つの工場が1997〜98年にかけて稼働することになった。今後の世界の成長センターとしてのアジア、その代表国としてのタイへの進出は、日本がホットコイル等中間製品の安定供給国としてアジアへ．の鉄源供給拠点になる可能性を示すものである。アジアは今製鉄設備能力の拡張に目をみはるものがうかがえ、韓国では既存製鉄メーカーの能力拡張は勿論、現代グループでも一貫製鉄所計画がみられる。台湾ではCSC250万トン第4期計画が今年末完成予定のほか、新一貫製鉄所建設の話が現実味をおびてきている。アセアンもタイでの高炉一貫製鉄所の建設計画が発表される等、製銑から製鋼、圧延までの能力増強計画に著しいものがうかがえる。わが国の国内市場およびアジア市場でのこれらアジア各国の能力増強には大きな影響がでてくることは当然予想される訳で、アジア各国の成長がみられなければその分日本の輸出の減少、輸入の増加といったシナリオも十分考えられることになろう。　（本稿は個人的見解を記したもので日本鉄鋼連盟を代表．するものではないことをお断りしておく〉せんぎょう　平成8年n月号　ス運．一海ユ　ニ1，ITIGGのホームページが開設されることに　一ジ≡イントUN／E口1FAOTラポーターズチーム会台　　（ヘルシンキ）の模様一2．SMDGアントワープ会合の模様3．日本籍外航船の現状」）1．ITIGGのホームページが開設されることに　　　一ジョイントUN／E口lFAOTラポーターズチーム会合　　　　（ヘルシンキ）の模様一　国連欧州経済委員会（UN／ECE：United　Na−tlons／Economic　Commission　for　Europe）では、1960年代より、EDI＝Electronic　Data　In−terchange（電子データ交換：企業や行政機関が、お互いにコンピュータを利用して、広く合意された規則に基づき、情報交換を行うこと）のための調査・研究・開発活動を行っている。　同委員会の貿易手続簡易化作業部会（WP．4：Worklng　Party　No．4）では、貿易手続簡易化の一環として、従来書類や電話で行われていた貨物・通関情報の交換をコンピュータ間で伝達処理するため、UN／EDIFACT（United　Na−tions／Electronic　Data　Interchange　for　Ad−Ininistration　Commerce　and　Transport＝行政、商業および運輸のための電子データ交換規則）と呼ばれる統一規則による書式や記載内容の標準化作業を進めている。　WP．4では、これら標準化作業の開発、保守、普及等を推進するため、世界6地域（西欧、東欧、汎米、豪州／ニュージーランド、アジア、アフリカ）にラポーター（Rapporteur）と呼ばれる専門家を任命しており、それぞれの地域はラポーターの活動を支援するため、EDI−FACTボードという組織を設立している。アジア地域ラポーターには伊東健治氏（日本、JASTPRO理事）が任命されている。　ジョイントUN／EDIFACTラポーターズチーム〔JRT）会合は、各地域における活動状況を整合させることや、国連標準メッセージの内容を検討するための実務者による会合として毎年2回開催されており、出席者は、それぞれ関係する輸送、通関、金融、保険などのワーキンググループ（WG）別の会合に参加している。　今回のJRT会合は、9月9日から9月13日までヘルシンキ（フィンランド）において開催された。　当協会および関係団体から以下2名が輸送WGに出席した。當醜繋報シ憲テム喉噸一子シ貧テ津昏昏奪誓有光孝生1　輸送WGにおける主な検討内容せんきょう　平成8年11月号OITIGG（lnternational　Transport　Impユernen−tation　Guidellnes　Group：輸送WGの下部　組織、事務局：Tradegate　Australia）より、　Principles　and　Rulesや、　Message　Refer−　ence　Guidesなどの成果物の報告があった。　また今後、ITIGGのホームページ（http：／／　www．　tradegate．　org．　au／itig9．　htm）が開　設されることとなった。o以下の各メッセージに関するサブグループが　発足されることとなった。IFCSUM（FQrwarding　and　consolidatiGn　　　　　SUmmary　meSSage）APERAK（Application　error　and　ackrlow−　　　　　ledgement　message）DESTIM（Equipment　damage　and　repair　es−　　　　　timate　meSSage）IFTSAI（Forwarding　and　trarlsport　schedule　　　　　or　availability　information　mes−　　　　　sage）2．他WGとの合同会議における主な検討内容。通関WG貨物通関申告手続きにCUSCAR（Customscargo　report　message）が使用され、そのガイドラインの保守はWCO（World　Cus−　toms　Organization）が担当することが合意　　．〔　された。o保険WG　IFTMCA（Consignment　advlce　nlessage）　のガイドラインをITIGGのPrinclples　and　Rulesに準拠した形で、保険WGが作成す　ることとなった。2．SM口Gアントワープ会合の模様SMDG（User　Group　for　Shipping　Lines　andContainer　Terminals、グループの旧称であるShipplanning　Message　Development　Groupの略称）は、欧州における船社・ターミナルオペレーターの実務者を中心とした海運・港湾に関する西欧EDIFACTボード傘下のユーザーグループであり、日本における物流EDI推進機構や、アジアEDIFACTボードにおけるTWG（Transport　Working　Group）にほぼ対応して位置付けられる組織である。　SMDGはかねてより、．海運・港湾関係のUN／EDIFACTにおける国連標準メッセージと、そのユーザーマニュアルの開発普及活動の中心的役割を果たしており、BAPLIE（Bayplan　Oc−cupied　and　EInpty　Locations、コンテナ積み付けプランを通知するためのメッセージ）、MOVINS（Move　Instruction　Message、船社からターミナルに対するコンテナのハンドリングを指示するメッセージ）などのコンテナ輸送関連メッセージのユーザーマニュアル等を開発している。　今回の会合は、9月16日と17日目両日、アントワープ（ベルギー）で開催され、出席者は全体で約65名となり、わが国からは以下3名が出席した。せんきょう　平成8年11月号畢霧職f薄塗更鴇縁孟清水　昇萬湾物流藤∫報シ喬♂ム協養　鬼頭　吉雄湯探険嘉一欝チ逡ム鷲．丞ダ塑　有光　孝生　　　1，BAPLIE（V2．0）、　MOVINS（V2．0）　　　　．BAPLIEおよびMOVINSのユーザーマニ　　　ュアルの普及状況について報告があった。それ　　　によるとBAPLIEについては、普及版として　　　V1．5が実用段階に達しているが、　V2．0は試行　　　段階に止まっており、現在、両者が並存してい」）　　　る状況にあった。またMOVINSについては、　　　数ユー．ザー間において試行テストが実施されて　　　いる状況にあった。2．ITIGG　ITIGG（lnternational　T「allsPo「t　ImPlemen−tation　Guidelines　Group）の事務局であるTradegate　Australiaの代表者より、IT工GGの活動状況の報告があり、またITIGGが開設したホームページ（http＝／／www．　tradegate．org．　au／itlgg．　htm）の実演があった。3．TPFREP、　TANSTA　ユーザーマニュアルが整備されたTPFREP（Terminal　Performance　Report　message）およびTANSTA（Tank　Status　Report　mes−sage）については、まだ実用段階には入っていないことが報告された。4．その他（1）以下標準メッセージに関する討議等が行　　われた。　　COPRAR（Container　Pre−Arrival　message）　　COARRI（Container　Arriva工message）　　CAHNF（Call　Infomユation　message）　　VESDEP　（Vessel　Departure　message）（2）ITIGG作成のPrinciples　and　Rulesに　　準拠した以下標準メッセージに関する　　Message　Reference　Guidesについて報告　　があった。　　CODECO（Container　Departure　Cofirma−　　　　　　　tion　message）　　COPARN（Container　Pre−Arrival　Notice　　　　　　　message））．3．日本籍外航船の現状　当協会は1972年以来毎年7月／日現在における100総トン以上の日本籍商船の現状を調査し、その集計結果を「日本商船船腹統計」として取りまとめて公表している。　同統計の調査対象船腹のうち、2，000総トン以上の日本籍外航船は、1980年央には1，176隻、34．240千総トンを擁していたが、日本籍船の国際争力の喪失などから、船籍の海外への移籍（フラッギングアウト）が行われ、1995年7月1日現在では218隻、13，849千総トンにまで減少している（表1参照）。　このために、現在、有効な海運対策の確立について海運造船合理化審議会等で検討が行われているが、現状を早期に把握して政策に反映させんきょう　平成8年11月号【表1】　日本籍商船船腹量の推移日本籍商船合計うち2QQq総トン以上の日本籍外航船隻　数千総トン伸び率�叶ﾇ　数千総トン伸び率鱒19758，83238，1981，31733，486工9809，82539，Q15L，17634，24G／9838，66639，010L14034，100／9848β4938，013△2．61，D5533β49△2．519858，22538，1410．31，02833，47D0．719868，Q2435，6／9△6．695マ3G，809△8．G19878，25032，831△7．881628，20D△8．519887，93929，193△11．164024，582△／2．S19897，77726，367△9．753221，691△11．819907，66825，186△4．544920，406△5．9199！7，56824，741△1．8419／9，815△2．919927，41123，736△4．137618，669△5．819937β2323，595△o．634018，420△1．319947，16521，888△72280／6，669△9．51995．7／16，95019，030△13．121813，849△16．9．10／121213，598△L81996，1／120513，283△2．3，4／120012，997△2．2，7／119312，674△2．5（注）　「日本商船船腹統計」各年版より作成　　ただし、1995．10／1〜1996．7／／の2．000G／T以上の外航船については3カ　　月毎の増減調査結果よワ算出せる必要があること等を鑑み、当協会は上記の「日本商船船腹統計」の集計とは別に、同対象船舶のうち2，000総トン以上の外航船については特に3カ月毎にその増減数を調査し、暫定値ながらも船腹量の早期把握を行うこととし、今般その最初の集計結果が取りまとめられた。　また、近代化船ならびに「マルシップ」の船腹量については、従来は、それぞれ別々にしか【表2】2，000総トン以上の外航船の増減状況（1995．7．把握されてこなかったが、上記調査実施を機に、これらの基データーを運輸省より入手したので、日本籍外航船のデーターとこれらを整合させて集計した。　以下で、その概要を紹介する。　　　　　　　1．2，000総トン以上の日本籍　　　　　　　　外航船　　　　　　　　前述の調査によると、1995年　　　　　　　7月／El以降本年6月末までの　　　　　　　間における船腹量の増減は表2　　　　　　　のとおりであった。増加船腹は　　　　　　　6隻・160千総トン、減少船腹は31隻・1，337千総トンで、差引純減少25隻・1，177千総トンとなっている。　この結果、本年7月1日現在の2，000総トン以上の日本籍外航船の船腹量は193隻・12，672千総トンになっていると推定される。　この間の増加船舶は、新造船2隻、輸入船舶3隻、内航から外航に転換した船舶1隻で、船種別には、オア。バルクキャリア3隻、カーバエ〜1996．6．30）増　加　お　よ　び　減　少1995．7，1現在1995．7−1995．61996．7．／現在船　　　　種増　加　船　腹減　少　船　腹隻数千総トン千重量トン構戌比�叶ﾇ数千総トン干亜量トン隻数千総トン千重量トン隻数干総トン千動いン構成�o乾貨物船フルコンテナ三一　般　貨　物　船笂?@・冷蔵船早[バルクキャリアIァ・バルクキャリアﾘ　材　専　用　船ｻ　の他専用船31V／5256421，154@130@88@541S，831@881，155@223@98@352X，064@1065．3P．0O．5P．6S1．8O．51312P4011Q4933249157Q5H9T4V28S9　66@36@21@39P，390@5928S13225811，097@1D5@69@499S，243@39LO89@／87@77@324V，923@475．5O．9O．4P．6S0．1O．2小　　　　　　計1446，83310，99950．74153260　229321，6111266，0549，64848．9油／乾貨物兼用船工1282481．111282481．3油送船油　　　送　　　船ｻ　学　薬　品　船t　化　ガ　ス　船52Q15，285k6039β10P，22642．5T．728872309X65D1P0045Q14，975P，5148，709P，13444．1T．7小　　　　　　計736，888lO，43648．12889406601701，51410，2095L7合　　　　　計21813，84921，683100．0　　6　　160269311β372，21219312，67219，739100．0せんきょう　平成8年11月号ルクキャリア1隻、液化ガス船2隻である。　また、減少船舶31隻の減少事由は全て海外風船で、その船種別構成は表3のとおりである。　なお、本調査は増加・減少船腹のみに基づく簡易な集計で、若干の誤差等が含まれていると思われるので、厳密な集計結果は「日本商船船腹統計（1996）」の刊行を待たれたい。　　　2，日本籍外航船のうち、近代化船および「マ　　　　ルシップ」〕　　　　運輸省より入手した近代化船および「マルシ　　　ップ」にかかわる資料を前記のデーターと整合　　　させ、�@日本人船員フル配．乗の近代化船、�A混　　　乗近代化船、�B「マルシップ」方式の混乗船（混　　　乗近代化船を除く）、�C日本人船員フル配乗の　　　在来船の区分でその推移をみると表4のとおり　　　となる。　　　　近代化船（日本人船員フル配乗）は1986年6　　　月のA船（乗組定員18名）実用化から1990年6　　　月のC船（乗組定員14名）実用化に至る時期に　　　増加したが、その後は減少が続き、1996年央で　　　は、日本人船員フル配乗の近代化船が41隻・）　　【表4】3，201千総トン、混乗近代化船56隻・4，383千総トンとなっている。　他方、在来船のうち「マルシップ」方式の混乗船は従前の近海船「特例マルシップ」に加え、199Q年2月以降、フラッギングアウト防止策として「新たなマルシップ混乗」が実施されたこ、とから1993年央の12�J隻にまで増加しているものの、1996年央では35隻、2，273千総トンとなっている。　また、日本人船員フル配乗の在来船は著しい減少が続いており、1996年央では61隻、2，815千総トンと算定される。【表3】1995，7，1〜1996，6．30の間における　　　　減少船舶の船種別明細船　　　　　種減少　　船腹隻　数千総トン千重量トンフルコンテナ船35766一　般　貨　物　船32536冷凍・冷蔵運撮船21921自動車専用船45439撒　　　積　　　船2170332鉱　石　専　用　船2211424鉱／炭兼用船2155290鉱／撒兼用船3192　．344チップ専用船14959油　　　送　　　船7309501L　P　G　船296／00合　　　　計311，3372，212　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）1995．7．1〜／996．5．30における2．000G／T以上外航　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　船の増減調査結果より日本籍外航船め推移（近代化／在来、目本人船員フル配乗／混乗　区分）近　　代　　化　　船在　　　　来　　　　船年　央統　　　計合　　　計日本人鉛員フル配乗混乗近代化船合　　　計日本人船員フル配乗マルシップ混乗隻数千総トン隻数千総トン隻数千総トン隻数千総トン隻数下総トン隻数千総トン隻数千山トン1990．7P991．7P992．7P993．7P994．7P995．7449S19R76R4QQ8DQ1820，406P9，815P8，699P8，420P6，669P3，849169P48P16X3V8X811，／56P0，233W，696V，284T，962V，586169P48P16X3V1T211，156P0，233W，696V，284Tβ94S，216746　568R，370280Q71Q60Q47Q02P209，250X，582P0，OO3P1、B6P0，707U，253238Q05P59ﾊ27X5W18，854V，968T，928T，319S，602R，88242U6P01P2G撃盾VR9　396^，614S，075T渇17U，105Q，3811995．10P996．1P996．4P996．7212Q06Q00P9313，598P3288P2，997P2，67296X4X6X77，474V，283V，533V，5S448S4S2S13，985R，508R，247R，20148T0T4T63，489R，775S，286S，383116P12PD4X56，124U，005T，464T，08875V3U7U13，589Q，961R，134Q，S1541R9R7R52，535R，044Q，330Q，273（注）「日本商船船腹統計」各年版、2，000G／T以上外航船の増減調査、運輸省資料より作成せんきょう　平成8年11月号業界探訪驚顯翻灘繍麟購訪問団体　財団法人　新日本検定協会創立　昭和23年差1948年）2月沿革　戦後、．それまで1社であった国際検定業　　　務を独占禁止法が制定されるなかで、競　　　争が必要という声により、昭和23年1月　　　26日に海事に関する公益を増進するため、　　　海事検定業務を行うことを目的として運　　　輸省より公益法人の設立許可を受けた。　　　　同年2月から、東京・横浜・神戸にお　　　いて事業を開始し、その後北海道から沖　　　縄までに支部・出張所を、昭和52年には、　　　シンガポール事務所を開設したのをはじ　　　め、タイ・マレーシア・上海に海外事業　　　所を開設し、国際的な総合検定機関とし　　　て海運・貿易関係者の要請に応え、現在　　　に至っている。　　　　また、海上保安庁長官の指定する「有　　　害液体物質の船舶からの排出の事前処理　　　の確認」、厚生大臣の指定する．「食品衛　　　生法の指定に基づく分析」、通商産業大　　　臣の指定する「揮発油等の分析」などの　　　政府代行業務を行っている。会長　吉野則忠所在地　本　部　東京都港区高輪3−25−23　　　　　　　　　　　　　（京急第2ビル）　　　支部東京都港区、千葉市．、川崎市、　　　　　　　横浜市、名古屋市、大阪市、　　　　　　　神戸市、倉敷市、広島市、北　　　　　　　九州市業務内容　1．検査部門　　貿易、海運、海上保険などに関連した様々　なトラブルを円満に解決するため、必要な検　査を実施。検査対象品目は、国内外の物流貨　物全般および各種船舶、さらに陸上機械設備　と多品目にわたっている。事実の認定、損害　事故の予防、事故原因の調査、損害額の査定　などを行い、鑑定書を発行．する。こ．の鑑定書は、公正な鑑定・検査のエキスパートである検査員が作成し、▲中央研究所が入っている「新検ビル」せんきょう　平成8年U月号一“）重要な証拠書類として国内はもちろん、国際間の問題解決に役立てられている。2．検量吝蔭F『　輸出入貨物の受渡しが正確・スムーズに行われるよう、必要な容積や重量を公正な立場で的確に測定。検量証明書を発行する。　当協会の発行する証明書は、海上運賃の基礎資料になると同時に、航海の安全向上にも役立てられている。また、その他メーカー、商社、銀行、税関、倉庫、荷役、港湾運送など、各種手続き、取引きの基礎資料としても幅広く活用され、国内外の海運、貿易業界からも大きな信頼が寄せられている。3．理化学分析部門　輸出入貨物・国内流通貨物を問わず、その品質検査や損害貨物の原因調査等を行うためには、公正・中立な検定機関の理化学分析所として「中央研究所」を設け、第一線の研究者と最新機器を導入し、分析・研究開発を行っている。また、同研究所は、日本化学キューエイ�梶iJCQA）（協会も出資参画）から国際品質システム規格「有機・無機化学品、鉱産物及び燃料の検査、測定及び試験」について審査を受け適合、同規格（工SO−9�J02）を取得している。．今後の事業に対する取り組み　低迷するE1本経済の状況下で、物流の合理化、規制緩和の要請を受けて、状況の変化に応じた新しい需要に合致した業務の開発、技術の修得などを行っていきたい。　具体的な今後の取り組みとしては、今後増大が予想される食品検査業務、石油の輸入自由化による揮発油等の分析などの新規業務の推進、各種損害保険の損害査定・検査、入出庫管理も含めた国内外物流管理業務の機能拡大ならびに定着、技術計算・計測関係のシステム開発受託、．海外事業の強化などを図ることとしている。組織図総　　　務　　．部　総務課　・労務課　・厚生課評議員会経　　　理　　　部　財務課・収入管理課・主計課検　査　第　一　部　運輸保険課・安全環境品質課検　査　第　二　部　石　　油　　化　　学　　計　　測　　課理　事　会監事検　　　　量部鵬紫暴．検水量産�j読二一支　出　事@張　務煤@所　所本　　　　　　　　　部会　　　長副．�戞務会　理長　事理事インスペクション部イ　ン　ス　ペ　ク　シ　ョ　ン　課結档C　ンスペク　シ　ョ　ン課｡浜イ　ンスペク　シ　ョ　ン課ｼ古屋イ　ンスペクショ　ン課辮_イ　ンスペク　シ　ョ　ン課?巣C　ンスペク　シ　ョ　ン課繽Bイ　ンスペク　シ　ョ　ン課業　　　　務　　　　部　　業　　　　　　　　　務　　　　　　　　　課中　央　研　究　所京　浜　支　所@　　　食　　　品　　課海外事務所阪　神　支　所@　　　化　学　品　課常務理事会横浜情報処理センター情報　シ　ス　テ　ムZ　　　ン　　　タ　　　一大　　　阪　　　分　　　室せんきょう　平成8年11月号…海1運維学1ゼミ．1ナ．一．ル第80回不幸な運命を背負った巨船「グレートイースタン」　1859年9月、全長219メートル、1万8，915総トンの世界最大の鉄船「グレートイースタン」が英国で就航した。計画段階では「リバイアサン（旧約聖書の巨大な海獣）」と名付けられたこの船は、最大でも3，000総トン級が常識だった当時としては、まさに破天荒な巨船だった。　巨大化の最大の狙いは航続距離の延長にあった。当時は石炭の補給地が少なく、外匡港では価格も高い。出港時に安い国内炭を大量に積めば、途中補給を最小限にでき採算が向上する。そのため船内ズペースの大半は石炭庫が占め、優に1万トンを超す石炭が積み込まれた。　しかしこの船が実際に就航したのは、当初の目的の極東航路ではなく大西洋航路だった。試運転中の機関の爆発事故などで完成に予想以上の期間と費用がかかり、その間に最初の船主が曳屡　趣目撃丸亀’倒産したためだが、大西洋航路ではその長大な航続距離は生かせず、さらに南北戦争で旅客や貨物が減少した時期でもあり、3年半にわずか10回の大西洋往復で最初の使命を終えた。　あとは解体しかないとみられていたグレートイースタンだったが、意外な方面から再び活躍の機会が訪れる。大西洋での海底電線敷設のためのケーブルシップとしての利用である。　巨大な船体と長い航続距離は、大量の電線を　　（．積み込んで長期の作業をするのに適していた。活躍したのは約9年。その後、再び大西洋航路に復活するが、すでに性能や設備は陳腐化し、最後は劇場やサーカスなどの設備をもつ公開船（exhibition　ship）として各一団を巡業する羽目になる。　1889年にはついに解体されるが、船体は極めて頑丈で、その作業は2年以上におよんだ。解体中に二重底の中から建造中に閉じ込められた鋲打ち職人の白骨死体が見つかったため、当時の人々は「グレートイースタンの不幸な生涯の原因はここにあった」と噂：したという。知らない間に作られていた日本周辺の詳細な海図　正確な測量に基づく日本地図としては、伊能忠敬の実測をもとに1821年（文政4年〉に完成された「大日本沿海輿地全図」が有名だが、日本周辺の海図は、これよりはるか以前にすでに製作されていた。　といっても作ったのは日本人ではない。初めて日本周辺の海図を製作したのはオランダ人のシェンクとフリース。1650年（慶安3年）に刊行されたこの海図は、北海道や樺太が大陸と繋がっているなど怪しい部分もあるが、伊豆諸島から本州東方を経て北海道・樺太まで約50ヵ所の実測による水深が記録されている。（．無断転載を禁じます。社団法人　日本船主協会◎せんぎょう　平成8年U月号）「）．　その後18世紀に入ると、まずフランスやイギリスが、さらに19世紀にはアメリカやスペインが、海軍に水路部を創設し、国家事業としての海図作成に乗り出す。イギリスは18世紀末から日本周辺水域の測量を積極的に行い、1795年から1868年にかけて、日本各地で十数度の測量を実施した。回数は少ないがフランスやロシアも、日本近海で測量を行っており、アメリカもペリー来航の前後に、琉球や小笠原諸島、伊豆諸島、下田などの測量を行った。日本に来航したペリー艦隊も、滞在中に幕府の制．1．トを無視して江戸湾内の測量を強行している。　こうした測量活動は、開国以後は事前に申し入れが行われるようになったが、それ以前はほとんどが無断だった。欧米列強は、日本人が気づかない問に、日本周辺水域について驚くほど詳細な情報を収集していたわけである。　こうして測量結果やそれを基に作られた海図は、のちに幕府海軍の測量隊にも提供された。日本の海図づくりは、こうした外国の海図や資料の移植から出発したのである。実現に一歩近づいた21世紀の超自動化船　船が、まるで知能を持った生き物のように、人間の手を借りずに、外洋の航海から入出港、離着岸、エンジンプラントのメンテナンスまで自動的にこなす。そんな夢のような構想が現実のものに近づきつつある。　高度自動運航システム、高信頼度プラント、故障予知診断システムなどの先進技術により、経済的で安全性にも優れた超自動化船の実現を目指す「高信頼度知能化船」の構想は、！982年の運輸技術審議会の答申からスタート。以来、着実に各要素技術の開発が進められてきた。　高信頼度プラントの開発では、対摩耗性、耐せんきょう　平成8年11月号。。冒／　　／　　　　　　09コ　　r（　　へ⇔熱性に優れたセラミックスをシリンダーやピストンリングの材料に使い、6ヵ月間メンテナンスフリーで、しかも高出力、低燃費、軽量．化と、画期的な性能を実現した中速ディーゼル機関の技術がほぼ完成。さらに大型低速ディーゼル機関への応用が期待されている。　人工衛星やロラン、デッカなどを利用した高精度位置情報測定システムに高性能レーダー、ソナー、電子海図などを組み合わせたコンピュータ集中制御の高度自動運航システムや衝突・座礁予防システムも、実用の域に達しつつあり、将来的には、陸一ヒからのサポートと一体化した出入港自動化システムの実現も可能だ。　こうしたハイテクシップの出現で、海運の世界は、今後さらに乗組員の少数精鋭化が進むはずだ。しかし頭脳明晰なよき相棒と付き合うには、それを管理する乗組員にも、エレクトロニクスやコンピュータなどについての広範な知識や応用能力がこれまで以上に不可欠になる。船がどんなに賢くなっても、それを操るのはやはり人間なのである。4燃便り無識藩卜．　10月にスイスのジェネープにあるILO（国際労働機関）で、久しぶりの海事総会が開催されました。前回の総会は1987年で船員の医療や福祉、送還、社会保障等に関する四つの新しい条約を採択しましたが、今回はいずれもすでにある条約の改正で私の担当は船員の賃金、労働時間および定員に関する第IO9号条約の改正委員会でした。　この条約は1958年前採択された条約で船員の労働時間等を定めたものですが、条約に最低賃金および賃金設定に係わる条項が含まれているところがら、批准の大きな障害となっており、条約採択から40年近く経っているのに発効の目処がたっていません。また最近は海難事故の原因のほぼ80％が人的要因に由来するものといわれ、少数定員や船内の長時間労働に伴う疲労と事故との関連性が研究されている背景を受けて今回のこの条約の改正作業が行われたわけです。採択された新条約では、船内の最大労働時間については1日につき14時間以内、もしくは1日に最低10時間以上の休息を与えるといったかたちで合意されました。これは陸上の勤務体系からみると長いようですが、船は24時間休みなしに動いているわけですし、職住一致して通勤の必要がないこと、また陸上での代償休暇制度等考え合わせると労使共に受け入れられるレヴェルと考えられたようです。1995年に改正されたSTCW条約でも船舶の安全の観点から船橋当直者は日に少なくとも工0時間の休息が与えられなければならないと決まっていることでもあり、この条約と整合性を取る必要もありました。　さて、この労働時間がきちんと守られるか否か関係官庁が監督するために日々の作業時聞割1｝や労働時間の記録簿を制定することになりました。ここでフランス政府やスペイン政府等がポート・ステート　・コントロールするにあたり、検査官が内容を理解できなくては意味がない、従って記録簿は工LOの公用言語で記載すべきであるとの提案を提出しました。この提出の意図は見え見えで海運の世界では言うまでもなく、英語が事実上の世界共通語ですが、この即成事実を認めたくないフランス語圏やスペイン語圏があらゆる機会をとらえて抵抗するわけです。IMOの会議においてもワーキング・ペーパーのフランス語やスペイン語への翻訳が間に合わないと審議を拒否します。どうしても時間的な余裕がなく、英語のテキストのみで審議する場合は必ず両国政府は正式に抗議し、メキシコやパナマがこれに同調します。自国の国語を大事にすることは取りもなおさず自国の文化、アイデンティティを護ることであり重要なことであるのは言うまでもありませんが、海運関係の会議でしかも夜遅くなってこうした議論を聞かされると英語しか理解出来ない我々としてはうんざりします。この言語問題をめぐって喧々ガクガクの議論がありましたが、結論が出ず審議は翌日に持ち越されました。　翌日の本会議の前に開かれた船主側の会議において、スペイン代表がこの問題に触れ、「ILOの公用言語は英仏のみではない、スペイン語でも記載すべきである、よって船主側はスペイン政府提案を支持すべきである」と発言するにおよび私も発言を求め「スペイン語は公用言語ではなく、ILO憲章に書かれている通り単なる会議言語である。そもそも船主や乗組員が理解できない言語を使って何の意味があるのだろうか。全くナンセンスである」と卒業以来あまり使った覚えのないナンセンスなどと言う言葉が思わず出てしまいました。少々言い過ぎたかなと思いましたが、すぐ韓国と中国が支持してくれ、特に中国は「今や海運はアジアを中心に動いている、アジアの船主と船員を忘れてはならない」と中華思想の国らしく相当過激な言葉が飛び出しました、　結局この問題は議長裁定で起草委員会に一任され、結果は「会議言語（英、仏、スペイン）もしくは船内の使用言語と英語で記載する」と言うフランスやスペインの顔も立てた文言に決まりました。　こうした問題が方々で繰り返されるわけですから、国際会議も時間がかかるわけです。（欧州地区事務局長　赤塚宏一）せんきょう　平成8年ll月号海運誌日4日　米国第104議会が閉会した。これに伴い　　米国／984年海運法改定法案およびOECD　　造船協定国内実施法案は廃案となった。　　（P．8シッビングフラッシュ2参照）◎　IMOの第41回防火小委員会（FP）が9　　月30日目らロンドンで開催され、SOLAS　　条約第II−2章を改正し、標準火災試験、　　火災伝搬性試験などを火災試験方法コード．　　として強制化する「火災試験方法コード」　　案を承認した。8日　米国の新規運航補助法案は、クリントン　　米大統領の署名を取得し、成立した。　　（P．8シッビングフラッシュ2参照）9日　日本好運協会（高嶋四郎雄会長〉は、事　　前協議制度の改善について制度運用の簡素　　化をはかることで当協会港湾協議会および　　外国船舶協会と大筋合意に達し、これを9　　日の同協会常任理事会で承認した。11日　政府は閣僚懇談会で、神戸など主要港の　　入出港時手続き簡素化の方針にっき、閣僚　　間で合意を得た。14日　EUの欧州委員会は、日本の早月慣行で　　ある事前協議制度が外国船社に差別的な扱　　いをしているとして、日本政府に対し、　　WTOでの2国間協議を求める意向を表明　　した。1B日　IMOの第74回法律委員会が14日からロ　　ンドンで開催され、船舶の燃料油による海　　洋汚染に対する賠償のあり方、船骸除去に　　関する条約案および強制保険などについて　　審議した。　◎　初の次官級協議となる第1回日米運輸ハ　　イレベル協議がワシントンで開催され、日　　本側は、アラスカ原油輸出法の撤廃と新規　　運航補助法や米国1984年海運法改定法案に　　対する懸念を表明した。蕊10月　◎　OECD将来の造船協定締約国会合が17　　日からパリで開催され、造船協定批准状況　　の報告等が行われた。同協定を唯一批准し　　ていない米国の協定批准の見通しについて　　は1997年3月置次回会合で報告を求めるこ　　ととなった。22日　ILO海事総会が8日から9年ぶりにジ　　ュネーブで開催され、4つの新条約と関連　　する勧告・決議を採択した。25日　1971年国際油川補償基金　（10PCF1971）　　第19回総会が22日からロンドンで開催され、　　理事国の選出、Haven号クレイム処理等　　にっき検討した。また、1992年国際油濁補　　償基金（工OPCF1992）の第1回臨時総会が　　23日から開催され、クレイム処理機関の創　　設や事務局長の権限など今後の基本的な枠　　組みについて検討した。E8日　第7回日韓船主協会会談が28・29日の両　　日、韓国・釜山で開催され、共通の海運問　　題につき意見交換が行われ、共同声明が採　　択された。　　（P．10シッビングフラッシュ3参照）36日　日本船員福利雇用促進センター（SE・　　COJ＞の国際船舶制度推進調査委員会第6　　回会合が開催され、外航日本人船員の将来　　一等について議論した。　◎　フィリピンの労働雇用省長官を代表とし　　たミッションが28日から来日し、当協会、　　運輸省、労働省、国際船員協会、全日本海　　員組合とSTCW条約への対応などにつき　　意見交換を行った。B1日　第39回港湾審議会総会が開催され、「港湾　　の開発、利用および保全ならびに開発保全　　航路の開発に関する基本方針の変更につい　　て」と題する基本方針が了承され、運輸大　　量目答申された。せんきょう　平成8年11月号岡日■●　　海運関係の公布法令（10月）�S　港則法施行令の一部を改正する政令　　（政令第302号、平成8年10月9日公布、平　　成8年10月15日施行）�堰@港則法施行規則及び港湾運送事業法施行規　　則の一部を改正する省令　　（運輸省令第54号、平成8年10月9日公布、　　平成8年10月9日施行）�堰@海上保安庁組織規程の一部を改正する省令　　（運輸省令第55号、平成8年10月25日公布、　　平成9年1月1日施行）　　　国際会議の開催予定（12月）アジア船主フォーラム恒久事務局設置検討委員会第2回中間会合　12月2日　チェンライ（タイ）アジア船主フォーラム航行安全委員会第3回中間会合　12月2日　チェンライ（タイ）第9回UNCTAD／IMO専門家会合（アレスト条約）　12月2日〜6日　ジュネーブIMO第67回海上安全委員会（MSC）　12月2日〜6日　ロンドンへ　　　　　　　　　　「日本海運の現状」の刊行　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［当協会では、毎年「日本海運の現状」を作成しており、今般、その！996年版を刊行いたしまし　1た。グラフや資料を用いながら、項目ごとに簡単な解説を付し、日本海運の今の姿を説明したもので、世界海運とわが国海運の輸送活動、海運経営、外航船員の現状、内航海運の4つの柱で構成されております。　若干余部がこぎいますので、入手ご希望の方は下記までお問い合わせ下さい。〈問い合わせ先〉　�兼�本船主協会　調査広報部　　〒エQ2東京都千代田区平河町2−6−4　海運ビル　　　　　　　TEL　O3−3264−7181　FAX　O3−3262−4757臼本海運の現状宇｝1尉．’．ll率餅1三鷹会せんきょう　平成8年11月号1．わが国貿易額の推移海運統計馨　一　（単位：／0億円）鵠顯2．対米ドル円相場の推移（銀行間直物相場）輸　出輸　入前年比・前年同期比（％｝年　月講平均最高値最安値年　月入ω出超（FOB）（CIF）輸　出輸　入1985238．54200．50263．401990工44．81124．30160．10198029382　　，31995　　，▲2612　　　　，30．432．01991134．55126．3514三．8G198541956　　731085　　，10870　　，4．0▲　　3．81992126．62119．15134．75199041457　　，33855　　，7601　，9．616．8／993111．19100．50125．75199340202　　，26826　　，13376　　｝▲　　6．5▲　　9．11994102．2496．45109．00199440498　　，28104　　，12393　　70．74．8工99594．06SO，301G4．25199541531　　，31549　　，9982　，2．612．31995年10月@　　　　　11@　　　　　12356／　コ3605　，4009　，3020　，2931　，2899　9　　540@　674PilO　，3．9V．5U．920．2P6．2P8．21995年11月@　　　　　12P996年1月101．92P0工．85PQ5．84100．70P01．07PG4．4G103．85P02．85PG7．4G1996年1月3028　，2967　，61ll．421．42105．73104．40107．2523625　92977　，6483．725．43105．86105．25107．工534111　，2991　71／20　，2．510．14107．46104．80108．7043645　13328　，3175．131．15lG6．511G4．82／o8．8G53406　，3179　722714．232．86108．86107．80109．4263664　，2934　，7307．421．17109．32107．30111．1073826　73328　749817．535．98107．75106．651D8．4483455　93104　，3508．1工6．791G9．75los．88／1G．9793874　，3096　，7781．514．710112．36111．20114．45（注〉　通関統計による。日．不定期船自由市場の成約状況（単位：千M／T）区分航海用船定期用船シングル．（品　目別内　訳）年次合　　計連続航海航　　海穀物石炭鉱石屑鉄砂糖肥料その他TripPeriod1990132，2653091　，／29，17443，61332043　　，43626　　，8054716　74，17319890980　　，工4，3261991127，0952462　，！24633　　　，35022　　，34538　　，44554　　，7613，5195，0431196　7102775　　　，25131　　，1992196β1216996　　，179316　　　，54719　　，54731　　，61197　　，5763，0644023　冒1，00687，73516，5301993172768　　　｝8470　，164298　　　，56，03342169　　，59167　　，4G82353　，年，35781王108，54626，0031994180978　　　，11264　　，1697工4　　　，44993　　，4425／　　，68299　　，2634　，3477　｝4，4301630　，176407　　　，46β76工995172642　　　，4911　，167，73工48775　　，52371　　，57261　　，1526　，1，9415，054803154802　　　，49，0611996　215175　　，／4515，0304756　，4260　，5131　，／174033105311194　　，／691　脚316n5　　，28015β354044　16，6894548　，55305188615，9832566　P415038　　，015，0383543　，5，1305939　，552241252212815　　，1807　，520，2912542DO37　　，3β668，7376，2751152956678212566　　，2198　，616774　　，60167142　　，43855　，6644　，4626　，8834758440王0772　　，647723242　　，6王822624　　，5839　76，5129269　，38322550949，0471612　，814566　　，21014356　　｝2839　，5，2625，4595330443099138　「1934　，916595　　，016，5955095　，5675　コ4861　，354752621928β151627　，／019561　　，19919β626552　，4β157，14602447168913597　　，4463　，（注〉�@マリタイム・リサーチ社資料による。�A品目別はシングルものの合計。�B年別ぱ暦年。せんきょう　平成8年11月号、「ｫ漣、町鼎−w障、”売樽　阻、L開100o原油（ペルシヤ湾／日本一ペルシヤ湾／欧米｝　　L一日ししll／@〜L、1　　、パルシや漸／日富、へ　、　、@、＼ノ、、、’　、’　　　　　　　！@　　　　　てノxルシや調／欧米P’’　、、　　　Ye�`199盲〔年｝　　　1鯉1993199419951996　　〔ドル｝150　　娼哺100　　302050　　　15105D　　　　億穀物｛ガルフ／目本・北米西岸／日本・ガルフ／西欧｝〔ド局ガルフ／日本^／ガルフ廼欧1　Nノ、@　　　L@　　　L、、　　　　ノ　、r　　ト@　　＼@　　　＼　　／@　／A〆＼　　　＼＼北米西岸／B本ig9〕膏｝1992＝99319941995199640甜25冊151D5o（　14．原油（ペルシャ湾／日本・ペルシャ湾／欧米）ペルシャ湾／日本ペルシヤ湾／欧米月次199419951996199419951996最高最低最高最低最高最低最高最低最高最低最高最低／42．5032．006D．0054．5067．5057．5037．5030．0050．0047．5058．0052．50239．0531．2555．5049．5075．0067．5035．0030．0049．0041．00．65．0055．OO346．0037．5056．0051．0072．5067．5046．0032．50嘆7．5042．5057．5047．50438．503／．8047．5044．5055．0046．0041．0032．0045．0040．0047．5039．00537．OG35．0047．5042．5064．7551．5034．5030．0045．0040．0055．0042．50644．5032．0072．5054．0079．5065．0042．5030．0057．5045．0062．5052．50753．5039．5073．0063．5079．7569．0047．5038．0067．5055．0067．0057．50860．0044．0073．0063．5070．0065．00開脚5038．0059．0055．0060．0055．00951．504G．OG72．5060．oo64．5G56．GG42．5G35．GG58．GO42．5G52．5049．5G1055．5048．0053．7550．5063．0055．0047．5037．5050．0042．5055．OD43．751155．0047．5073．0052．5057．5045．0062．2545．001258．0048．5068．2560．0050．OD45．0060．00（注）�@日本郵船調査グループ資料による。　�A単位はワールドスケールレート。　　　るもの。　�Cグラフの値はいずれも最高値。�Bいずれも20万D／W以上の船舶によ（5．穀物（ガルフ／日本・北米西岸／日本・ガルフ／西欧）（単位　ドル）ガルフ／日本北米西岸／日本ガルフ／西欧月次／995199619951996／9951996最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低133．00　29．0029．20　24，75　王5．35　14．8517，25　16．0013．25　王／．50232．5G　31．0025ユ5　23．0017．6514．9G　13，7515．40　／5．2510．75　1G．GO337．50　32．0025．25　23．5020．50　18．6D13，50　13．2019．00　工5、2513．50　12ユ5437，00　33．0025．50　22．5018，60　18，4013．50　13．2019．0013．85538．00　32．00．25．35　22．5019．7513．25　13．1518．75　17．5014，00　11．58634．75　31、0024．QO　2LOO18．75　18，50U．5015．00　13．60一732．50　31．5022，50　19．90／8．50　18．001L75　10．2515，50　／3．509．25834，50　32．5022．00　20．00／9．50　18．60一16．50一933，50　32．0020．50　18．2518．65　18．5010．0017．50　15．1010．00　　8．001033．00　25．2523．00　18，7518，50　17．7511．85　11．3015，00　／1．0013．25　　8，001133．00　25．4014．5013，00　11．501229．00　26．2516，25　15，0014．75　／4．00（注）�@日本郵船調査グループ資料による。　　�Bグラフの値はいずれも最高値。�Aいずれも5万DIW以上8万D∫W未満の船舶によるもの。せんきょう　平成8年11月号罵徽．．舘．細．．、＿．．“凶＿：1．．Ψ　珊．’．．．�`．．“蟻．．−．．’．’い．．．ヒ　　石炭〔ハンプトンローズ／日本〕・鉄銀石〔ツバロン／日本・ツバロン／西脚　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔饗細〔ぎξ）20董5105o石炭〔八ンフトンローズ／日本｝／　一一A1　　、炉〆撃ノ＼@、@　＼、’＼、〆冒＼’＼〜＼＼！　　ρ＼Y　1〆＼／、！｝�`　、　　、　　　、！＼臨〔ツバロンノ日本｝＼践三石〔ツバロン／西欧）脇9911年｝　　　1朧1993199419951996L5105300250�o1甜100．50o　　　o運賃指数＾−　1　−　1I　I　LハンディーNリーンYA　　ヘ@　ハn　L　　　　’A　　ノ、、ト　　レ凡ハ（@　　、！　　！Y＼ノ買、、！　・へ’　　しfし　、」vし　’＼　多≧舞＝`三三匹謬f「　ゾ、、♂A譜i＼〃、，智　　、！　　　レ　　ノ》》、｝　　fV」CO1991剛　　　　1蹴1齢31鰯19951996姻30025020015010050o日．石炭（ハンプトンローズ／日本）・鉄鉱石〔ツバロン／日本・ツバロン／西欧）（単位：ドル）ハンプトンローズ／日本（石炭）ツバロン／日本（鉄鉱石）ッバロン／西欧（鉄鉱石）月次199519961995ユ99619951996最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低123456　789101112＝18．50＝一一18．25＝13．45一　　12．50^3．00　　12．95@　12．75@　−@　1125@　11．25@　二@　二　14．2D@l3．75@13．50@13．90@　＝@　＝@　＝　　一X．25　　8，10　　9．20@1LOO@　9．00@　−@10、25@　8．25X．90　　8．／0X、20　　9．OD@　9．00@10．10　　一@　8．00P1．25　　9、80@　8．70W．25　　7，75V．45　　7．10@　7．50W．50　　7、50@　＝@　6．20@　6456．25　　6．15U，50　　5．65@　−U．80　　6，25@　5．95@　−T．15　　5．10U．00　　4．75@　5，00@　6．75（注〉�@日本郵船調査グループ資料による。　�Aいずれもlo万D／W以上15万DIW未満の船舶によるもの。　　�Bグラフの値はいずれも最高値。7．タンカー運賃指数タンカ一　　運賃指数月次199419951996VLCC中型小型H・DH・CVLCC中型小型H・DH・CVLCC中型小型H・DH・C137．690．6133．7161．921工．751．61工5．6176．2184．3250．560．8102．8136．9162．3233．6234．288．8144．2171．0221．353．窪105．3154．9工69．6226．460．3120．0157．8178．4228．4337．188．1130．81752219．248．098．7145．6162．9215．766．6120．2153．6202．1229．6437．988．2125．7171．7203．550．3101．2141．6159．4214．961．4113．6178．0228．1233．3536．693．6124．5169．1199．444．994．8139．9175．5187．449．1116．6160．9210．工220．9634．288．6／25．9175．6183．144．9101．D144．52／7．421D．957．41／3．5153．3215．0211．6737．89ユ．．5129．7185．4188．556．295．1147．2242．4217．666．5106．2160．2241．0203．9845．788．7123．9199．1181．963．2107．8144．6214．3212．869．5100．6工35．8217．4181．0947．893．1133．8201．7／86．463．7106．5147．6191．7203．763．110LO139．2185．0180．11044．696．6142．2200．2196．453．7100．0134．6166．3189．11148．2102．1153．4188．6199．348．9100．6142．9174．7207．21247．5117．6173．1209．4214．961．496．5131．8162．7214．9平均40．894．0136．7184．1200．553．4101．9146．01851212．6（注）�@ロイズ・オブ・ロンドンプレス発行のロイズ・シップマネジャーによる。（シッビング・ニスーズ・インターナショナル　　はロイズ・オブ・ロンドンプレスと1987年11月に合併）�Aタンカー運賃はワールドスケールレート。�Bタンカー運賃　　指数の発表様式が87年10月より次の5区分に変更された。カッコ内は旧区分　�CVLCC＝15万1QQOトンq5万トン）　　以上◎中型；7万1000〜15万トン（6万〜15万トン）�S小型；3万6000〜7万トン（3万〜6万トン）��H・D　　；ハンディ・ダーティ：3万5000トン（3万トン）未満��H・C＝！・ンディ・クリーン＝5万トン（3万トン）未満。せんきょう　平成8年11月号貨物般足期用船料融f躍鵡浜面）　　　h一＿一、　＿’！》！、A　　　、一、’一＿一！、、　”ﾝ窃�o用船稗撹敗k】965．7−1966．6＝1GQ｝’、　噛　ピ監ooo万。仙A「卍脚　　「秩fぜ、、、へ「i「｝」》、、1、謝「P，5”ハ　　1し卜、タンカーA↓声・し’、’　ノ@‘@「P、1し」、A　　へ1v�d、　．　　、！姻、細賀物聡o（．日．貨物船用船料指数貨物船航海用船料指数貨物船定期用船料指数月次199119921993199419951996199／工992199319941995／9961215．0208．0194．0189．0234．0207．0306．4343．0323．0327．0358．0380．32198．0202．0192．0185．0227．0202．0318．0326．0326．0320．0358．0386．63199．0195．019工．0／85．0229．0192．0325．0320．0327』324．0366．0339．44207．0192．0194．0198．0243．0192．0335．0300．0356．0310．0377．0363．05205．0191．0195．0工91．0245．0196．0344．0302．0366．0318．0402．0350．06205．0195．0209．0／98．0239．0195．0342．0301．D319．0334．0390．0339．07208．0190．0206．0198．0230．0186．0349．0295．0335つ320．0426．0339．08206．0191．G工94．Q2G2．G21s．G189．G342．Q288．O346．Q360．O39Lo289．09206．0191．0196．0208．0220．0186．0318．0293．0328．0349．0364．0293．01G205．0191．0188．0212．022工．0325．0301．035LO333．0355．011206．0193．o工96．0212．0198．0335．0289．0372．0363．0344．2工2208．0196．0200．0219．0209．0349．0300．0349．0367．0374．7平均205．7194．6196．3199．8226．1332．4304．8341．5335．4375．5（注）�@ロイズ・オブ・ロンドンプレス発行のロイズ・シップマネジャーによる。（シッビング・ニューズ・インターナショナル　　　　はロイズ・オブ・ロンドンプレスと1987年11月に合併）�A航海用船料指数は1965．7〜1966、6＝100定期用船料指数　　　　｝ま1971＝王0009．係船船腹量の推移〔．199419951996月次貨物船タンカー貨物船タンカー貨物船タンカー隻数千G／T千DIW隻数千G〆T千DIW隻数千GIT千DIW隻数千GIT千DIW隻数千G／T千DIW隻数千GIT千D〆W13292476　　　　　，3203　，9129755556　，　　　　　　　　　，2892399　，3，238652195　　　　，4134　，2722210　，2778　，662058　，3735　，23102333　　　　　，3017　，802656502／　，　　　　　　　　　　72882290　，3，017682，4724710　脚2572�J05　72506　9601536　｝2980　，33122，3043000　，842，8135，3262842281　，2，999672234　　　　脚4219　，245L9112392　，621862　レ3305　，43032198　　　　　，2808　，8125344749　，　　　　　　　　　，27／2151　，2，857662205　　　　74127　，2361，8562326　760／694　72983　，52912158　　　　　，2816　，822，6014，9012712267　，3136　，611933　　　　，3459　72291，8542336　，56／754　，3120　野62882118　　　　　，2825　，852，3004，2／52722，2573093　，662188　　　　，3562　12201833　，2353　，55／679　72841　，72932193　　　　　，2999　，862，6445，0752692120　，2，916661981　　　　，3515　，2181828　，2412　，561665　，2800　，82822272　　　　　，3136　，8826885171　，　　　　　　　　　　，2732154　，2，954671893　　　　，3341　，2231854　72421　，531571　，2708　79278224硅　　　　　，3，G7785233344王2　，　　　　　　　　　　，2652110　，2，899681757　　　　，3085　723嗅ig50　，2562　，551657　，2800　，102932288　　　　　73115　，842526469／　，　　　　　　　　　　12742178　72920　，681870　　　　，3／65　，2321，9722610　7551776　，2919　，112972349　　　　　，3210　7732，2044，0402652151　12850　7631671　　　　，2786　，122942446　　　　　，3315　，661，9703，6522722142　，2，724641，6272860　，（注）ロイズ・オブ・ロンドンプレス発行のロイズ・マンスリーリスト・オブ・レイドアップベッセルズによる。團せんぎょう　平成8年U月号＿．擦．：〈鵡藩撚・罷．、、滋灘戚傭撚綴盤　　瀕　・灘駆鷲繍　鰭遡スクラップ船腹4003DO2DOヨoo口1嶋6貨物趙タンカーY撫　A・〔ハ　ハ　　　，1’旨ll撃h撃戟^l戟@I戟D1は，鰍〜’　　9窒P4A　　「@　1@　，ヤ1し　、　し蒐1レ1990陶　　　　　1991］9921993　　　　L9麟　　　　　塵晒�轄ﾗ細10σD10．スクラップ船腹量の推移199419951996月次乾貨物船タンカー乾貨物船」．@　　タンカー乾貨物船タンカー隻数千G〆T千D〆W隻数千G〆T千D／W隻数千GIT千DIW隻数千G／T千DIW隻数千GIT千DIW隻数千G／T千DIW　　　　　　　　　01　21234［D6　　　Fr89　　　　　　　　　1　1　120　　1呂5　　342SD　　8131，464U0　　843　1，552S9　　715　1．2呂4R6　　530　　927S0　　422　　76SR4　　3S3　　675T9　　7511，245Q4　　141　　210R2　　475　　795R3　　371　　617Q5　　2S6　　4648　　226　　439P1　　468　　941Q4　／，0792，122P8　　469　　912P4　　534／，057P2　　6611．351W　　524　1．O16V　　339　　702P0　　5951，166P0　　413　　798P4　　7001，418P5　／，1382β4528　　　　　329　　　　459　　　／0　　　　　390　　　　769S0　　　　　594　　　　968　　　　7　　　　　3ε2　　　　798T1　　　　　426　　　　602　　　11　　　　　643　　1，3工327　　　　　433　　　　751　　　11　　　　　7CO　　l，39242　　　　　458　　　　792　　　18　　　1，232　　2，47334　　240　　353Q8　　5641、014Q3　　241　　368TD　　577　　94工S4　　922　1，592S6　　5861，537S1　　7221、17412　　328　　631P1　　6201、211X　　329　　619P5　　477　　903P8　　6381，207V　　274　　568P2　　328　　646計452　5、9王510β53151　7，14614，267374　　　4，068　　6，179　　工17　　　5，0e5　　9，997〔注）�@ブレーメン海運経済研究所発表による。�A3DOG〆T「海運統計」欄の各種資料の掲載は下記のとおりとなっています。統計資料名1234Pつ世界船腹量の推移日本商船船腹量の推移わが国外航船腹量の推移世界の商用船建造状況わが国の建造許可船舶の竣工量と造船所手持　　工事船舶量推移　6　世界の主要品目別海上荷勤き量　7　わが国の主要品目別海上荷動き量08　わが国貿易額の推移09　対米ドル円相場の推移OlO　不定期船自由市場の成約状況011主要航路の成約運賃（原油）．012．主要航路の成約運賃（穀物）O13．主要航路の成約運賃（石炭・鉄鉱石）014．タンカー運賃指数O15．貨物船用船料指数O16．係船船腹量の推移017．スクラップ船腹量の推移　18．わが国貿易の主要貨物別輸送状況　19．日本船の輸出入別・船種別運賃収入　20．内航船の船腹量　21．国内輸送機関別輸送状況　22．内航海運の主要品目別輸送実績・○印の10項目については毎月掲載、その他の項目は適宜掲載している。せんきょう　平成8年11月号　「あけび」という植物をご存知であろうか。山地に自生する、多年生のつる植物である。つるは細くしなやかで、細工ものにも使われる。　10年ほど前、東北地方の実家の庭にあった木から2、3本株分けして貰い、猫の額ほどの拙宅の庭に植えている。肥料などは施していないが、毎年春には葡萄の房を小さくしたような紫色の花をたくさん咲かせている。強い植物とみえ、新芽は切っても切っても次々と生え、地を這うつるからは根が出て口る。新芽を食する地方もあると聞くが、私自身はまだ経験していない。ゆでて、おひたしにするらしいQ　さて、秋には薄紫の、大人の握り巨大の実をつけ、つるから垂れさがってくる。ただし、色づくにはやや寒い気候が必要らしく、拙宅の物は緑色のままのが多い。実は熟すと、その頭から尻にかけて一本筋が入り、それが割れて口を開ける。　実の内側は空洞で白く、中には白い寒天状のものに包まれた小さな黒い種が数十粒入っている。寒天質のところはほんのり甘く、ここを食する人は多い。しかし、皮の部分も、ほろにがい大人の味がしてまことに捨てがたいところなのである。　その食べ方であるが、まず、挽き肉とたまねぎ、しいたけ等で肉味噌を作る。それを、種を取り除いた実の中に詰めていく。そして、中の味噌が外に出ないように回りを糸で縛り、実全体をたっぷりの油でじっくり揚げる。これで堅い皮も柔らかくなり、食べ易くなる。ちょっと苦味の「秋」を感ずることのできる一品であると思っている。　最近はあけびもデパートの食材　　一．　　　　　　　　　　　　　　　　　　．、売り場で手に入るようである。一度お試しになってはいかがであろうか。新和海運　総務部次長兼法規保険課長　　　　平山　泉へせんきょう11月号　No．436（Vo1．37　No．8）　　　発行◆平成8年11月20日　　　創刊◆昭和35年8月10日　　発行所◆社団法人　日本船主協会　　　　　　〒／02東京都千代田区平河町2−5−4（海運ビル）　　　　　　TEL．（03）3254−7181　〔調査広報部）編集・発行人◆桓　松　英　明　　　製作◆大洋印刷産業株式会社定価◆�I0円〔消費税を含む。会員については会費に含めて購読料を徴収している）囮せんぎょう　平成8年11月号禽員，、．」r〆会社名：日正汽船�梶@　　（英文名）NISSHO　SHIPPING　CO．，　LTD．代表者（役職・氏名）：取締役社長　宗高秀直　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「蔑r本社所在地：東京都港区虎ノ門3−B−21第33森ビル資本金：4，ロロ0百万円灘賎総魁，名計160名　遍羅…訴有船状況一．［運航司自状況愚適！！．！11％．「52E，Eア5％審・．��．・沿海．1日．隻　ヨ引E昌1％　549・54ノ豹主たる配船先：ペルシャ湾、東南アジア、中国、北米事業概要：ジャパンエナジーグループの中核海運会社として、原　　　　　油、LPO、石油製品等を、貨物船部門では南洋材、　　　　石盲等の輸送。また、菓南アジアを中心に船舶管理・　　　　運航のほか、ベトナムでは船舶解撤・伸鉄事業を展開　　　　　している。当協会会員は148社。（平成8年11月現在）崇2しダD6口会社名：．�潟jッスイシッピング　　　（英文名）NISSUI　SHIPPING　CORPORATION代表者（役職・氏名）：取締役社長　河西邦夫本社所在地：東京都品川区西五反田1一旧一9五反田NTビル　　’鷹聴資本金：116ロロ百万円　　　　　　　　　　　　　　　．三ヤ創立年月日：19B7年9月25日　　　　　　　　　　　　　ご従業員数：海上39名　陸上アδ名　；冒15名　　　　　　驚騒馨辮所　　鋼犬況（癖）．・近海　沿運翁状況…��．・鵬主たる配船先：北米、爾米、欧州、アジア、オセアニア事業概要：国内外の水産会社、亟際フルーツ企業等を取引先とし、　　　　　スリ身、サケ・マス、イ力等の冷凍水産物、ならびに　　　　　フルーツ類、野菜類、畜肉類等の冷凍・保冷貨物の国　　　　際諭送を行っている。また、業種を異にする汀万DW　　　　の鉱石兼石炭運搬船1隻を運航している。近海・沿海1隻7．5巳4／8．05ヨ％近海　沿海40隻」＝ヨE□，ロロ〔／頻4コ，ロ［G％へ○、○

